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決算及び基金運用状況の審査意見の提出について                         

 
 
 地方公営企業法第３０条第２項及び地方自治法第２４１条第５項の規定によ 

 
り，平成１５年度神戸市公営企業会計（下水道事業会計，港湾事業会計，新都 

 
市整備事業会計，病院事業会計，自動車事業会計，高速鉄道事業会計，水道事 

 
業会計，工業用水道事業会計）決算及び決算附属書類並びに平成１５年度神戸 

 
市下水道事業基金運用状況を審査し，次のとおりその意見を提出します。 
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凡     例 

 
 １ 文中で用いる金額は，原則として千円の位以下を省略し，万円単位で表示している。 
 ２ 各表中の金額は，原則として百円の位を四捨五入し，千円単位で表示している。した

  がって合計と内訳の計が一致しない場合がある。 
 ３ 各表中の比率は，百分率で表示し，小数点以下第２位を四捨五入している。したがって

  合計と内訳の計が一致しない場合がある。 
 ４ 各表中の符号の用法は，次のとおりである。 
   ｢0｣及び｢0.0｣ ----------------該当数値はあるが，単位未満のもの。 
              対前年増減額及び率の場合は，零を含む。 
   ｢－｣ ----------------------------該当数値なし，算出不能又は無意味のもの。 
   ｢ほぼ皆増｣ -------------------増加率が 1,000％以上のもの。 
 ５ 文中及び各表中でいう消費税とは「消費税」および「地方消費税」をいう。 
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平成１５年度神戸市公営企業会計決算審査意見 

 

 

第１ 審 査 の 対 象        

   平成１５年度 神 戸 市 下 水 道 事 業 会 計 決 算                   

   平成１５年度 神 戸 市 港 湾 事 業 会 計 決 算                   

   平成１５年度 神戸市新都市整備事業会計決算                   

   平成１５年度 神 戸 市 病 院 事 業 会 計 決 算                   

   平成１５年度 神 戸 市 自 動 車 事 業 会 計 決 算                   

   平成１５年度 神 戸 市 高 速 鉄 道 事 業 会 計 決 算                   

   平成１５年度 神 戸 市 水 道 事 業 会 計 決 算                   

   平成１５年度 神戸市工業用水道事業会計決算                   

 

第２ 審 査 の 方 法        

 １ この審査では，各事業の会計決算諸表が経営成績及び財政状態を適正に表示しているかどうか 

  を審査するとともに，各事業の運営が経営の基本原則に基づいて行われているかどうかについて 

  分析した。 

 ２ 決算諸表の表示については，決算諸表の計数と総勘定元帳等の会計帳簿・証拠書類の計数との 

  照合，証拠書類の点検，帳簿記録の審査及び責任者に対する質問等により検証した。 

 ３ 事業の運営については，主として年度比較により事業の推移を把握し，その経営内容を分析した。 

 

第３ 審 査 の 期 間        

   平成１６年５月１４日～８月１０日 

 

第４ 審 査 の 結 果        

 １ 決算諸表の記載様式及び記載事項は，法令に従って作成されており，その計数は正確であり， 

  経営成績及び財政状態をおおむね適正に表示しているものと認められた。 

 ２ 事業の運営については，総じて経営の基本原則に沿って行われていると認められた。 

   業務面では，各事業において市民生活の安定，経済の活性化及び都市基盤の整備を図り，公共の

福祉の増進に努めた。 

   経営面では，第１表のとおり，８事業会計のうち４事業会計が損失を計上し，公営企業会計全体

での当年度純損失は９２億円で，当年度末の各事業会計の未処理欠損金等を合算すると 

２，２０８億円となっている。各事業会計の当年度純損益及び当年度未処分利益剰余金（未処理欠
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損金）の推移は，第１図及び第２図のとおりである。 

資金面では，第２表のとおり，半数の事業会計で資金在高がマイナスとなっており，全体では，

前年度に比べて７４億円減少するなど，資金的にも悪化している。 

なお，各事業会計の決算額の中には，一般会計から負担区分等に基づき受け入れている補助金及

び出資金が含まれており，事業会計全体での補助金及び出資金を合算すると３３６億円となり，そ

の明細は第３表のとおりである。一般会計の財政状況の厳しさを反映し，一部の補助金においては

負担割合の見直しが行われている。 

各事業会計においては，収支の改善に努力しているが，景気の一部に回復の兆しは見られるもの

の，一般会計及び国も深刻な財政状況にあり，今後一層の自助努力が求められる。この意見書では

キャッシュの動きという観点から各事業の状況について判断できるように，新たにキャッシュ・フ

ロー計算書を作成した。決算書を，単なる結果としてではなく，様々な観点から分析することによ

り，経営意思決定に役立つ情報を引き出し，経営改善に活用されるよう希望する。 

 以下，各事業会計ごとに業務実績，予算の執行状況，経営成績及び財政状態について述べるが，

特に，まとめにおいて述べる事項については，留意されたい。 

 

（単位　金額：千円）

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

33,166,736 33,472,169 △ 305,432 － － △ 305,432 △ 23,259,494

△ 645,429 △ 1,450,019 804,591 － △ 834,125 1,638,716 △ 305,432

18,976,540 21,571,497 △ 2,594,956 1,057,913 24,992 △ 1,562,035 △ 41,031,063

△ 360,021 △ 535,231 175,212 1,057,913 △ 83,559 1,316,684 △ 1,562,035

23,330,805 20,892,267 2,438,538 － － 2,438,538 2,438,851

△ 1,379,715 △ 1,221,649 △ 158,065 － － △ 158,065 △ 158,462

36,925,843 36,861,927 63,916 176,110 53,875 186,151 △ 32,545,080

676,728 106,565 570,164 143,237 △ 40,020 753,420 186,152

16,130,224 18,964,471 △ 2,834,247 － － △ 2,834,247 △ 27,559,918

△ 1,123,311 △ 1,075,910 △ 47,401 － － △ 47,401 △ 2,834,247

24,024,028 31,405,728 △ 7,381,700 － 48,176 △ 7,429,876 △ 102,008,119

1,764,375 △ 696,954 2,461,329 － 48,176 2,413,153 26,102,644

38,295,830 37,984,705 311,124 44,237 307,729 47,633 2,455,972

△ 1,182,584 △ 2,118,817 936,232 △ 23,068 230,922 682,243 47,633

1,420,501 1,240,512 179,989 17 4,606 175,400 659,349

△ 40,630 △ 32,783 △ 7,847 17 4,606 △ 12,436 165,400

192,270,507 202,393,276 △ 10,122,768 1,278,277 439,378 △ 9,283,868 △ 220,849,502

△ 2,290,587 △ 7,024,798 4,734,215 1,178,099 △ 674,000 6,586,314 21,641,653

当年度純損益

(F=C+D-E) （△：未処理欠損金）（Ｅ）

病 院 事 業

経　常　損　益

下水道事業

特別損失

水 道 事 業

費　用
会　　　計

特別利益

経　　常　　損　　益

（Ａ） （Ｂ） (C=A-B)

　　第　１　表　　損　　益　　状　　況　　の　　推　　移　　

備考：各事業会計について，上段は当年度決算額，下段は対前年度増減額を表示している。

自動車事業

収　益

（Ｄ）

工業用水道
事 業

港 湾 事 業

新都市整備
事 業

合 計

高 速 鉄 道
事 業
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第１図　当年度純損益の推移
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億円

病院

第２図　当年度未処分利益剰余金（未処理欠損金）の推移
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（単位：千円）

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

資 金 在 高 20,533,469 23,537,530 23,405,474 24,496,776 21,821,187

対前年度増減 1,702,338 3,004,061 △ 132,056 1,091,302 △ 2,675,589

資 金 在 高 6,069,292 △ 1,787,982 △ 3,856,070 △ 6,481,451 △ 7,663,876

対前年度増減 △ 499,143 △ 7,857,274 △ 2,068,088 △ 2,625,381 △ 1,182,425

資 金 在 高 59,722,955 51,455,087 37,878,004 32,185,801 32,540,522

対前年度増減 △ 27,843,452 △ 8,267,868 △ 13,577,083 △ 5,692,203 354,721

資 金 在 高 △ 1,032,803 △ 1,833,112 △ 2,114,179 △ 2,535,795 △ 2,275,179

対前年度増減 △ 22,367 △ 800,309 △ 281,067 △ 421,616 260,616

資 金 在 高 △ 16,888,420 △ 19,564,903 △ 20,994,819 △ 24,796,572 △ 28,493,977

対前年度増減 △ 2,526,905 △ 2,676,483 △ 1,429,916 △ 3,801,753 △ 3,697,405

資 金 在 高 △ 5,310,020 △ 5,758,132 △ 8,692,723 △ 9,151,265 △ 9,496,045

対前年度増減 △ 1,701,561 △ 448,112 △ 2,934,591 △ 458,542 △ 344,780

資 金 在 高 11,730,370 11,723,079 10,111,396 10,203,770 9,477,585

対前年度増減 916,970 △ 7,291 △ 1,611,683 92,374 △ 726,185

資 金 在 高 700,289 878,986 967,662 886,579 1,403,480

対前年度増減 317,109 178,697 88,676 △ 81,083 516,901

資 金 在 高 75,525,132 58,650,553 36,704,745 24,807,843 17,313,697

対前年度増減 △ 29,657,011 △ 16,874,579 △ 21,945,808 △ 11,896,902 △ 7,494,146

備考：資金在高＝流動資産－流動負債

合 計

新都市整備
事 業

病 院 事 業

自動車事業

高 速 鉄 道
事 業

水 道 事 業

工業用水道
事 業

第　２　表　　　資　金　状　況　の　推　移

会　　計

下水道事業

港 湾 事 業
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（単位　金額：千円）

会 計 内　　　　　訳 平成１５年度 平成１４年度 対前年度増減

　収益的収支補助金 12,894,607 13,191,106 △ 296,499

社会政策的配慮に対する補助金 368,039 351,810 16,229

経費負担区分による補助金 12,526,568 12,839,296 △ 312,728

　資本的収支補助金 89,600 1,395,268 △ 1,305,668

特例債元金償還等補助金 － 1,311,668 皆減

自治振興事業に対する補助金 89,600 83,600 6,000

計 12,984,207 14,586,374 △ 1,602,167

　収益的収支補助金 2,353,644 2,442,212 △ 88,568

利子及び補修費に対する補助金 228,486 235,007 △ 6,521

災害復旧債支払利息に対する補助金 799,716 881,763 △ 82,047

災害復旧債減価償却費に対する補助金 1,325,442 1,325,442 0

　資本的収支補助金 6,326,879 4,540,944 1,785,935

経費負担区分による補助金 6,326,879 4,540,944 1,785,935

計 8,680,523 6,983,156 1,697,367

　収益的収支補助金 5,031,758 5,119,137 △ 87,379

看護師養成等行政的経費に対する補助金 1,197,923 1,168,716 29,207

高度医療等不採算的医療に対する補助金 2,170,077 2,163,226 6,851

研究研修費等に対する補助金 1,663,758 1,787,195 △ 123,437

　資本的収支補助金 22,807 15,419 7,388

経費負担区分による補助金 22,807 15,419 7,388

計 5,054,565 5,134,556 △ 79,991

　収益的収支補助金 2,058,464 2,793,387 △ 734,923

車両減価償却費等補助金 742,063 838,407 △ 96,344

企業債利子等補助金 362,105 870,473 △ 508,368

走行環境改善関連経費補助金 164,253 167,144 △ 2,891

基礎年金拠出金に係る公的負担補助金 116,403 125,754 △ 9,351

ノンステップバス導入推進補助金 5,000 5,000 0

経営基盤支援補助金 198,000 252,000 △ 54,000

児童手当繰入金 9,408 14,805 △ 5,397

共済追加費用繰入金 459,232 519,804 △ 60,572

交通需要マネジメント実証実験事業費補助金 2,000 － 皆増

　資本的収支補助金 67,057 52,239 14,818

自動車事故対策費補助金 10,519 10,108 411

公共交通移動円滑化設備整備費補助金 42,858 27,881 14,977

低公害車普及促進対策費補助金 13,680 14,250 △ 570

計 2,125,521 2,845,626 △ 720,105

自
　
　
動
　
　
車
　
　
事
　
　
業

第 ３ 表  一 般 会 計 か ら の 補 助 金 及 び 出 資 金 明 細 表　

下
　
水
　
道
　
事
　
業

病
　
院
　
事
　
業

港
　
湾
　
事
　
業
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会　計 内　　　　　訳 平成１５年度 平成１４年度 対前年度増減

　収益的収支補助金 3,593,532 1,411,530 2,182,002

特例債利子補助金 62,999 146,407 △ 83,408

基礎年金拠出金に係る公的負担補助金 63,190 68,783 △ 5,593

児童手当繰入金 3,363 5,185 △ 1,822

補正予算債利子補助金 37,782 38,169 △ 387

企業債（特別分）利子補助金 1,145,341 1,152,986 △ 7,645

特例債元金償還金補助金 2,280,857 － 皆増

　資本的収支補助金 919,713 2,895,501 △ 1,975,788

高速鉄道建設改良のための出資金 300,000 273,000 27,000

地下高速鉄道整備事業費補助金 53,000 13,952 39,048

地下鉄緊急改良事業補助金 10,981 11,302 △ 321

特例債元金償還金補助金 － 2,382,786 皆減

補正予算債元利償還金補助金 42,504 5,012 37,492

企業債（特別分）元利償還金補助金 507,176 201,945 305,231

バリアフリー対策改良工事補助金 6,052 7,504 △ 1,452

計 4,513,245 4,307,031 206,214

　収益的収支補助金 306,867 268,742 38,125

社会政策的配慮に対する補助金 298,887 264,182 34,705

児童手当繰入金 7,980 4,560 3,420

　資本的収支補助金 1,080 540 540

児童手当繰入金 1,080 540 540

計 307,947 269,282 38,665

　収益的収支補助金 420 240 180

児童手当繰入金 420 240 180

計 420 240 180

計 　収益的収支補助金 26,239,292 25,226,354 1,012,938

　資本的収支補助金及び出資金 7,427,136 8,899,911 △ 1,472,775

合　　　　　計 33,666,428 34,126,265 △ 459,837

第 ３ 表  一 般 会 計 か ら の 補 助 金 及 び 出 資 金 明 細 表 （前ページの続き）　

高
　
速
　
鉄
　
道
　
事
　
業

水
　
道
　
事
　
業

工
業
用

水
道
事
業
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下 水 道 事 業 会 計               

 

１ 業 務 実 績 

業務量の比較をみると，第１表のとおりである。 

⑴ 下 水 処 理 量        

「処理水量」は１億９，３８５万㎥で，降雨量の増により前年度に比べ８７２万㎥（４．７％）

増加している。 

「有収水量」は１億７，８４３万㎥で，業務用の使用量の減により，前年度に比べ１８２万㎥ 

（１．０％）減少している。 

⑵ 施設整備の状況 

当年度は，第９次神戸市下水道整備五ヵ年計画の３年次として，引き続き，計画的に下水道整備

を推進した結果，当年度末の「処理区域面積」は１６８ha拡大され１万７，９５８ha，「汚水管渠」

は玉津処理区等で４５㎞布設され３，８４７㎞となっている。「雨水管渠」は中央排水区等で４㎞布

設され５９７㎞となっている。 

 

(千㎥) 193,858 8,727 4.7 185,131 △ 111 △ 0.1

(㎥) 529,667 22,459 4.4 507,208 △ 304 △ 0.1

(千㎥) 178,437 △ 1,825 △ 1.0 180,262 △ 1,642 △ 0.9

( ha ) 17,958 168 0.9 17,790 187 1.1

(ｍ) 3,847,317 45,653 1.2 3,801,664 56,222 1.5

(ｍ) 597,755 4,069 0.7 593,686 11,531 2.0

(㎥/日) 882,900 0 0.0 882,900 0 0.0

(戸) 13,151 2,117 19.2 11,034 △ 8,704 △ 44.1

新 築 12,814 2,177 20.5 10,637 △ 8,871 △ 45.5

浄 化 槽 切 替 216 29 15.5 187 69 58.5

く み と り 便 所 改 造 121 △ 89 △ 42.4 210 98 87.5

　 　

(件) 127 38 42.7 89 8 9.9

351 △ 22 △ 5.9 373 △ 49 △ 11.6

(人) 256 △ 20 △ 7.2 276 △ 43 △ 13.5

(人) 95 △ 2 △ 2.1 97 △ 6 △ 5.8

項     目

施 設 整 備 の 状 況

処 理 区 域

汚 水 管 渠 布 設

雨 水 管 渠 布 設

処 理 能 力

水 洗 化 の 状 況

当 年 度 水 洗 化 し た 戸 数

実   数
対前年度
増　　減

処 理 水 量

１ 日 平 均 処 理 水 量

第　１　表　　　業　　　務　　　量　　　の　　　比　　　較　　　

平　　成　　15　　年　　度

水 洗 化 費 用 貸 付 制 度

下 水 処 理 量

実   数
対前年度
増　　減

対前年度
増 減 率

平　　成　　14　　年　　度

対前年度
増 減 率

有 収 水 量

貸 付 件 数

職 員 数

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員  
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⑶ 水洗化の状況        

当年度は，住宅の建設等により１万３，１５１戸の水洗化を行ったが，前年度に水洗化した戸数

と比べ２，１１７戸増加している。 

⑷ 水洗化費用貸付制度 

この制度は，水洗化貸付と水洗化訴訟費用等貸付からなっており，下水道事業基金により運営さ

れている。水洗化貸付の貸付限度額は原則として大便器１個につき５０万円であり，無利子貸付と

なっている。 

当年度の貸付件数は１２７件で，前年度に比べ３８件増加している。 

 

２ 予算の執行状況 

⑴ 収 益 的 収 支        

収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

収益的収入は予算額３４９億６，２７２万円に対して決算額３４１億５，９２９万円で，執行率

は９７．７％となっている。これは主として，有収水量が予定を下回ったことに伴い下水道使用料

が減少したこと及び一般会計補助金の減少による。 

収益的支出は予算額３５４億１，４１８万円に対して決算額３３９億５，０２５万円で，執行率

は９５．９％となっている。これは主として，経費の節減により処理場費が減少したこと及び流域

処理水量の減等に伴い業務費が減少したことによる。 

 

(単位　金額：千円，比率：％）

1 34,962,728 100.0 34,159,290 100.0 △ 803,438 97.7

(1) 21,748,000 62.2 21,017,316 61.5 △ 730,684 96.6

(2) 13,214,728 37.8 13,141,975 38.5 △ 72,753 99.4

1 35,414,184 100.0 33,950,258 100.0 1,463,926 95.9

(1) 27,271,739 77.0 26,077,804 76.8 1,193,935 95.6

(2) 8,138,445 23.0 7,872,454 23.2 265,991 96.7

(3) 1,000 0.0 － － 1,000 －

(4) 3,000 0.0 － － 3,000 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

決　算　額 予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)金　額

（Ａ）
構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

構 成
比 率

項　　　　目　

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

予　算　額

予 備 費

営 業 外 費 用

下 水 道 事 業 費

営 業 外 収 益

営 業 費 用

特 別 損 失
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⑵ 資 本 的 収 支        

資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

当年度の資本的収入の決算額は１７７億１，５６２万円で，翌年度繰越工事資金９億２，１９７

万円を除く当年度財源充当額は１６７億９，３６５万円である。これに対し，資本的支出の決算額

は３５３億９，３４６万円で，その不足する額１８５億９，９８０万円を損益勘定留保資金１８４

億１，０２８万円及び前年度繰越工事資金１億８，９５１万円で補てんしている。 

ア 資 本 的 収 入        

資本的収入は予算額２１８億７，９０６万円に対して決算額１７７億１，５６２万円で，執行

率は８１．０％となっている。これは主として，工程調整のため建設改良工事を翌年度に繰り越

したことにより，その財源である企業債が収入できなかったことによる。 

以下，各項目別に決算状況を述べる。 

「企業債」は４３億５，７２５万円で，資本的収入の２４．６％を占めており，主な充当内訳

は，汚水幹枝線布設費に１６億６，５２５万円及び雨水幹枝線布設費に１４億３，１００万円と

なっている。 

「国庫支出金」は７４億８，５２０万円で，資本的収入の４２．３％を占めており，主な充当

内訳は，処理場建設費に２１億６３３万円及び汚水幹枝線布設費に１４億５，１５３万円となっ

ている。 

「他会計繰入金」は８，９６０万円で，自治振興事業助成として一般会計から繰り入れたもの

である。 

「基金繰入金」は２６億１，０９０万円で，企業債償還のための財源として繰り入れたもので

ある。 

「雑収入」は３０億１，１６４万円で，主として工事負担金３０億３１５万円である。 

イ 資 本 的 支 出        

資本的支出は予算額４２５億５，７８９万円に対して決算額３５３億９，３４６万円で，執行

率は８３．２％となっている。 

以下，各項目別に決算状況を述べる。 

(ｱ) 建 設 改 良 費        

建設改良費は２２８億２，６４４万円で，資本的支出の６４．５％を占めており，翌年度へ

の繰越額６３億８，９００万円及び不用額７億７，２４３万円を生じたため，執行率は 

７６．１％となっている。 

「処理場建設費」は４６億２７３万円で，主な内訳は，垂水処理場に係るネットワークポン

プ場築造工事１４億８，０５５万円及び東灘処理場に係る神戸市公共下水道根幹的施設の建設

工事６億１，４０７万円である。なお，工程調整のため１０億９，０００万円を繰り越したこ

と等により，執行率は８０．７％となっている。 



 － 13 －

「ポンプ場建設費」は１０億５，６９６万円で，主な内訳は，新和田岬ポンプ場に係る築造

工事１０億９６万円である。なお，工程調整のため８億２，７００万円を繰り越したこと等に

より，執行率は５５．８％となっている。 

「汚水幹枝線布設費」は９６億７，１６６万円で，主な内訳は，須磨浦汚水幹線布設工事 

１７億７，５７２万円及び同幹線二次覆工他工事９億９，３００万円である。なお，４億 

７，３６０万円の不用額を生じるとともに，工程調整のため３０億６，０００万円を繰り越し

たことにより，執行率は７３．２％となっている。 

「雨水幹枝線布設費」は３８億１，２５２万円で，主な内訳は，和田岬連絡雨水幹線工事 

８億５，５０４万円である。なお，工程調整のため１３億３，１００万円を繰り越したこと等

により，執行率は７４．１％となっている。 

「処理施設等整備費」は３４億７，１０６万円で，内訳は，既存下水道施設の改良費２４億 

８，３２６万円及び資本勘定支弁職員に係る人件費９億８，７８０万円である。なお，２億 

４，３６２万円の不用額を生じるとともに，工程調整のため８，１００万円を繰り越したこと

により，執行率は９１．４％となっている。 

(単位　金額：千円，比率：％）

1 21,879,063 100.0 17,715,629 100.0 921,970 △ 4,163,434 81.0

(1) 8,025,500 36.7 4,357,250 24.6 － △ 3,668,250 54.3

(2) 7,670,927 35.1 7,485,207 42.3 921,970 △ 185,720 97.6

(3) 89,700 0.4 89,600 0.5 － △ 100 99.9

(4) 306,596 1.4 161,030 0.9 － △ 145,566 52.5

(5) 2,610,900 11.9 2,610,900 14.7 － － 100.0

(6) 3,175,440 14.5 3,011,642 17.0 － △ 163,798 94.8

1 42,557,899 100.0 35,393,460 100.0 6,389,000 775,439 83.2

(1) 29,987,887 70.5 22,826,448 64.5 6,389,000 772,439 76.1

ア 5,703,878 13.4 4,602,736 13.0 1,090,000 11,142 80.7

イ 1,895,000 4.5 1,056,967 3.0 827,000 11,033 55.8

ウ 13,205,262 31.0 9,671,662 27.3 3,060,000 473,600 73.2

エ 5,144,238 12.1 3,812,529 10.8 1,331,000 709 74.1

オ 243,822 0.6 211,492 0.6 － 32,330 86.7

カ 3,795,687 8.9 3,471,063 9.8 81,000 243,624 91.4

(2) 1,110,000 2.6 1,110,000 3.1 － － 100.0

(3) 11,457,012 26.9 11,457,012 32.4 － 0 100.0

(4) 3,000 0.0 － － － 3,000 －

備考：１　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　２　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

基 金 繰 入 金

雑 収 入

資 本 的 支 出

第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)

財 産 収 入

項　　　　目

予　算　額 決　算　額

構 成
比 率

翌年度繰越
額 に 係 る
財源充当額
又は翌年度
繰 越 額

金　額
（Ａ）

構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

資 本 的 収 入

企 業 債

国 庫 支 出 金

他 会 計 繰 入 金

建 設 改 良 費

処 理 場 建 設 費

ポ ン プ 場 建 設 費

汚 水 幹 枝 線 布 設 費

企 業 債 等 償 還 金

予 備 費

雨 水 幹 枝 線 布 設 費

流 域 下 水 道 事 業 費

処 理 施 設 等 整 備 費

基 金 造 成 費
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(ｲ) 基 金 造 成 費        

基金造成費は１１億１，０００万円で，工事負担金の一部１０億５，４４７万円及び基金運

用益５，５５２万円が原資となっている。 

(ｳ) 企業債等償還金 

企業債等償還金は企業債の元金償還金１１４億５，７０１万円で，資本的支出の３２．４％

を占めている。 

 

３ 経 営 成 績 

⑴ 損 益 状 況 

損益状況の比較をみると，第４表のとおりである。 

当年度は，収益３３１億６，６７３万円に対し費用３３４億７，２１６万円で，差引３億５４３

万円の経常損失となっている。これに，前年度繰越欠損金２２９億５，４０６万円を加えた当年度

未処理欠損金は２３２億５，９４９万円となっている。 

前年度と比べると，収益が６億４，５４２万円（１．９％）減少し，費用が１４億５，００１万

円（４．２％）減少した結果，経常損失は８億４５９万円改善している。 

営業収支比率は７７．９％，経常収支比率は９９．１％であり，前年度と比べそれぞれ１．０ポ

イント，２．３ポイント上昇している。 

⑵ 収     益 

ア 営 業 収 益 

営業収益は２００億３，４０１万円で，前年度に比べ３億５，５７３万円(１．７％)減少して

いる。 

「下水道使用料」は１９６億６，５９７万円で，収益の５９．３％を占めており，前年度に比

べ３億７，１９６万円（１．９％）減少している。これは，業務用の使用水量が減少したことに

よる。 

イ 営 業 外 収 益        

営業外収益は１３１億３，２７１万円で，前年度に比べ２億８，９６９万円（２．２％）減少

している。 

「他会計補助金」は１２５億２，６５６万円で，収益の３７．８％を占めており，雨水排除に

係る維持管理費・資本費の全額と汚水処理に係る資本費の一部等を負担区分に基づき一般会計か

ら受け入れたものであり，前年度に比べ３億１，２７２万円（２．４％）減少している。 

「基金繰入金」は５，５５２万円で，経営改善のため，基金運用益相当額を繰り入れたもので

あり，前年度に比べ５８１万円（１１．７％）増加している。 
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「雑収益」は５億２，１６７万円で，土地売却益及び用地使用料等であり，前年度に比べ 

３，６１６万円（７．４％）増加している。 

⑶ 費     用 

ア 営 業 費 用 

営業費用は２５７億１，４３５万円で，前年度に比べ８億１，３６４万円（３．１％）減少し

ている。 

「人件費」は２９億６，８３２万円で，損益勘定支弁職員等に係る人件費であり，前年度に比

べ２億８，３３７万円（８．７％）減少している。これは主として，業務の委託化等による職員

数の減による。 

「運営費」は４９億９，０４６万円で，費用の１４．９％を占めており，前年度に比べ 

３，８９４万円（０．８％）増加している。これは主として，処理場における委託業務が増加し

たことによる。 

「減価償却費」は１５０億８，０７４万円で，費用の４５．１％を占めており，前年度に比べ

２億５，８６４万円（１．７％）減少している。これは主として，「機械及装置」で減価償却が終

了した資産が増加したことによる。 

「その他諸費用」は２６億７，４８２万円で，業務費，水洗化促進費及び資産減耗費等であり，

前年度に比べ３億１，０５７万円（１０．４％）減少している。これは主として，業務費に係る

負担金補助及び交付金が減少したことによる。 

イ 営 業 外 費 用        

営業外費用は７７億５，７８１万円で，前年度に比べ６億３，６３７万円（７．６％）減少し

ている。これは主として，比較的高金利の企業債を償還したことによる支払利息の減により，「支

払利息及企業債取扱諸費」が減少したことによる。 
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(A) 33,166,736 100.0 △ 645,429 △ 1.9 33,812,165 100.0 △ 689,183 △ 2.0

(a) 20,034,017 60.4 △ 355,732 △ 1.7 20,389,749 60.3 △ 385,444 △ 1.9

下 水 道 使 用 料 19,665,978 59.3 △ 371,962 △ 1.9 20,037,940 59.3 △ 436,624 △ 2.1

他 会 計 補 助 金 368,039 1.1 16,229 4.6 351,810 1.0 51,181 17.0

13,132,719 39.6 △ 289,697 △ 2.2 13,422,416 39.7 △ 303,739 △ 2.2

受 取 利 息 及 配 当 金 4,878 0.0 1,177 31.8 3,701 0.0 △ 8,321 △ 69.2

他 会 計 補 助 金 12,526,568 37.8 △ 312,728 △ 2.4 12,839,296 38.0 △ 2,200 0.0

国 庫 補 助 金 24,075 0.1 △ 20,130 △ 45.5 44,205 0.1 △ 21,499 △ 32.7

基 金 繰 入 金 55,520 0.2 5,818 11.7 49,702 0.1 △ 7,344 △ 12.9

雑 収 益 521,678 1.6 36,166 7.4 485,512 1.4 △ 264,374 △ 35.3

(B) 33,472,169 100.0 △ 1,450,019 △ 4.2 34,922,188 100.0 △ 1,000,270 △ 2.8

(b) 25,714,351 76.8 △ 813,642 △ 3.1 26,527,993 76.0 △ 546,849 △ 2.0

人 件 費 2,968,328 8.9 △ 283,371 △ 8.7 3,251,699 9.3 △ 917,036 △ 22.0

運 営 費 4,990,462 14.9 38,946 0.8 4,951,516 14.2 120,853 2.5

減 価 償 却 費 15,080,741 45.1 △ 258,644 △ 1.7 15,339,385 43.9 427,793 2.9

そ の 他 諸 費 用 2,674,821 8.0 △ 310,572 △ 10.4 2,985,393 8.5 △ 178,459 △ 5.6

7,757,817 23.2 △ 636,378 △ 7.6 8,394,195 24.0 △ 453,421 △ 5.1

支 払 利 息 及
企 業 債 取 扱 諸 費

7,671,690 22.9 △ 598,407 △ 7.2 8,270,097 23.7 △ 483,364 △ 5.5

雑 支 出 86,127 0.3 △ 37,971 △ 30.6 124,098 0.4 29,944 31.8

△ 305,432 － 804,591 － △ 1,110,023 － 311,087 －

－ － － － － － － －

－ － △ 834,125 皆減 834,125 － 834,125 皆増

△ 305,432 － 1,638,716 － △ 1,944,148 － △ 523,038 －

△ 22,954,062 － △ 1,944,147 － △ 21,009,915 － △ 1,421,110 －

△ 23,259,494 － △ 305,432 － △ 22,954,062 － △ 1,944,147 －

77.9 － 1.0 － 76.9 － 0.2 －

99.1 － 2.3 － 96.8 － 0.8 －

備考：１　「運営費」は，管渠費，処理場費，ポンプ場費である。

　　　２　「その他諸費用」は，業務費，水洗化促進費，資産減耗費等である。

構成
比率

対前年度
増　　減

平　　成　　15　　年　　度

金   額
構成
比率

対前年度
増　　減

対前年度
増 減 率

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)

営 業 収 支 比 率 (a/b × 100)

費 用

営 業 費 用

特 別 利 益 (D)

特 別 損 失 (E)

営 業 外 費 用

経 常 損 益 (C=A-B)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ） (G)

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

(単位　金額：千円，比率：％)

第　４　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　　の　　比　　　較　　　

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ） (F+G)

収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

項     目

平　　成　　14　　年　　度

金   額
対前年度
増 減 率
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⑷ 有収水量１㎥当たりの使用料と汚水処理費用 

有収水量１㎥当たりの使用料と汚水処理費用をみると，第５表のとおりである。 

有収水量１㎥当たりの使用料は１１０円２１銭で，前年度に比べ９５銭（０．９％）減少してい

る。 

有収水量１㎥当たりの汚水処理費用は１５８円１６銭で，主として支払利息及企業債取扱諸費及

び人件費が減少したことにより，前年度に比べ６円１銭（３．７％）減少している。 

有収水量１㎥当たりの差引収支は４７円９５銭の赤字であるが，前年度に比べ５円７銭改善して

いる。 

 

(A) 110.21 － △ 0.95 △ 0.9 111.16 － △ 1.40 △ 1.2

(B) 158.16 100.0 △ 6.01 △ 3.7 164.17 100.0 △ 3.96 △ 2.4

人 件 費 13.90 8.8 △ 1.33 △ 8.7 15.22 9.3 △ 4.86 △ 24.2

運 営 費 25.52 16.1 0.46 1.8 25.06 15.3 1.11 4.6

減 価 償 却 費 68.37 43.2 △ 0.84 △ 1.2 69.21 42.2 2.21 3.3

支 払 利 息 及
企 業 債 取 扱 諸 費

35.21 22.3 △ 2.55 △ 6.8 37.77 23.0 △ 1.86 △ 4.7

そ の 他 15.16 9.6 △ 1.75 △ 10.4 16.91 10.3 △ 0.56 △ 3.2

△ 47.95 － 5.07 － △ 53.01 － 2.56 －

69.7 － 2.0 － 67.7 － 0.8 －

備考：１　「運営費」は，管渠費，処理場費，ポンプ場費である。

　　　２　「その他諸費用」は，業務費，水洗化促進費，資産減耗費等である。

第　５　表　　　有　収　水　量　１㎥　当　た　り　の　使　用　料　と　汚　水　処　理　費　用

金   額
対前年度
増 減 率

構成
比率

平成１４年度

１㎥当たりの汚水処理費用

対前年度
増　　減

対前年度
増 減 率

対前年度
増　　減

平成１５年度

構成
比率

１ ㎥ 当 た り の 使 用 料

金   額

(単位　金額：円，比率：％)

内
　
　
　
訳

項     目

A/B×100

差 引 （ Ａ － Ｂ ）
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４ 財 政 状 態 

平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第６表のとおりである。 

以下，主な項目について述べる。 

⑴ 資     産 

資産総額は６，９４９億５，５５１万円で，前年度末に比べ２３億４，９７４万円（０．３％）

増加している。 

ア 固 定 資 産 

固定資産は６，６４９億９，３４１万円で，前年度末に比べ５１億３，７６１万円（０．８％）

増加している。 

(ｱ) 有形固定資産        

有形固定資産は６，３０７億２，１８１万円で，前年度末に比べ６８億７，３２６万円 

（１．１％）増加している。 

「土地」は３８８億１，１０４万円で，前年度末に比べ７，１４９万円（０．２％）減少し

ている。これは，代替地用地の売却等があったことによる。 

「建物」は２５９億５，８６３万円で，前年度末に比べ４億９，７１７万円（１．９％）減

少している。これは，汚泥圧送施設建築工事等の増１億７，０６３万円があったものの，減価

償却等による減６億６，７８０万円があったことによる。 

「構築物」は４，７３７億７，６２８万円で，前年度末に比べ２４億４，９９３万円 

（０．５％）増加している。これは，減価償却等による減１０５億３，３４５万円があったも

のの，市内各所での汚水・雨水管渠布設等の増１２９億８，３３８万円があったことによる。 

「機械及装置」は７１５億７，９３２万円で，前年度末に比べ７，６３０万円（０．１％）

減少している。これは，西部及び玉津処理場機械設備等の増３４億５，０９１万円があったも

のの，減価償却等による減３５億２，７２２万円があったことによる。 

「建設仮勘定」は１７４億４０３万円で，前年度末に比べ４９億５，９９９万円 

（３９．９％）増加している。これは，構築物などの本勘定への振替等による減１６８億 

４，１４３万円があったものの，須磨浦汚水幹線及び新和田岬ポンプ場築造工事等の計上によ

る増２１８億１４２万円があったことによる。 

(ｲ) 無形固定資産        

無形固定資産は５１億２，４８５万円で，前年度末に比べ１億７，９２３万円（３．４％）

減少している。これは主として，武庫川上流・加古川上流流域下水道建設負担金等２億２７３

万円が増加したものの，減価償却等により３億８，１９６万円減少したことによる。 
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(ｳ) 投     資 

投資は２９１億４，６７４万円で，前年度末に比べ１５億５，６４２万円（５．１％）減少

している。これは，「基金」を１１億１，０００万円造成したものの，企業債の償還等のため 

２６億６，６４２万円取り崩したことによる。 

イ 流 動 資 産 

流動資産は２９９億６，２０９万円で，前年度末に比べ２７億８，７８７万円（８．５％）減

少している。これは主として，「現金預金」が減少したことによる。 

⑵ 負     債 

負債総額は１３４億２５２万円で，前年度末に比べ６億２，８０８万円（４．５％）減少してい

る。 

ア 固 定 負 債 

固定負債は５２億６，１６１万円で，前年度末に比べ５億１，５８０万円（８．９％）減少し

ている。 

「退職給与引当金」は２１億９，６６４万円で，前年度末に比べ１億２，０５３万円（５．８％）

増加している。これは，当年度退職手当を３億２，９４６万円支払ったものの，退職給与引当金

を４億５，０００万円積み立てたことによる。 

「その他固定負債」は３０億６，４９７万円で，前年度末に比べ６億３，６３３万円 

（１７．２％）減少している。これは，開発者等からの負担金の受入れによる増５億３，１９２

万円があったものの，「工事負担金」への振替等による減１１億６，８２６万円があったことによ

る。 

イ 流 動 負 債 

流動負債は８１億４，０９０万円で，前年度末に比べ１億１，２２８万円（１．４％）減少し

ている。 

⑶ 資     本 

資本総額は６，８１５億５，２９８万円で，前年度末に比べ２９億７，７８２万円（０．４％）

増加している。 

ア 資 本 金        

資本金は２，０８８億４，４１５万円で，前年度末に比べ７０億９，５５１万円（３．３％）

減少している。これは，企業債を４３億６，１５０万円発行したものの，１１４億５，７０１万

円償還したことにより，「借入資本金」が減少したことによる。 
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イ 剰 余 金        

剰余金は４，７２７億８８３万円で，前年度末に比べ１００億７，３３４万円（２．２％）増

加している。 

(ｱ) 資 本 剰 余 金        

資本剰余金は４，９５９億６，８３２万円で，前年度末に比べ１０３億７，８７７万円 

（２．１％）増加している。 

「国庫補助金」は２，５７９億９，３９７万円で，前年度末に比べ７０億９，３０１万円 

（２．８％）増加している。これは，処理場建設等に係る補助金を受け入れたことによる。 

「他会計繰入金」は１１６億６４８万円で，前年度末に比べ８，５００万円（０．７％）増

加している。これは，自治振興事業助成で一般会計から繰り入れたことによる。 

「工事負担金」は１，５６５億１，０６１万円で，前年度末に比べ２９億１，４３４万円 

（１．９％）増加している。これは，開発団地等に係る工事負担金を受け入れたことによる。 

「受贈財産評価額」は４００億８，８８３万円で，前年度末に比べ２億８，６４１万円 

（０．７％）増加している。これは，団地開発者から汚水・雨水管渠の移管があったことによ

る。 

「その他資本剰余金」は２９７億６，８４２万円で，前年度末と同額となっている。 

(ｲ) 欠 損 金        

欠損金は，当年度純損失３億５４３万円と前年度繰越欠損金２２９億５，４０６万円とを合

わせ，２３２億５，９４９万円となっている。 

⑷ キャッシュ・フローの状況 

   当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第７表のとおりである。 

   営業活動において，現金支出を伴わない減価償却費等を内部留保したことなどにより，１４８億

９，６８５万円のキャッシュを生み出し，財務活動において，国庫支出金の受け入れなどにより， 

３３億８，８９５万円のキャッシュを調達した。一方，投資活動において，建設改良などに２１１

億８９９万円のキャッシュを使用した。 

この結果，平成１５年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ２８億２，３１８万円減少し，

２２５億３，６８１万円となっている。 
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694,955,510 100.0 692,605,768 100.0 2,349,742 0.3

Ⅰ 664,993,415 95.7 659,855,799 95.3 5,137,616 0.8

1 630,721,816 90.8 623,848,549 90.1 6,873,267 1.1

(1) 38,811,045 5.6 38,882,543 5.6 △ 71,498 △ 0.2

(2) 25,958,631 3.7 26,455,802 3.8 △ 497,171 △ 1.9

(3) 2,213,717 0.3 2,149,043 0.3 64,674 3.0

(4) 473,776,280 68.2 471,326,349 68.1 2,449,931 0.5

(5) 71,579,325 10.3 71,655,631 10.3 △ 76,306 △ 0.1

(6) 34,310 0.0 31,292 0.0 3,018 9.6

(7) 944,477 0.1 903,850 0.1 40,627 4.5

(8) 17,404,032 2.5 12,444,039 1.8 4,959,993 39.9

２ 5,124,854 0.7 5,304,085 0.8 △ 179,231 △ 3.4

(1) 5,116,388 0.7 5,293,425 0.8 △ 177,037 △ 3.3

(2) 1,621 0.0 3,816 0.0 △ 2,195 △ 57.5

(3) 6,845 0.0 6,845 0.0 0 0.0

３ 29,146,744 4.2 30,703,165 4.4 △ 1,556,421 △ 5.1

(1) 29,030,003 4.2 30,586,424 4.4 △ 1,556,421 △ 5.1

(2) 10,006 0.0 10,006 0.0 0 0.0

(3) 106,735 0.0 106,735 0.0 0 0.0

Ⅱ 29,962,095 4.3 32,749,968 4.7 △ 2,787,873 △ 8.5

１ 22,536,819 3.2 25,360,007 3.7 △ 2,823,188 △ 11.1

２ 7,406,099 1.1 7,350,622 1.1 55,477 0.8

３ 16,103 0.0 21,547 0.0 △ 5,444 △ 25.3

４ 73 0.0 72 0.0 1 1.4

５ 3,000 0.0 17,720 0.0 △ 14,720 △ 83.1

694,955,510 100.0 692,605,768 100.0 2,349,742 0.3

13,402,524 1.9 14,030,610 2.0 △ 628,086 △ 4.5

Ⅰ 5,261,616 0.8 5,777,418 0.8 △ 515,802 △ 8.9

1 2,196,644 0.3 2,076,109 0.3 120,535 5.8

２ 3,064,971 0.4 3,701,309 0.5 △ 636,338 △ 17.2

Ⅱ 8,140,908 1.2 8,253,192 1.2 △ 112,284 △ 1.4

１ 8,128,365 1.2 8,226,324 1.2 △ 97,959 △ 1.2

２ － － 131 0.0 △ 131 皆減

３ 9,543 0.0 9,016 0.0 527 5.8

４ 3,000 0.0 17,720 0.0 △ 14,720 △ 83.1

681,552,986 98.1 678,575,158 98.0 2,977,828 0.4

Ⅰ 208,844,153 30.1 215,939,665 31.2 △ 7,095,512 △ 3.3

１ 35,473,722 5.1 35,473,722 5.1 0 0.0

２ 173,370,431 24.9 180,465,943 26.1 △ 7,095,512 △ 3.9

(1) 173,370,431 24.9 180,465,943 26.1 △ 7,095,512 △ 3.9

Ⅱ 472,708,833 68.0 462,635,493 66.8 10,073,340 2.2

１ 495,968,328 71.4 485,589,555 70.1 10,378,773 2.1

(1) 257,993,977 37.1 250,900,966 36.2 7,093,011 2.8

(2) 11,606,482 1.7 11,521,476 1.7 85,006 0.7

(3) 156,510,619 22.5 153,596,275 22.2 2,914,344 1.9

(4) 40,088,831 5.8 39,802,418 5.7 286,413 0.7

(5) 29,768,420 4.3 29,768,420 4.3 0 0.0

２ △ 23,259,495 △ 3.3 △ 22,954,062 △ 3.3 △ 305,433 －

(1) △ 23,259,495 △ 3.3 △ 22,954,062 △ 3.3 △ 305,433 －

(△305,432) － (△1,944,148) － (1,638,716) －

備考：１　有形固定資産の減価償却累計額は，249,284,085千円である。

　　　２　特定収入による資本的支出に係る控除対象外消費税額は，資本剰余金と相殺している。

受 贈 財 産 評 価 額

他 会 計 繰 入 金

欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

（うち当年度純損失）

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

敷 金

工 事 負 担 金

前 受 金

出 え ん 金

前 払 金

現 金 預 金

貯 蔵 品

未 収 金

第　６　表　　　下　水　道　事　業　会　計　比　較　貸　借　対　照　表　　

(単位  金額:千円，比率:％）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

有 形 固 定 資 産

資 産

固 定 資 産

対前年度
増 減 率

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

平成14年度末平成15年度末
科        目 構成

比率
金 　額
（Ｂ）

負 債

負 債 及 び 資 本

地 上 権

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

投 資

流 動 資 産

そ の 他 固 定 負 債

建 物 附 属 設 備

建 設 仮 勘 定

工 具 器 具 及 備 品

機 械 及 装 置

車 両 及 運 搬 具

基 金

無 形 固 定 資 産

預 り 有 価 証 券

預 り 金

資 本

借 入 資 本 金

剰 余 金

資 本 金

自 己 資 本 金

企 業 債

固 定 負 債

未 払 金

流 動 負 債

退 職 給 与 引 当 金

保 管 有 価 証 券

土 地

構 築 物

建 物
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(単位　金額：千円） 　

Ⅰ 14,896,852 11,929,311 2,967,541

　当 年 度 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） △ 305,432 △ 1,944,148

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） △ 55,520 △ 49,702

　減 価 償 却 費 15,080,741 15,339,385

過 年 度 分 減 価 償 却 費 823 －

固 定 資 産 除 却 損 199,054 197,680

企 業 債 発 行 差 金 4,250 1,360

固定資産売 却損 (特別損失 ） － 834,125

未 収 金 の 増 減 △ 55,476 845,502

貯 蔵 品 の 増 減 5,444 13,158

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 14,718 △ 6,159

退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 120,535 18,940

未 払 金 の 増 減 △ 97,959 △ 3,326,449

そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 △ 14,325 5,618

Ⅱ △ 21,108,998 △ 17,875,204 △ 3,233,794

建 設 改 良 費 △ 22,826,448 △ 19,368,217

投 資 △ 1,110,000 △ 1,300,000

財 産 収 入 161,030 114,311

基 金 繰 入 金 2,610,900 2,629,000

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） 55,520 49,702

Ⅲ 3,388,959 4,568,865 △ 1,179,906

企 業 債 収 入 4,357,250 5,913,140

国 庫 支 出 金 7,485,207 4,972,355

他 会 計 繰 入 金 89,600 1,395,268

雑 収 入 3,011,642 3,672,362

　企 業 債 等 償 還 金 △ 11,457,012 △ 11,225,305

そ の 他 固 定 負 債 の 増 減 △ 636,337 △ 553,496

消 費 税 資 本 的 収 入 調 整 額 538,609 394,541

Ⅳ △ 2,823,187 △ 1,377,028 △ 1,446,159

Ⅴ 25,360,007 26,737,034 △ 1,377,027

Ⅵ 22,536,819 25,360,007 △ 2,823,188

備考：１　本表は間接法により作成している。

　　　２　項目は，原則として，損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

　　　　　雑収入については，その主たる内容によって区分している。

　　　３　未収金の増減，貯蔵品の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞ

　　　　　れ資産の減少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

現 金 預 金 期 首 残 高

現 金 預 金 期 末 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

第　７　表　　　キ　ャ　ッ　シ　ュ ・ フ　ロ　ー　計　算　書

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

項　　　　目 平成1５年度 平成1４年度 対前年度増減
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５ ま  と  め   

業務面では，第９次神戸市下水道整備五ヵ年計画の３年次として，引き続き計画的に下水道整備を

推進し，垂水処理場第３期拡張工事の実施設計に着手するとともに，処理場間ネットワーク化のため

の須磨浦汚水幹線布設工事及び垂水処理場ネットワークポンプ場の築造工事等を引き続き行った。 

経営面では，使用料収入は減少傾向にあるものの，従来から取り組んできた物件費及び人件費の削

減等により，経常損失は前年度に比べ８億円縮小したが，３億円の損失となった。この結果，前年度

繰越欠損金２２９億５千万円を加えた当年度未処理欠損金が２３２億５千万円となり，経営状況は依

然厳しいものとなっている。なお，当年度末の流動資産から流動負債を差し引いた資金在高は，前年

度末に比べ２６億７千万円減少し，２１８億２千万円となっている。 

本市の下水道事業は昭和２６年度に整備事業を開始して以来５０年余りが経過し，今後はさらに下

水道管渠・処理場施設等の改築更新に多額の資金が見込まれる一方で，使用料の対象となる有収水量

は減少傾向にあるほか，平成１６年度には負担区分の見直しによる一般会計補助金の減額が予定され

るなど，経営状況は今後さらに厳しくなると予想される。 

このため，効率的な投資を行うとともに，民間委託を含めた経費の節減に努めるなど，より一層の

健全経営に努められたい。 

また，中長期的な事業や財政の動向を見据え，将来の下水道事業の運営のあり方については，独立

行政法人化，包括的民間委託等を視野に入れて，検討されるよう希望する。 

 

参考資料　 経 　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 95.69 95.27 94.96

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 73.12 71.92 70.65

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 96.82 96.42 96.09

(4) 流 動 比 率 368.04 396.82 293.93

(5) 現 金 預 金 比 率 276.83 307.28 224.67

(6) 負 債 比 率 36.75 39.05 42.31

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 △ 0.04 △ 0.28 △ 0.21

(8) 自 己 資 本 利 益 率 △ 0.06 △ 0.39 △ 0.29

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 △ 28.35 △ 30.10 △ 30.32

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.05 0.05 0.05

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.07 0.07 0.07

(12) 企業債償還額対償還財源比率 77.54 83.80 76.96

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。  



 － 26 －

港 湾 事 業 会 計               

 

１  業 務 実 績        

 ⑴  業 務 量        

   港湾事業会計は，「港湾管理事業」と「港湾施設運営事業」の２事業に分けて実施しており， 

「港湾管理事業」は，岸壁，物揚場，ふ頭用地等の管理事業を行い，「港湾施設運営事業」は，上屋， 

荷役機械等の運営事業，引船事業及び船舶給水事業を行っている。 

  業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

  ア  港湾管理事業        

    「岸壁使用」のうち外航船は，隻数で２，９７３隻，総トン数では３，４１６万トンとなり， 

   事業者の移転に伴い摩耶地区において利用の減があったものの，ポートアイランド（第２期）地   

区における供用開始に伴う増等により，前年度に比べ３９５隻（１５．３％），５１２万トン 

 （１７．７％）増加している。 

    また，内航船は，隻数で２万９，５１１隻，総トン数では３，１９６万トンとなり，ポートア

イランド地区で自動車運搬船の増はあったものの，フェリーの共同運航による減等により，前年

度に比べ２，５４９隻（８．０％），４０４万トン（１１．２％）減少している。 

    この結果，岸壁使用全体では，隻数は３万２，４８４隻で，前年度に比べ２，１５４隻 

（６．２％）減少し，総トン数では６，６１３万トンとなり，前年度に比べ１０８万トン 

（１．７％）増加している。 

    「物揚場使用」の総トン数は４８万トンで，ポートアイランド地区において取扱量の増があっ

たため，前年度に比べ９６千トン（２４．７％）増加している。 

    「ふ頭用地使用」の一般使用は４，２６２万㎡，専占用使用は年度末現在５２万㎡となってい

る。一般使用では，摩耶地区で事業者の移転に伴う減があったものの，ポートアイランド地区で

建設機械関係の取扱量の増があったため，前年度に比べ２８８万㎡（７．３％）増加し，専占用

使用では主としてポートアイランド（第２期）地区のコンテナバースの供用開始に伴う増により，

前年度に比べ１３万㎡（３４．９％）増加している。 

    「けい船浮標使用」は，隻数で５５隻，総トン数で１２万トンとなり，空港島工事の進捗に伴

う作業船の減等により前年度に比べ３４隻（３８．２％），８万トン（４１．９％）減少している。 

    「港湾幹線道路使用」は８４１万台で，大型車の利用は増加したものの，港湾関連事業者に対

する摩耶大橋通行料の免除に伴う減により前年度に比べ２３万台（２．７％）減少している。 

    「入港船舶」は１億６，１６１万トンで，主に貨物船等の外航船の減少及びフェリーの共同運

航により，前年度に比べ１３９万トン（０．９％）減少している。 

    「普通財産貸付」は２０５万㎡で，ポートアイランド（第２期）や摩耶地区への企業の進出に

より，前年度に比べ１５万㎡（８．１％）増加している。 
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  イ  港湾施設運営事業 

    「上屋使用」の一般使用は４，１１４万㎡，専用使用は１１万㎡で，一般使用では六甲アイラ

ンド地区等の増により，前年度に比べ２９万㎡（０．７％）増加している。 

    「ガントリークレーン使用」は８，２８６回で，ポートアイランド（第２期）で増があったも

のの，事業者の移転に伴う摩耶地区の休止により，前年度に比べ２，７２７回（２４．８％）減

少している。 

    「引船使用」は２３５隻で，前年度に比べ６隻（２．５％）減少している。 

    「船舶給水」は３２万㎥で，前年度に比べ２４千㎥（７．０％）減少している。 

 

の　　　比　　　較

隻 395 15.3 35 1.4

ト ン 5,129,744 17.7 4,921,128 20.4

隻 △ 2,549 △ 8.0 △ 7,073 △ 18.1

ト ン △ 4,044,847 △ 11.2 △ 2,030,439 △ 5.3

隻 △ 2,154 △ 6.2 △ 7,038 △ 16.9

ト ン 1,084,897 1.7 2,890,689 4.7

ト ン 96,818 24.7 △ 3,791 △ 1.0

一 般 ㎡ 2,887,126 7.3 △ 1,102,403 △ 2.7

専 占用 ㎡ 135,814 34.9 77,710 25.0

隻 △ 34 △ 38.2 8 9.9

ト ン △ 88,959 △ 41.9 48,114 29.3

台 △ 234,026 △ 2.7 662,813 8.3

ト ン △ 1,394,031 △ 0.9 △ 4,124,656 △ 2.5

㎡ 154,124 8.1 △ 2,461 △ 0.1

一 般 ㎡ 299,781 0.7 592,757 1.5

専 用 ㎡ 13 0.0 6,541 6.2

一 般 回 (４基)　 0 0 0.0 (４基) 0 0 0.0

専 用 基 0 0.0 0 0.0

回 (22基)　 8,286 △ 2,727 △ 24.8 (21基) 11,013 △ 260 △ 2.3

隻 △ 6 △ 2.5 △ 105 △ 30.3

㎥ △ 24,289 △ 7.0 △ 10,047 △ 2.8

人 △ 1 △ 0.7 0 0.0

人 △ 6 △ 10.9 △ 3 △ 5.2

人 △ 7 △ 3.4 △ 3 △ 1.4

1,897,782

55

208

2

241

348,294

153

40,844,158

111,493

388,918

89

212,337

8,650,105

163,011,387

34,638

65,050,515

392,594

39,736,030

235

324,005

152

49

2,051,906

41,143,939

111,506

2

55

123,378

8,416,079

161,617,356

　　　２　「ふ頭用地使用」及び「上屋使用」の一般は延べ使用面積，専占用は年度末現在の使用許可面積を表示し

2,973

34,166,031

29,511

32,484

31,969,381

66,135,412

489,412

42,623,156

524,732

職
員
数

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合　　　　　計 201

備考：１　「入港船舶」は，入港料の対象となった船舶のトン数を表示している。

普 通 財 産 貸 付

港
湾
施
設
運
営
事
業

上 屋 使 用

荷 役 機 械
使 用

ガントリークレーン使用

引 船 使 用

船 舶 給 水

　
　
　
　
　
港
　
湾
　
管
　
理
　
事
　
業

計

港 湾 幹 線 道 路 使 用

入 港 船 舶

岸 壁 使 用

物 揚 場 使 用

ふ 頭 用 地
使 用

対前年度
増　減

対前年度
増減率

対前年度
増　減

対前年度
増減率

実　　数

第　１　表　　　業　　　務　　　量　　　

事
業

項     目 単位

平　　成　　15　　年　　度

実　　数

（単位　比率：％）

　　　　　ている。

平　　成　　14　　年　　度

外 航船

内 航船

2,578

29,036,287

32,060

36,014,228

けい船浮標使用
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 ⑵ 港湾施設の整備 

ポートアイランド（第２期）事業では，多目的バースの整備を進めるとともに，引き続き，島内

道路等の整備を進めた。 

   ポートアイランド沖事業では，係留施設背後のふ頭用地の整備等を行った。 

   神戸港の活性化事業では，ポートアイランドコンテナバースを公共ふ頭として再開発を引き続き

推進した。 

また，新交通ポートアイランド線延伸事業を進め，臨港交通体系の整備を行った。 

更に，新港東ふ頭と主要道路を結ぶ新港東ふ頭連絡線の整備を進めた。 

 

２ 予算の執行状況 

 ⑴ 収 益 的 収 支        

   収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

   収益的収入は，予算額２１１億４，８００万円に対して決算額２０３億４，４５７万円で，執行

率は９６．２％となっている。これは主として，賃貸料,荷役機械使用料及びふ頭用地使用料が減少

したことによる。 

   収益的支出は，予算額２３０億６，７００万円に対して決算額２１８億８，２７４万円で，執行

率は９４．９％となっている。これは主として，業務費，減価償却費，支払利息及び企業債取扱諸

費が減少したことによる。 

(単位　金額：千円，比率：％）

金額(Ａ) 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 21,148,000 100.0 20,344,574 100.0 △ 803,426 96.2

(1) 17,561,000 83.0 17,364,530 85.4 △ 196,470 98.9

ア営 業 収 益 12,441,975 58.8 11,543,803 56.7 △ 898,172 92.8

イ営 業 外 収 益 5,119,025 24.2 4,762,814 23.4 △ 356,211 93.0

ウ特 別 利 益 － － 1,057,913 5.2 1,057,913 皆増

(2) 3,587,000 17.0 2,980,045 14.6 △ 606,955 83.1

ア営 業 収 益 3,474,314 16.4 2,847,350 14.0 △ 626,964 82.0

イ営 業 外 収 益 112,686 0.5 132,694 0.7 20,008 117.8

1 23,067,000 100.0 21,882,740 100.0 1,184,260 94.9

(1) 18,228,000 79.0 17,332,587 79.2 895,413 95.1

ア営 業 費 用 10,524,428 45.6 9,866,789 45.1 657,639 93.8

イ営 業 外 費 用 7,703,572 33.4 7,465,798 34.1 237,774 96.9

(2) 4,833,210 21.0 4,550,153 20.8 283,057 94.1

ア営 業 費 用 3,693,651 16.0 3,413,603 15.6 280,048 92.4

イ営 業 外 費 用 1,111,559 4.8 1,111,558 5.1 1 100.0

ウ特 別 損 失 28,000 0.1 24,992 0.1 3,008 89.3

(3) 5,790 0.0 － － 5,790 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

 執 行 率
 (B/A×
     100)

港 湾 管 理 事 業 費

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減
又 は 不 用 額

港湾施設運営事業費

予 備 費

収 益 的 収 入

港 湾 管 理 事 業 収 益

収 益 的 支 出

港湾施設運営事業収益
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 ⑵ 資 本 的 収 支        

   資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

   当年度の資本的収入の決算額は２８８億８，９７７万円で，翌年度繰越工事資金４億２，７２０

万円を除く当年度財源充当額は２８４億６，２５７万円である。これに対して資本的支出の決算額

は３４８億９，８２３万円で，その不足する額６４億３，５６５万円を，消費税資本的収支調整額

２，３８７万円，前年度繰越工事資金４億１，６００万円で補てんしているが，なお不足する５９

億９，５７８万円は借入金等で措置している。 

  ア 資 本 的 収 入        

    資本的収入は，予算額３８７億２，３８０万円に対して決算額２８８億８，９７７万円で，執

行率は７４．６％となっている。これは主として，基金繰入金等他会計繰入金が減少したこと及

び，権利金収入の減に伴い組入金が減少したことによる。 

    以下，各項目別に決算状況を述べる。 

    「企業債」は７２億９，１７５万円で，資本的収入の２５．２％を占めており，主な充当内訳

は，ポートアイランドコンテナバース再開発等の埋立費に５７億１，３２４万円，第８南防波堤

工事等に係る港湾直轄事業費負担金に５億９，１３２万円及び新交通ポートアイランド線延伸事

業等の港湾建設費に５億７，８０５万円となっている。 

    「他会計繰入金」は３９億７，１０６万円で，内訳は，港湾事業基金（以下「基金」という。）

からの繰入金３９億４，２８１万円及び基金からの借入金２，８２５万円である。 

    「他会計補助金」は６３億２，６８７万円で，主として企業債等償還金に係る一般会計補助金

である。 

    「国庫支出金」は７億２４０万円で，主として新交通ポートアイランド線延伸事業,ポートアイ

ランド（第２期）島内道路等の港湾建設費６億４９０万円である。 

    「財産収入」は２３億３，２０４万円で，六甲アイランド土地売却代等１２億５，３８２万円

及びポートアイランド（第２期）に係る新都市整備事業会計からの負担金収入５億４，９６０万

円等である。 

    「組入金」は１２億１，３７０万円で，賃貸料・ふ頭用地使用料６億９，７４５万円及び権利

金５億１，６２４万円を組み入れたものである。 

    「雑収入」は７０億５，１９３万円で，主な内訳は，財団法人神戸港埠頭公社（以下「公社」

という。）等からの貸付金返還金５６億３，３０７万円である。 

  イ 資 本 的 支 出        

    資本的支出は，予算額４４８億８，８００万円に対して決算額３４８億９，８２３万円で，執

行率は７７．７％となっている。 

    以下，主な項目について決算状況を述べる。 
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   (ｱ) 建 設 改 良 費        

     建設改良費は１３４億１，５１５万円で，資本的支出の３８．４％を占めている。     

「港湾建設費」は１２億３，０２０万円で，新交通ポートアイランド線延伸事業８億  

５，２００万円，ポートアイランド（第２期）島内道路整備１億６，８００万円等である。な

お，工程調整のため，埠頭保安設備整備等で３１億３，２８０万円を翌年度へ繰り越したため，

執行率は２８．１％となっている。 

     「港湾環境整備費」は４億１，３００万円で，主な内訳は，中突堤・高浜緑地等の工事請負

費２億４，００６万円及び大阪湾広域臨海環境整備センターへの工事委託料１億７，０００万

円である。なお，東部臨海部緑地整備で３，９００万円を翌年度へ繰り越したため，執行率は

９１．４％となっている。 

     「港湾直轄事業費負担金」は６億６，１０８万円で，第８南防波堤整備費である。なお， 

    ８９１万円の不用額を生じたため，執行率は９８．７％となっている。 

     「埋立費」は９９億３５９万円で，主な内訳は，ポートアイランド（第２期）事業３１億 

    ４，８２３万円，ポートアイランドコンテナバース再開発に係る港湾関連用地，ふ頭用地購入

等５６億６，２４７万円である。なお，埠頭保安設備整備等で３億２，０００万円を翌年度に

繰り越し，港湾関連用地等の購入やポートアイランド（第２期）事業等で１０億１，２９０万

円の不用額を生じたため，執行率は８８．１％となっている。 

     「荷役機械整備費」は，１億１，２００万円で，ポートアイランド（第２期）のクレーンレ

ールの整備費である。 

「土地等購入費」は４億２，３７０万円で，六甲アイランドライナーバースの購入費である。

「関連建設改良費」は５億６，７７９万円で，資本勘定支弁職員に係る人件費等である。 

   (ｲ) 投 資        

     投資は２６億６，５９８万円で，全額基金造成費である。なお，３０億６，６１０万円の不

用額を生じたため，執行率は４６．５％となっている。 

   (ｳ) 企業債等償還金 

企業債等償還金は１８８億１，７０９万円で，内訳は企業債の元金償還１７２億７，２５１ 

万円，権利金・保証金の返還２億２，３６０万円及び基金借入金の元金償還１２億９，７８５

万円である。権利金・保証金の返還の減等により２０億７，４４５万円の不用額を生じたため，

執行率は９０．１％となっている。 
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(単位　金額：千円，比率：％）

1 38,723,808 100.0 28,889,773 100.0 427,200 △ 9,834,035 74.6

(1) 9,731,000 25.1 7,291,754 25.2 － △ 2,439,246 74.9

(2) 7,198,699 18.6 3,971,061 13.7 105,000 △ 3,227,638 55.2

(3) 6,822,802 17.6 6,326,879 21.9 316,450 △ 495,923 92.7

(4) 2,391,000 6.2 702,400 2.4 － △ 1,688,600 29.4

(5) 1,379,724 3.6 2,332,041 8.1 － 952,317 169.0

(6) 4,101,657 10.6 1,213,701 4.2 － △ 2,887,956 29.6

(7) 7,098,926 18.3 7,051,937 24.4 5,750 △ 46,989 99.3

1 44,888,000 100.0 34,898,231 100.0 3,491,800 6,497,969 77.7

(1) 18,264,369 40.7 13,415,150 38.4 3,491,800 1,357,419 73.4

ア 4,383,000 9.8 1,230,200 3.5 3,132,800 20,000 28.1

イ 452,000 1.0 413,000 1.2 39,000 － 91.4

ウ 670,000 1.5 661,083 1.9 － 8,917 98.7

エ 11,236,500 25.0 9,903,596 28.4 320,000 1,012,904 88.1

オ 135,000 0.3 112,000 0.3 － 23,000 83.0

カ 379,165 0.8 103,777 0.3 － 275,388 27.4

キ 423,704 0.9 423,704 1.2 － 0 100.0

ク 585,000 1.3 567,790 1.6 － 17,210 97.1

(2) 5,732,089 12.8 2,665,988 7.6 － 3,066,101 46.5

ア 5,732,089 12.8 2,665,988 7.6 － 3,066,101 46.5

(3) 20,891,542 46.5 18,817,092 53.9 － 2,074,450 90.1

　備考：１　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　  ２　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

予　算　額 決　算　額 翌 年 度 繰 越
額 に 係 る
財 源 充 当 額
又 は 翌 年 度
繰 越 額

予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執行率
(B/A

× 100)金　額
（Ａ）

構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

構 成
比 率

資 本 的 収 入

企 業 債

項　　　　目

組 入 金

他 会 計 繰 入 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

企 業 債 等 償 還 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

港 湾 環 境 整 備 費

港 湾 直 轄 事 業 費 負 担 金

埋 立 費

関 連 建 設 改 良 費

基 金 造 成 費

港 湾 建 設 費

投 資

雑 収 入

其 他 建 設 改 良 費

土 地 等 購 入 費

荷 役 機 械 整 備 費

 

３ 経 営 成 績             

 ⑴ 損 益 状 況        

   損益状況の推移をみると，第４表のとおりである。 

   当年度は，収益１８９億７，６５４万円に対し費用２１５億７，１４９万円で，差引 

２５億９，４９５万円の経常損失となっている。これに特別損益を加減した当年度純損失は１５億

６，２０３万円であり，さらに，前年度からの繰越欠損金を加えた当年度未処理欠損金は４１０億

３，１０６万円となっている。 

なお，特別利益は土地売却益，特別損失はクレーンの売却に係る固定資産売却損である。 

 前年度と比べると，収益が３億６，００２万円（１．９％）減少し，費用が５億３，５２３万円

（２．４％）減少した結果，経常損失は１億７，５２１万円の収支改善となっている。営業収支比

率は１０７．５％，経常収支比率は８８．０％であり，前年度に比べ営業収支比率は０．２ポイン

ト上昇し，経常収支比率も０．５ポイント上昇している。 
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 ⑵ 収 益        

  ア 営 業 収 益        

    営業収益は１４０億８，８９０万円で，前年度に比べ１，１５２万円（０．１％）減少してい

る。 

    「使用料」は６４億４，６３５万円で，収益の３４．０％を占めている。ふ頭用地使用料や上

屋使用料を減額改定したことやクレーンの休止に伴う荷役機械使用料の減等により，前年度に比

べて５億１，３４２万円（７．４％）減少している。 

    「賃貸料」は５８億５，６０６万円で，収益の３０．９％を占めている。摩耶地区及び新港東

地区を今年度より計上したため前年度に比べ５億１，９１０万円（９．７％）増加している。 

    「その他収益」は１７億８，６４８万円で，入港料，水域占用料及び旅客施設使用料等であり，

ヨットハーバー使用料等の減により前年度に比べ１，７２０万円（１．０％）減少している。 

  イ 営 業 外 収 益        

    営業外収益は４８億８，７６３万円で，前年度に比べ３億４，８４９万円（６．７％）減少し

ている。 

    「受取利息及配当金」は１４億２，７９２万円で，主として公社等への貸付金利子であり，公

社への貸付残高の減少等により，前年度に比べ２億６７７万円（１２．６％）減少している。 

    「他会計補助金」は２３億５，３６４万円で，災害復旧債による取得固定資産の減価償却費や

支払利息等に係る一般会計補助金であり，支払利息の減により，前年度に比べ８，８５６万円 

（３．６％）減少している。 

    「その他収益」は１１億６０６万円で，企業債支払利息に係る新都市整備事業会計負担金等で

あり，前年度に比べ５，３１４万円（４．６％）減少している。 

 ⑶ 費 用        

  ア 営 業 費 用        

    営業費用は１３１億９９３万円で，前年度に比べ３，５８９万円（０．３％）減少している。 

    「運営経費」は４１億６０１万円で，修繕引当金を積み立てたことによる施設保繕費等の増が

あったものの，委託料の減や料金改定に伴う財務省納付金の減により，前年度に比べ５億２９７

万円（１０．９％）減少している。 

    「人件費」は１５億６，２７０万円で，損益勘定支弁職員に係る人件費であり，前年度に比べ

５，７４３万円（３．５％）減少している。 

    「減価償却費」は７４億３，１２５万円で，前年度に比べ５億１，４７５万円（７．４％）増

加している。 

  イ 営 業 外 費 用        

    営業外費用は８４億６，１５５万円で，前年度に比べ４億９，９３４万円（５．６％）減少し

ている。 
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    「支払利息及企業債取扱諸費」は８３億７，１５０万円で，企業債利息及び基金借入金利息等

であり，費用の３８．８％を占めており，前年度に比べ４億５，５９７万円（５．２％）減少し

ている。 

 

(A) 18,976,540 100.0 △ 360,021 △ 1.9 19,336,561 100.0 △ 1,651,563 △ 7.9

(a) 14,088,904 74.2 △ 11,528 △ 0.1 14,100,432 72.9 △ 543,780 △ 3.7

使 用 料 6,446,356 34.0 △ 513,428 △ 7.4 6,959,784 36.0 △ 1,462 0.0

賃 貸 料 5,856,060 30.9 519,100 9.7 5,336,960 27.6 △ 596,998 △ 10.1

そ の 他 収 益 1,786,488 9.4 △ 17,201 △ 1.0 1,803,689 9.3 54,682 3.1

4,887,637 25.8 △ 348,491 △ 6.7 5,236,128 27.1 △ 1,107,784 △ 17.5

受取利息及配当金 1,427,927 7.5 △ 206,778 △ 12.6 1,634,705 8.5 △ 210,099 △ 11.4

他 会 計 補 助 金 2,353,644 12.4 △ 88,568 △ 3.6 2,442,212 12.6 △ 84,795 △ 3.4

そ の 他 収 益 1,106,066 5.8 △ 53,145 △ 4.6 1,159,211 6.0 △ 812,891 △ 41.2

(B) 21,571,497 100.0 △ 535,231 △ 2.4 22,106,728 100.0 △ 1,792,340 △ 7.5

(b) 13,109,938 60.8 △ 35,890 △ 0.3 13,145,828 59.5 △ 1,378,424 △ 9.5

運 営 経 費 4,106,019 19.0 △ 502,974 △ 10.9 4,608,993 20.8 △ 208,845 △ 4.3

人 件 費 1,562,706 7.2 △ 57,431 △ 3.5 1,620,137 7.3 △ 982,387 △ 37.7

減 価 償 却 費 7,431,252 34.4 514,758 7.4 6,916,494 31.3 △ 100,631 △ 1.4

資 産 減 耗 費 9,961 0.0 9,757 4,782.8 204 0.0 △ 86,560 △ 99.8

8,461,559 39.2 △ 499,341 △ 5.6 8,960,900 40.5 △ 413,916 △ 4.4

支払利息及企業債
取 扱 諸 費

8,371,502 38.8 △ 455,975 △ 5.2 8,827,477 39.9 △ 460,233 △ 5.0

繰 延 勘 定 償 却 － － － － － － △ 34,125 皆減

雑 支 出 90,057 0.4 △ 43,366 △ 32.5 133,423 0.6 80,442 151.8

△ 2,594,956 － 175,212 － △ 2,770,168 － 140,776 －

1,057,913 － 1,057,913 皆増 － － △ 8,304 皆減

24,992 － △ 83,559 △ 77.0 108,551 － 108,551 皆増

△ 1,562,035 － 1,316,684 － △ 2,878,719 － 23,921 －

△ 39,469,028 － △ 2,878,719 － △ 36,590,309 － △ 2,902,640 －

△ 41,031,063 － △ 1,562,035 － △ 39,469,028 － △ 2,878,719 －

107.5 － 0.2 － 107.3 － 6.5 －

88.0 － 0.5 － 87.5 － △ 0.3 －

　　　２　営業外収益の「その他収益」は，国庫補助金，委託金，雑収益である。

備考：１　営業収益の「その他収益」は，入港料，港湾環境整備負担金，水域占用料，其他営業収益である。

金   額
対前年度
増減率

構成
比率

経 常 損 益 (C=A-B)

項     目

営 業 収 支 比 率 (a/b × 100)

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ） (G)

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 )(F+G)

対前年度
増　減

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

対前年度
増減率

金   額

収 益

営 業 収 益

特 別 利 益 (D)

特 別 損 失 (E)

営 業 外 収 益

第　４　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　　の　　　比　　　較　　　（そ　の　１）　　　

費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

構成
比率

平　　成　　15　　年　　度 平　　成　　14　　年　　度

対前年度
増　減

(単位　金額：千円，比率：％)
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 ⑷ 事業別損益状況 

   事業別に損益状況の推移をみると，第５表のとおりである。 

 「港湾管理事業」は，経常収益１６１億３，４０２万円に対して経常費用１７１億９２６万円で，

経常損失は９億７，５２３万円となっている。使用料が減少したものの，財務省納付金や支払利息

等が減少したため，前年度に比べ１億３，５５５万円の収支改善となっている。 

 土地の売却益１０億５，７９１万円の特別利益を計上し，当年度純利益は８，２６７万円となっ

ており，前年度に比べ１１億９，３４７万円の収支改善となっている。 

 「港湾施設運営事業」は，経常収益２８億４，２５１万円に対して経常費用４４億６，２２３万

円で，経常損失は１６億１，９７１万円となっている。減額改定による上屋使用料の減，休止によ

る荷役機械使用料の減等による収益の減少があったものの，補修工事等の減に伴い費用が減少した

ため，前年度に比べ３，９６５万円の収支改善となっている。 

 クレーンの売却損により２，４９９万円の特別損失を計上し，当年度純損失は１６億４，４７０

万円となっており，前年度に比べ１億２，３２１万円の収支改善となっている。 

   項　目

経 常 収 益 16,134,022 △ 219,006 △ 1.3 16,353,028 △ 1,594,673 △ 8.9

営 業 収 益 11,372,764 131,766 1.2 11,240,998 △ 508,793 △ 4.3

営業外収益 4,761,258 △ 350,773 △ 6.9 5,112,031 △ 1,085,879 △ 17.5

経 常 費 用 17,109,262 △ 354,564 △ 2.0 17,463,826 △ 1,356,032 △ 7.2

営 業 費 用 9,760,472 70,205 0.7 9,690,267 △ 1,035,990 △ 9.7

営業外費用 7,348,789 △ 424,770 △ 5.5 7,773,559 △ 320,041 △ 4.0

経 常 損 益 △ 975,239 135,558 － △ 1,110,797 △ 238,641 －

特 別 利 益 1,057,913 1,057,913 皆増 － △ 8,304 皆減

当年度純損益 82,674 1,193,471 － △ 1,110,797 △ 246,945 －

   項　目

経 常 収 益 2,842,518 △ 141,014 △ 4.7 2,983,532 △ 56,890 △ 1.9

営 業 収 益 2,716,140 △ 143,295 △ 5.0 2,859,435 △ 34,986 △ 1.2

営業外収益 126,378 2,281 1.8 124,097 △ 21,905 △ 15.0

経 常 費 用 4,462,235 △ 180,668 △ 3.9 4,642,903 △ 436,308 △ 8.6

営 業 費 用 3,349,465 △ 106,096 △ 3.1 3,455,561 △ 342,434 △ 9.0

営業外費用 1,112,770 △ 74,571 △ 6.3 1,187,341 △ 93,875 △ 7.3

経 常 損 益 △ 1,619,717 39,654 － △ 1,659,371 379,417 －

特 別 損 失 24,992 △ 83,559 △ 77.0 108,551 108,551 皆増

当年度純損益 △ 1,644,709 123,213 － △ 1,767,922 270,866 －

第　５　表　　　損　　益　　状　　況　　の　　比　　較　　（そ　の　２）

金    額

金    額

対前年度
増　　減

金    額

平　成　15　年　度 平　成　14　年　度

対前年度
増減率

対前年度
増減率

港 湾 管 理 事 業

港 湾 施 設 運 営 事 業

対前年度
増　　減

対前年度
増　　減

平　成　15　年　度 平　成　14　年　度

(単位　金額：千円，比率：％）

金    額

対前年度
増減率

対前年度
増減率

対前年度
増　　減
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４ 財 政 状 態        

  平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第６表のとおりである。 

  以下，主な項目について述べる。 

 ⑴ 資 産        

   資産総額は１兆６９８億６，１４７万円で，前年度末に比べ１６億９，３４４万円（０．２％）

増加している。 

  ア 固 定 資 産        

    固定資産は１兆６４９億８，２８３万円で，前年度末に比べ８億１，８８６万円（０．１％）

増加している。 

   (ｱ) 有形固定資産        

     有形固定資産は９，０３７億３，２５７万円で，前年度末に比べ７７億７，７５８万円 

（０．９％）増加している。 

     「土地」は１，７３１億９，１７３万円で，前年度末に比べ９１億９，１５４万円（５．６％）

増加している。これは売却により減少したものの，ポートアイランドコンテナバース再開発に

係る港湾関連用地等を取得したことや，東部臨海部地区緑地用地を寄附受納したことによる。 

「建物」は３８７億６，０６５万円で，前年度末に比べ８億９，２１９万円（２．３％）減

少している。これは，神戸港海員厚生会館を除却したことや，減価償却による減があったこと

による。 

     「構築物」は４，０８４億６，６０８万円で，前年度末に比べ３２億６，５４８万円（０．８％）

減少している。これは，中突堤・高浜緑地歩道橋等の増があったものの，減価償却等による減

があったことによる。 

「機械及び装置」は１２０億７，６３５万円で，前年度末に比べ５億８，７２２万円 

（４．６％）減少している。これは，減価償却による減及びガントリークレーンを売却したこ

とによる。 

     「建設仮勘定」は２，６５４億６，２６０万円で，前年度末に比べ３８億９，２７２万円 

（１．５％）増加している。これは，ポートアイランド港湾関連用地等９２億７，３０７万円

を本勘定へ振替えたものの，六甲アイランド南やポートアイランド（第２期）事業費等を新た

に計上したことにより１３１億６，５８０万円増加したことによる。 

  (ｲ) 無形固定資産        

無形固定資産は５７５億２，６９０万円で，前年度末に比べ４，７１２万円（０．１％）減

少している。これは，ポートアイランド（第２期）岸壁を施設利用権に振替えたものの，減価

償却による減があったことによる。 

   



 － 36 －

 (ｳ) 投 資        

投資は１，０３７億２，３３４万円で，前年度末に比べ６９億１，１５９万円（６．２％）

減少している。 

「長期貸付金」は７６５億２，６６８万円で，前年度末に比べ５６億３，３０７万円 

（６．９％）減少している。これは，公社等より返還があったことによる。 

「基金」は１５０億８３万円で，前年度末に比べ１２億７，６８２万円（７．８％）減少し

ている。これは，権利金収入等の組入金や基金収入等により２６億６，５９８万円の造成があ

ったものの，ポートアイランド（第２期）事業等に係る建設改良，権利金・保証金返還及び企

業債元金償還等で３９億４，２８１万円の取崩しを行ったことによる。 

  イ 流 動 資 産        

    流動資産は４８億７，８６４万円で，前年度末に比べ８億７，４５８万円（２１．８％）増加

している。これは主として，「未収金」は減少したものの，「現金預金」が増加したことによる。 

 ⑵ 負 債        

   負債総額は１８７億６，７６１万円で，前年度末に比べ１９億６，６９４万円（１１．７％）増

加している。 

  ア 固 定 負 債        

    固定負債は６２億２，５０９万円で，修繕引当金の取崩し等により前年度末に比べ９，００６

万円（１．４％）減少している。 

  イ 流 動 負 債        

    流動負債は１２５億４，２５２万円で，前年度末に比べ２０億５，７００万円（１９．６％）

増加している。これは主として，「未払金」の増加による。 

 ⑶ 資 本        

   資本総額は１兆５１０億９，３８５万円で，前年度末に比べ２億７，３４９万円（０．０％）減

少している。 

  ア 資 本 金        

    資本金は５,０９５億３，９３６万円で，前年度末に比べ４８億６，１７４万円（０．９％）減

少している。 

       「自己資本金」は１，１３６億４，７７４万円で，一般会計補助金を受け入れたことにより，

前年度末に比べ６３億２，６８７万円（５．９％）増加している。 

   「借入資本金」は３，９５８億９，１６１万円で，前年度末に比べ１１１億８，８６２万円 

（２．７％）減少している。これは，企業債の新規発行及び他会計からの新規借入により７３億 

５，５２５万円増加したものの，企業債及び他会計借入金の償還により１８５億４，３８７万円

減少したことによる。 
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  イ 剰 余 金        

    剰余金は５，４１５億５，４４９万円で，前年度末に比べ４５億８，８２４万円（０．９％）

増加している。 

   (ｱ) 資 本 剰 余 金          

資本剰余金は５，８２５億８，５５５万円で，前年度末に比べ６１億５，０２７万円 

（１．１％）増加している。 

     「国庫補助金」は２，７８８億７，３１１万円で，前年度末に比べ６億１，９８３万円 

（０．２％）増加している。これは主として，新交通ポートアイランド線延伸事業やポートア

イランド（第２期）島内道路整備等に係る国庫補助金を受け入れたことによる。 

「受贈財産評価額」は３６０億８，４３７万円で，前年度末に比べ３８億９，３０２万円 

（１２．１％）増加している。これは主として，東部臨海部地区緑地用地等の寄附及び無償譲

渡を受けたことによる。 

「工事負担金」は５９０億９１０万円で，前年度末に比べ１１億９，０１８万円（２．１％）

増加している。これは，新都市整備事業会計から六甲アイランド事業及びポートアイランド（第

２期）事業に係る負担金を受け入れたことによる。 

 「その他資本剰余金」は１，９３０億６，３２５万円で，前年度末に比べ４億８，２３２万

円（０．３％）増加している。これは，土地賃貸借契約解約に伴う権利金同等額等の支払いが

あったものの，賃貸料や権利金収入等の組入金や基金収入等を計上したことによる。 

   (ｲ) 欠 損 金        

欠損金は，当年度純損失１５億６，２０３万円と前年度繰越欠損金３９４億６，９０２万円

とを合わせ，当年度未処理欠損金は４１０億３，１０６万円となっている。 
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1,069,861,476 100.0 1,068,168,027 100.0 1,693,449 0.2

Ⅰ 1,064,982,830 99.5 1,064,163,964 99.6 818,866 0.1

1 903,732,577 84.5 895,954,988 83.9 7,777,589 0.9

(1) 173,191,737 16.2 164,000,196 15.4 9,191,541 5.6

(2) 38,760,659 3.6 39,652,851 3.7 △ 892,192 △ 2.3

(3) 3,413,762 0.3 3,737,890 0.3 △ 324,128 △ 8.7

(4) 408,466,088 38.2 411,731,573 38.5 △ 3,265,485 △ 0.8

(5) 12,076,359 1.1 12,663,584 1.2 △ 587,225 △ 4.6

(6) 24,506 0.0 33,237 0.0 △ 8,731 △ 26.3

(7) 499,272 0.0 611,158 0.1 △ 111,886 △ 18.3

(8) 1,837,586 0.2 1,954,617 0.2 △ 117,031 △ 6.0

(9) 265,462,609 24.8 261,569,881 24.5 3,892,728 1.5

２ 57,526,909 5.4 57,574,037 5.4 △ 47,128 △ 0.1

(1) 57,525,338 5.4 57,572,466 5.4 △ 47,128 △ 0.1

(2) 1,571 0.0 1,571 0.0 0 0.0

３ 103,723,344 9.7 110,634,939 10.4 △ 6,911,595 △ 6.2

(1) 3,337,750 0.3 3,337,750 0.3 0 0.0

(2) 8,848,900 0.8 8,848,900 0.8 0 0.0

(3) 76,526,681 7.2 82,159,754 7.7 △ 5,633,073 △ 6.9

(4) 15,000,838 1.4 16,277,660 1.5 △ 1,276,822 △ 7.8

(5) 9,175 0.0 10,875 0.0 △ 1,700 △ 15.6

Ⅱ 4,878,647 0.5 4,004,063 0.4 874,584 21.8

１ 2,860,164 0.3 874,938 0.1 1,985,226 226.9

２ 2,017,484 0.2 3,128,066 0.3 △ 1,110,582 △ 35.5

３ 999 0.0 1,059 0.0 △ 60 △ 5.7

1,069,861,476 100.0 1,068,168,027 100.0 1,693,449 0.2

18,767,619 1.8 16,800,671 1.6 1,966,948 11.7

Ⅰ 6,225,095 0.6 6,315,157 0.6 △ 90,062 △ 1.4

1 54,960 0.0 81,458 0.0 △ 26,498 △ 32.5

２ 4,343,442 0.4 4,407,005 0.4 △ 63,563 △ 1.4

(1) 4,073,375 0.4 4,136,939 0.4 △ 63,564 △ 1.5

(2) 270,066 0.0 270,066 0.0 0 0.0

３ 1,826,694 0.2 1,826,694 0.2 0 0.0

Ⅱ 12,542,523 1.2 10,485,514 1.0 2,057,009 19.6

１ 10,253,630 1.0 8,595,717 0.8 1,657,913 19.3

２ 7,637 0.0 － － 7,637 皆増

３ 2,281,256 0.2 1,889,797 0.2 391,459 20.7

1,051,093,858 98.2 1,051,367,355 98.4 △ 273,497 0.0

Ⅰ 509,539,365 47.6 514,401,107 48.2 △ 4,861,742 △ 0.9

１ 113,647,746 10.6 107,320,867 10.0 6,326,879 5.9

２ 395,891,619 37.0 407,080,240 38.1 △ 11,188,621 △ 2.7

(1) 382,263,824 35.7 392,182,839 36.7 △ 9,919,015 △ 2.5

(2) 13,627,795 1.3 14,897,401 1.4 △ 1,269,606 △ 8.5

Ⅱ 541,554,493 50.6 536,966,248 50.3 4,588,245 0.9

１ 582,585,556 54.5 576,435,277 54.0 6,150,279 1.1

(1) 2,668,566 0.2 2,668,566 0.2 0 0.0

(2) 278,873,114 26.1 278,253,276 26.0 619,838 0.2

(3) 36,084,373 3.4 32,191,347 3.0 3,893,026 12.1

(4) 59,009,100 5.5 57,818,917 5.4 1,190,183 2.1

(5) 12,887,147 1.2 12,922,238 1.2 △ 35,091 △ 0.3

(6) 193,063,257 18.0 192,580,933 18.0 482,324 0.3

２ △ 41,031,063 △ 3.8 △ 39,469,028 △ 3.7 △ 1,562,035 －

(△1,562,035) － (△2,878,719) － (1,316,684) －

備考：１　有形固定資産の減価償却累計額は，61,734,155千円である。

　　　２　控除対象外消費税額は，資産に計上している。

前 受 金

前 払 費 用

欠 損 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

再 評 価 積 立 金

国 庫 補 助 金

預 り 金

資 本

資 本 金

第　６　表　　　港　　湾　　事　　業　　会　　計　　比　　較　　貸　　借　　対　　照　　表

(単位  金額:千円，比率:％）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

金　　額
（Ｂ）

構成
比率

資 産

固 定 資 産

対前年度
増減率

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

平成14年度末平成15年度末

構 築 物

機 械 及 装 置

車 両 及 運 搬 具

有 形 固 定 資 産

土 地

投 資

科        目

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

建 物

建 物 附 属 設 備

船 舶

工 具 器 具 及 備 品

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

企 業 債

他 会 計 借 入 金

そ の 他 投 資

基 金

出 資 金

引 当 金

修 繕 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

現 金 預 金

流 動 資 産

未 収 金

（うち当年度純損失）

負 債

負 債 及 び 資 本

企 業 債

固 定 負 債

剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 固 定 負 債

流 動 負 債

未 払 金
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⑷ キャッシュ・フローの状況 

  当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第７表のとおりである。 

  営業活動において，減価償却費及び未払金の増等により，７９億６，９８１万円のキャッシュを

生み出し，財務活動において，企業債の発行及び他会計補助金等によりキャッシュを調達したが，

企業債の償還などに充てたため，差し引き３２億５，８４８万円のキャッシュを使用した。また，

投資活動において，建設改良費などに２７億２，６１０万円のキャッシュを使用した。 

  この結果，平成１５年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ１９億８，５２２万円増加し，

２８億６，０１６万円となっている。 

(単位　金額：千円） 　

Ⅰ 7,969,815 5,286,673 2,683,142

　当 年 度 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） △ 1,562,035 △ 2,878,719

　減 価 償 却 費 7,431,252 6,916,494

固 定 資 産 除 却 損 （ 減 耗 ） 9,581 204

企 業 債 発 行 差 金 4,491 18,145

固 定 資 産 売 却 益 ( 特 別 利 益 ） △ 1,042,554 0

固 定 資 産 売 却 損 ( 特 別 損 失 ） 24,992 108,551

未 収 金 の 増 減 1,110,582 △ 872,367

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 60 7,306

修 繕 引 当 金 の 増 減 △ 63,564 △ 129,069

未 払 金 の 増 減 1,657,913 1,859,279

そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 399,096 256,849

Ⅱ △ 2,726,100 △ 10,562,730 7,836,630

　建 設 改 良 費 △ 13,415,150 △ 18,777,052

投 資 △ 2,665,988 △ 5,109,459

他 会 計 繰 入 金 3,971,061 5,197,221

　財 産 収 入 2,332,041 1,311,340

　雑 収 入 7,051,937 6,815,220

Ⅲ △ 3,258,489 3,901,743 △ 7,160,232

企 業 債 収 入 7,291,754 12,793,638

他 会 計 補 助 金 6,326,879 4,540,944

国 庫 支 出 金 702,400 520,000

組 入 金 1,213,701 2,017,075

企 業 債 等 償 還 金 △ 18,817,092 △ 16,027,667

　消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 23,870 57,754

Ⅳ 1,985,227 △ 1,374,314 3,359,541

Ⅴ 874,938 2,249,252 △ 1,374,314

Ⅵ 2,860,164 874,938 1,985,226

備考：１　本表は間接法により作成している。

  　雑収入については，その主たる内容によって区分している。

　　　３　未収金の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞれの資産の減少

　 　　を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

現 金 預 金 期 首 残 高

現 金 預 金 期 末 残 高

　　　２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

営業活動に係るキャッシュ・フロー

投資活動に係るキャッシュ・フロー

財務活動に係るキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

第　７　表　　　キ　ャ　ッ　シ　ュ ・ フ　ロ　ー　計　算　書

項　　　　目 平成15年度 平成14年度 対前年度増減
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５ ま と め        

 業務面では，人・物・情報が集まる総合的な交流拠点として２１世紀の国際港湾という役割を持続

するため，ポートアイランドで既設コンテナバースの再開発を行うとともに，東部臨海部地区ではハ

ーバーウォーク等の整備を行い，ウォーターフロントの創造に取り組んだ。 

ソフト面でも神戸港の活性化を図り，競争力を更に強化するため，スーパー中枢港湾の実現に向け

て取組みを進めるとともに，ポートセールスの強化や企業誘致を推進し，更に，神戸港ＩＴ調査研究

会を開催するなど，神戸港の情報化においても，港湾物流情報プラットフォームの推進・具体化に向

けた取り組みを行った。     
平成１５年の入港船舶数は前年に比べ０．８％減少，総取扱貨物量は前年に比べ０．２％増加して

いる状況であるが，国内外の港間競争の激化や日本経済の長引く不況により，平成６年との比較では，

それぞれ４６．６％，４６．１％となり，震災前の半分以下の水準になっている。 

経営面では，当年度純損失は１５億円で，前年度に比べ１３億円の収支改善となっている。これは

主として，運営経費や支払利息の減等による費用の減少額が，受取利息の減及び使用料の減額改定の

実施等による収益の減少額を上回ったことと土地売却に伴う特別利益による。 

しかし，前年度からの繰越欠損金３９４億６千万円と合わせた当年度未処理欠損金は４１０億３千

万円にのぼり，資金面でも８０億９千万円の不良債務を生じ，経営状況はますます厳しさを増してい

る。 

 今後，不良債務の拡大を防ぐために，スーパー中枢港湾の指定を受けたことを活用して船舶，貨物

の誘致を進めるとともに，土地処分の推進等による収入の増加に力を注ぎ，併せて個別事業ごとに事

業内容に則した経費削減方法を検討し，具体化するなど，収支の均衡に向けて最大限の努力を払い，

更なる経営効率化及び経営改善に取り組まれるよう希望する。 

参考資料　 経　　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 99.54 99.63 99.58

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 61.24 60.32 60.22

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 102.04 102.05 101.92

(4) 流 動 比 率 38.90 38.19 53.93

(5) 現 金 預 金 比 率 22.80 8.34 26.87

(6) 負 債 比 率 61.21 63.48 63.56

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 △ 0.15 △ 0.27 △ 0.27

(8) 自 己 資 本 利 益 率 △ 0.24 △ 0.45 △ 0.46

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 6.95 6.77 0.82

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.02 0.02 0.02

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.03 0.03 0.04

(12) 企業債償還額対償還財源比率 294.29 319.43 274.84

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。  
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新 都 市 整 備 事 業 会 計               

 

１ 業 務 実 績        

 ⑴ 業務量の推移        

   業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

   当年度の買収面積は４万５千㎡で，前年度に比べ８万３千㎡減少している。これは，「西神住宅第

２団地」の拡張区域における買収面積が減少したことによる。 

   また，当年度の造成面積は９４万１千㎡で，前年度に比べ６万７千㎡増加している。これは，宅

地での造成面積が減少したものの，埋立地及び産業団地での造成面積が増加したことによる。 

   当年度の売却契約面積は１２万３千㎡，売却契約金額は１７６億円で，前年度に比べ面積は１４

万３千㎡減少し，金額は３１億５千万円減少している。 

 

(単位　比率：％）

単位

千㎡ 45 △ 83 △ 64.8 128 △ 402 △ 75.8

千㎡ 941 67 7.7 874 306 53.9

面 積 千㎡ 123 △ 143 △ 53.8 266 203 322.2

金 額 百万円 17,603 △ 3,153 △ 15.2 20,756 11,956 135.9

人 177 △ 4 △ 2.2 181 △ 1 △ 0.5

損益勘定支弁職員 人 45 0 0.0 45 6 15.4

資本勘定支弁職員 人 132 △ 4 △ 2.9 136 △ 7 △ 4.9

　　あげており，割賦基準面積及び収入とは異なる。

備考：　売却契約は土地売却収益に係るもので，契約年度に契約面積及び契約金額の全体を

買 収 面 積

造 成 面 積

売 却 契 約

職 員 数

対前年度
増 減 率

第　１　表　　　業　　務　　量　　の　　比　　較 

項　　　目

平　成　15　年　度 平　成　14　年　度

実　　数
対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

実　　数
対前年度
増  　減

 

 

 ⑵ 用地買収及び土地造成 

   用地買収及び土地造成の状況をみると，第２表のとおりである。 

  ア 埋  立  地 

    「ポートアイランド（第２期）」では１万１千㎡を造成し，当年度末の造成済面積は３８７万㎡

（進捗率９９．２％）となっている。「ポートアイランド沖」では埋立工事を進め，６６万３千㎡

を造成した。 

  イ 宅 地        

    「西神住宅第２団地」は，当年度４万５千㎡を買収し，当年度末の買収済面積は４１３万８千

㎡（進捗率９９．８％）となっている。また，４万４千㎡を造成し，当年度末の造成済面積は 

   ２３１万７千㎡（進捗率５５．９％）となっている。 
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  ウ 産 業 団 地        

「神戸複合産業団地」は，当年度２２万３千㎡を造成し，当年度末の造成済面積は８８万１千

㎡（進捗率３２．６％）となっている。 

 

全　体 計　画 平成14 平成15 計 進捗率 平成14 平成15 計 進捗率

計　画 年　度 年　度 年　度 年　度

面　積 人　口 ま　で ま　で

（A) (B) (C) (D=B+C) (D/A×100) (E) (F) (G=E+F) (G/A×100)

6,620 30,000 － － － － － 4,238 674 4,912 74.2

ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ (第２期） 3,900 － S61～H17 － － － － 3,859 11 3,870 99.2

ポートアイランド沖 2,720 － H11～H18 － － － － 379 663 1,042 38.3

14,452 119,100 － 14,396 45 14,441 99.9 11,752 44 11,796 81.6

西 神 住 宅 団 地 6,342 61,000 S46～H16 6,339 － 6,339 * 100.0 5,765 － 5,765 90.9

西 神 住 宅 第 ２ 団 地 4,145 31,000 S55～H19 4,093 45 4,138 99.8 2,273 44 2,317 55.9

神 戸 研 究 学 園 都 市 3,032 20,000 S55～H16 3,032 － 3,032 100.0 2,994 － 2,994 98.7

ひよどり台第２期住宅団地 283 2,000 S55～H20 283 － 283 100.0 80 － 80 28.3

押 部 谷 第 ２ 団 地 650 5,100 S52～H17 650 － 650 * 100.0 640 － 640 98.5

3,830 － － 3,828 － 3,828 99.9 1,621 223 1,844 48.1

神 戸 複 合 産 業 団 地 2,700 － H 3～H19 2,698 － 2,698 99.9 658 223 881 32.6

神 戸 流 通 業 務 団 地 1,130 － S50～H16 1,130 － 1,130 100.0 963 － 963 85.2

24,902 149,100 － 18,224 45 18,269 － 17,611 941 18,552 －

備考： 買収面積及び造成面積の進捗率は百分率で表示し，小数点以下第２位を四捨五入している。従って進捗率が100.0％

     であっても，＊を付したものは全体計画面積に対する執行の完了を意味しない。

埋 立 地

宅 地

産 業 団 地

合　　　　計

第　２　表　　用地買収及び土地造成の状況

(単位　面積：千㎡，人口：人，比率：％）

項　　　　目

買　収　面　積 造　成　面　積

事 業

年 度

 

⑶ 土地の売却状況 

   土地の売却状況をみると，第３表のとおりである。 

  ア 埋 立 地        

「ポートアイランド（第２期）」は，当年度９千㎡（５件），２９億４，０２８万円の売却契

約を締結し，当年度末の売却契約済面積は１３万１千㎡（売却率６．９％）となっている。 

「ポートアイランド沖」は，当年度１万１千㎡（１件），２９億７，０００万円の売却契約を

締結した（売却率８．８％）。 

  イ 宅 地        

    「西神住宅団地」は，当年度２万８千㎡（２２件），３５億５，３７４万円の売却契約を締結し，

当年度末の売却契約済面積は３７３万７千㎡（売却率９１．４％）となっている。 

    「西神住宅第２団地（サイエンスパークを含む「ウ産業団地」参照）」は，当年度６万１千㎡ 

（３１件），６５億６，９６１万円の売却契約を締結し，当年度末の売却契約済面積は１１６万㎡

（売却率５１．８％）となっている。 
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    「神戸研究学園都市」は，当年度７千㎡（２１件），１０億６，５４３万円の売却契約を締結し，

当年度末の売却契約済面積は１６６万２千㎡（売却率８８．９％）となっている。 

    「ひよどり台第２期住宅団地」は，当年度より住宅用地の処分を開始し６千㎡（２件），４億 

２，７７０万円の売却契約を締結し，当年度末の売却契約済面積は７千㎡（売却率５．８％）と

なっている。 

  ウ 産 業 団 地 

    「西神住宅第２団地」内のサイエンスパークにおいて，当年度３万４千㎡（２件），３４億 

５，１１０万円の売却契約を締結した。 

「神戸複合産業団地」は，当年度１千㎡（１件），７，６５５万円の売却契約を締結し，当年度

末の売却契約済面積は２５万２千㎡（売却率１４．６％）となっている。 

  エ そ の 他 

    土地の売却に加えて，「新たなインセンティブ策」による賃貸として，「ポートアイランド（第

２期）」において８千㎡（３件），「神戸複合産業団地」において４万２千㎡（４件）の契約を

締結した。 

売 却 平成14年度 売 却 売 却 率

可 能 ま で の 契 約 済

面 積 契 約 済 面積 件数 金　額 面 積

（計画） 面 積 平成15年度平成16年度

(A) (B) (C) 収 入以 降 収 入 (D=B+C) (D/A×100)

7,054 2,259 20 6 5,910,286 4,339,344 1,570,942 2,279 32.3

ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ
( 第 2 期 )

1,902 122 9 5 2,940,286 1,369,344 1,570,942 131 6.9

ポートアイランド沖 2,362 196 11 1 2,970,000 2,970,000 － 207 8.8

六 甲 ア イ ラ ン ド 2,790 1,941 － － － － － 1,941 69.6

8,645 6,722 102 76 11,616,482 8,325,525 3,290,957 6,824 78.9

西 神 住 宅 団 地 4,089 3,709 28 22 3,553,741 2,052,444 1,501,297 3,737 91.4

西神住宅第２団地 2,240 1,099 61 31 6,569,611 5,336,274 1,233,338 1,160 51.8

神戸研究学園都市 1,870 1,655 7 21 1,065,430 894,037 171,393 1,662 88.9

ひよどり台第２期住宅
団 地

120 1 6 2 427,700 42,770 384,930 7 5.8

押 部 谷 第 ２ 団 地 326 258 － － － － － 258 79.1

2,347 840 1 1 76,555 76,555 － 841 35.8

神戸複合産業団地 1,729 251 1 1 76,555 76,555 － 252 14.6

神戸流通業務団地 618 589 － － － － － 589 95.3

18,046 9,821 123 83 17,603,323 12,741,423 4,861,899 9,944 55.1

第　３　表　　土　地　の　売　却　状　況

項　　　　目

当　年　度　売　却　契　約

左　の　内　訳

合　　　　計

（単位　面積：千㎡，金額：千円，比率：％）

　　　42千㎡がある

備考：上記以外に新たなインセンティブ策による賃貸として，ポートアイランド(第２期)　8千㎡，神戸複合産業団地  

埋 立 地

宅 地

産 業 団 地
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２ 予算の執行状況 

 ⑴ 収 益 的 収 支        

   収益的収支の執行状況をみると，第４表のとおりである。 

   収益的収入は，予算額２７８億３００万円に対して，決算額２３６億２，４７３万円で，執行率

は８５．０％となっている。これは主として，土地売却収益が予定を下回ったことによるものであ

る。 

   収益的支出は，予算額２６１億２，２００万円に対して，決算額２１２億３，０９７万円で，執 

  行率は８１．３％となっている。これは主として，土地売却収益が予定を下回ったことに伴い 

  土地売却原価が減少したことによるものである。 

 

(単位　金額：千円，比率：％）

金額(Ａ) 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 27,803,000 100.0 23,624,732 100.0 △ 4,178,268 85.0

(1) 25,288,000 91.0 20,582,793 87.1 △ 4,705,207 81.4

(2) 2,515,000 9.0 3,041,939 12.9 526,939 121.0

1 26,122,000 100.0 21,230,978 100.0 4,891,022 81.3

(1) 25,885,000 99.1 21,160,598 99.7 4,724,402 81.7

(2) 168,000 0.6 70,380 0.3 97,620 41.9

(3) 69,000 0.3 － － 69,000 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

新 都 市 整 備 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

新 都 市 整 備 事 業 費

第　４　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
（ B/A ×

100)

 

 ⑵ 資 本 的 収 支            

   資本的収支の執行状況をみると，第５表のとおりである。 

   当年度の資本的収入の決算額は３９２億７，１３７万円で，これに対し，資本的支出の決算額は 

５４６億９，６４１万円となっている。資本的収入額（翌年度へ繰り越される支出の財源に充当す

る額４億８，４６３万円を除く）が資本的支出額（前年度繰越工事費のうち，１４年度中に収入し 

た額８億４，６６６万円を除く）に不足する額１５０億６，３００万円は，損益勘定留保資金 

１３７億１，１９７万円及び減債積立金１３億５，１０３万円で補てんしている。 

  ア 資 本 的 収 入        

    資本的収入は，予算額４３６億９，９４６万円に対して，決算額３９２億７，１３７万円で，

執行率は８９．９％となっている。これは主として，建設改良費に不用額を生じ企業債収入が減   

少したことによる。 
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以下，各項目別に決算状況を述べる。 

    「企業債」は３１７億５，３８３万円で，主として「ポートアイランド沖」及び「神戸複合産

業団地事業」に係るものである。 

    「財産収入」は１億７，２７１万円で，新都市整備事業基金運用益である。 

    「受託工事収入」は１９億４，３５３万円で，主として住宅団地及び産業団地とその周辺の河

川，街路及び下水道等の公共事業工事を受託したものである。 

    「雑収入」は５４億１２９万円で，その内訳は有償移管代金，貸地料及び建設残土処分料等の

雑入５１億１，０２９万円並びに株式会社神戸ニュータウン開発センター（以下「開発センター」

という。）からの貸付金返還金２億９，１００万円となっている。 

  イ 資 本 的 支 出            

    資本的支出は，予算額６４５億６，７００万円に対して，決算額５４６億９，６４１万円で，

執行率は８４．７％となっている。 

    以下，主な項目別に決算状況を述べる。 

   (ｱ) 建 設 改 良 費            

     建設改良費は５０１億５，１１３万円で，資本的支出の９１．７％を占めている。翌年度へ 

    の繰越額１１億２００万円及び不用額７７億３，６８６万円を生じたため，執行率は 

    ８５．０％となっている。 

    ａ 土地造成事業費 

      「ポートアイランド（第２期）事業費」は３６億９，５４６万円で，主な内訳は港湾事業

等の負担金及び分担金２３億５，３５６万円，下水道等の附帯工事費４億３，２２８万円及

び道路費４億１，７５１万円である。なお，工程調整により翌年度繰越額４，０００万円等

を生じたため，執行率は９４．５％となっている。 

      「ポートアイランド沖事業費」は２２２億６，０８１万円で，主な内訳は埋立費１４３億

１，１８３万円及び橋梁費６０億７，３４１万円である。なお，工程調整により翌年度繰越

額４億８，５００万円及び整備時期の変更等により不用額１７億６，０１８万円を生じたた

め，執行率は９０．８％となっている。 

「西神住宅団地事業費」は７億５７２万円で，主な内訳は宅地造成費２億７，６３６万円，

公園緑地費１億１，５１７万円及び上下水道の附帯工事費１億８１１万円である。なお，整

備時期の変更等により不用額３億３２７万円を生じたため，執行率は６９．９％となってい

る。 

      「西神住宅第２団地事業費」は４９億９，２４９万円で，主な内訳は公園緑地費１１億 

９，７３６万円，宅地造成費９億２，４３５万円及び道路費５億７，９４９万円である。な

お，工程調整により翌年度繰越額２億２，７００万円及び整備時期の変更等により不用額 
２１億４５０万円を生じたため，執行率は６８．２％となっている。 
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      「神戸複合産業団地事業費」は７４億９，０５４万円で，主な内訳は宅地造成費５８億 

２，０８６万円である。なお，工程調整により翌年度繰越額１，６００万円及び整備時期

の変更等により不用額１６億３，２４５万円を生じたため，執行率は８２．０％となって

いる。 

    ｂ 関 連 事 業 費        

      関連事業費は，各事業に係る共通経費で９６億１，８８８万円となっている。 

      「職員費」は１４億４，４６８万円で，資本勘定支弁職員に係る人件費等である。 

      「建設利息及企業債取扱諸費」は５６億８，９９７万円で，企業債に係る支払利息及び取 

     扱諸費である。 

      「宅地関連公共施設等整備費」は２４億２，６４６万円で，各団地に共通して必要な公共

施設の整備費等で，道路移管負担金及び明石川改修等である。なお，工程調整により翌年度

繰越額６，４００万円等を生じたため，執行率は９１.４％となっている。 

「返還土地」は５，５２８万円で解約による土地の買戻し等に係る経費等である。 

    ｃ 完成土地整備費 

 完成土地整備費３億５，９３３万円は事業完了地区における改良費及び維持費等で，主な

内訳はポートアイランド整備１億２，２７６万円及び須磨名谷地区整備１億６５７万円であ 

る。なお，工程調整により翌年度繰越額５，０００万円及び工事執行の減等により不用額 

３億９，０６６万円を生じたため，執行率は４４．９％となっている。 

   (ｲ) 投 資        

     投資は１７億４，０３８万円で，主な内訳は基金造成費３，１４６万円，開発センター等へ

の長期貸付金４億４，３００万円及び空港整備事業会計への他会計貸付金１２億６，５９１万

円である。 

   (ｳ) 企業債償還金        

     企業債償還金は２８億４８９万円である。 
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(単位　金額：千円，比率：％）

1 43,699,460 100.0 39,271,378 100.0 484,636 △ 4,428,082 89.9

(1) 36,000,000 82.4 31,753,835 80.9 484,636 △ 4,246,165 88.2

(2) 741,000 1.7 172,710 0.4 － △ 568,290 23.3

(3) 1,860,460 4.3 1,943,539 4.9 － 83,079 104.5

(4) 5,098,000 11.7 5,401,295 13.8 － 303,295 105.9

1 64,567,000 100.0 54,696,412 100.0 1,102,000 8,768,588 84.7

(1) 58,990,000 91.4 50,151,135 91.7 1,102,000 7,736,865 85.0

ア 47,257,000 73.2 40,172,916 73.4 988,000 6,096,084 85.0

(ｱ) ﾎﾟｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ(第2期)事業費 3,912,000 6.1 3,695,463 6.8 40,000 176,537 94.5

(ｲ) ﾎ ﾟ ｰ ﾄ ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ 沖 事 業 費 24,506,000 38.0 22,260,816 40.7 485,000 1,760,184 90.8

(ｳ) 六 甲 ｱ ｲ ﾗ ﾝ ﾄ ﾞ 事 業 費 547,000 0.8 552,431 1.0 － △ 5,431 101.0

(ｴ) 西 神 住 宅 団 地 事 業 費 1,009,000 1.6 705,722 1.3 － 303,278 69.9

(ｵ) 西 神 住 宅 第 2 団 地 事 業 費 7,324,000 11.3 4,992,497 9.1 227,000 2,104,503 68.2

(ｶ) 神 戸 研 究 学 園 都 市 事 業 費 139,000 0.2 80,911 0.1 － 58,089 58.2

(ｷ) ひよどり台第2期住宅団地事業費 609,000 0.9 376,208 0.7 220,000 12,792 61.8

(ｸ) 押 部 谷 第 2 団 地 事 業 費 13,000 0.0 1,865 0.0 － 11,135 14.3

(ｹ) 神 戸 複 合 産 業 団 地 事 業 費 9,139,000 14.2 7,490,541 13.7 16,000 1,632,459 82.0

(ｺ) 神 戸 流 通 業 務 団 地 事 業 費 59,000 0.1 16,461 0.0 － 42,539 27.9

イ 10,933,000 16.9 9,618,888 17.6 64,000 1,250,112 88.0

(ｱ) 職 員 費 1,472,000 2.3 1,444,685 2.6 － 27,315 98.1

(ｲ) 建設利息及企業債取扱諸費 6,702,000 10.4 5,689,976 10.4 － 1,012,024 84.9

(ｳ) 宅地関連公共施設等整備費 2,655,000 4.1 2,426,468 4.4 64,000 164,532 91.4

(ｴ) 返 還 土 地 100,000 0.2 55,281 0.1 － 44,719 55.3

(ｵ) そ の 他 雑 支 出 4,000 0.0 2,478 0.0 － 1,522 62.0

ウ 800,000 1.2 359,332 0.7 50,000 390,668 44.9

(2) 2,672,000 4.1 1,740,384 3.2 － 931,616 65.1

ア 571,000 0.9 31,469 0.1 － 539,531 5.5

イ 443,000 0.7 443,000 0.8 － 0 100.0

ウ 1,658,000 2.6 1,265,915 2.3 － 392,085 76.4

(3) 2,805,000 4.3 2,804,893 5.1 － 107 100.0

(4) 100,000 0.2 － － － 100,000 －

　備考：１　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　  ２　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

土 地 造 成 事 業 費

関 連 事 業 費

完 成 土 地 整 備 費

予 備 費

投 資

基 金 造 成 費

企 業 債 償 還 金

長 期 貸 付 金

他 会 計 貸 付 金

受 託 工 事 収 入

雑 収 入

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

構 成
比 率

資 本 的 収 入

企 業 債

財 産 収 入

第　５　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　　目

予　算　額 決　算　額 翌年度繰越
額 に 係 る
財源充当額
又は翌年度
繰 越 額

予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)金　額

（Ａ）
構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

 

３ 経 営 成 績 

 ⑴ 損 益 状 況 

   損益状況の推移をみると，第６表のとおりである。 

   当年度は，収益２３３億３，０８０万円に対し費用２０８億９，２２６万円で，差引２４億 

  ３，８５３万円の経常利益となっている。これに前年度繰越利益剰余金を加えた当年度未処分利益

剰余金は２４億３，８８５万円となっている。 
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前年度と比べると，収益が１３億７，９７１万円（５．６％）減少し，費用が１２億 

２，１６４万円（５．５％）減少した結果，経常利益は１億５，８０６万円（６．１％）減少して

いる。 

   営業収支比率は前年度に比べ０．４ポイント上昇し９７．３％となっているが，経常収支比率は

前年度と同率で１１１．７％となっている。 

 ⑵ 収     益 

  ア 営 業 収 益 

    営業収益は２０３億９８３万円で，前年度に比べ１１億５１５万円（５．２％）減少している。 

    「土地売却収益」は１４８億５，０６９万円で，収益の６３．７％を占めている。その主な内

訳は，「西神住宅第２団地」５６億７，８１６万円，「西神住宅団地」３２億３，８６０万円，「ポ

ートアイランド沖」２９億７，０００万円，「神戸研究学園都市」１４億４，０３４万円及び「ポ

ートアイランド（第２期）」１３億９，０７４万円であり，前年度に比べ４９億５，４９５万円 

（２５．０％）減少している。 

    「受託工事収益」は５４億５，９１４万円で，地盤改良工事及びエプロン舗装工事等を受託し

たものであり，前年度に比べ３８億４，９７９万円（２３９．２％）増加している。 

  イ 営 業 外 収 益        

    営業外収益は３０億２，０９６万円で，前年度に比べ２億７，４５５万円（８．３％）減少し

ている。 

    「受取利息及配当金」１億３，０７２万円は，長期貸付金の利息及び資金運用に伴う預金利息 

   である。 

    「雑収益」２８億９，０２４万円は，貸地料及び未利用地等の土地売却益等であり，土地売却

の減等により，前年度に比べ２億７，９７８万円（８．８％）減少している。 

 ⑶ 費     用 

  ア 営 業 費 用 

    営業費用は２０８億７，７３１万円で，前年度に比べ１２億２，０９３万円（５．５％）減少

している。 

    「土地売却原価」１４５億８１２万円は，当年度土地売却収益に計上した土地に係る売却   

原価を計上するものであり，費用の６９．４％を占めている。土地売却収益が減少したことに伴

い前年度に比べ４９億９，２９２万円（２５．６％）減少している。 

    「受託工事費」５４億６，００４万円は，受託工事収益に対応するものであり，前年度に比べ

３８億４，９７６万円（２３９．１％）増加している。 

    「一般管理費」８億７，７１６万円は，損益勘定支弁職員に係る人件費及び宅地等の販売に係 

る物件費等であり，宅地等の販売に係る物件費の減等により，前年度に比べ１億９２０万円 

（１１．１％）減少している。 
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  イ 営 業 外 費 用            

    営業外費用は全額「雑支出」で，１，４９５万円となっており，主として収益的収支に係る控

除対象外消費税である。 

 

(A) 23,330,805 100.0 △ 1,379,715 △ 5.6 24,710,520 100.0 12,762,331 106.8

(a) 20,309,836 87.1 △ 1,105,159 △ 5.2 21,414,995 86.7 12,977,492 153.8

土 地 売 却 収 益 14,850,693 63.7 △ 4,954,951 △ 25.0 19,805,644 80.2 11,495,082 138.3

受 託 工 事 収 益 5,459,143 23.4 3,849,792 239.2 1,609,351 6.5 1,482,410 ほぼ皆増

3,020,969 12.9 △ 274,555 △ 8.3 3,295,524 13.3 △ 215,162 △ 6.1

受 取 利 息 及 配 当 金 130,724 0.6 5,231 4.2 125,493 0.5 △ 34,585 △ 21.6

雑 収 益 2,890,245 12.4 △ 279,786 △ 8.8 3,170,031 12.8 △ 180,577 △ 5.4

(B) 20,892,267 100.0 △ 1,221,649 △ 5.5 22,113,916 100.0 12,133,400 121.6

(b) 20,877,313 99.9 △ 1,220,935 △ 5.5 22,098,248 99.9 12,148,712 122.1

土 地 売 却 原 価 14,508,125 69.4 △ 4,992,923 △ 25.6 19,501,048 88.2 11,464,738 142.7

受 託 工 事 費 5,460,043 26.1 3,849,769 239.1 1,610,274 7.3 1,483,239 ほぼ皆増

一 般 管 理 費 877,166 4.2 △ 109,205 △ 11.1 986,371 4.5 △ 799,672 △ 44.8

減 価 償 却 費 31,979 0.2 31,424 ほぼ皆増 555 0.0 408 277.6

14,955 0.1 △ 714 △ 4.6 15,669 0.1 △ 15,311 △ 49.4

雑 支 出 14,955 0.1 △ 714 △ 4.6 15,669 0.1 △ 15,311 △ 49.4

2,438,538 － △ 158,065 △ 6.1 2,596,603 － 628,930 32.0

313 － △ 397 △ 55.9 710 － 673 ほぼ皆増

2,438,851 － △ 158,462 △ 6.1 2,597,313 － 629,603 32.0

97.3 － 0.4 － 96.9 － 12.1 －

111.7 － 0.0 － 111.7 － △ 8.0 －

(単位　金額：千円，比率：％)

当年度未処分利益剰余金(C+D)

営 業 収 支 比 率 (a/b × 100)

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)

営 業 費 用

営 業 外 費 用

当年度純損益(経常損益)(C=A-B)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 (D)

金   額

費 用

収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

構成比率
対前年度
増　  減

第　６　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　　 の　　　比　　　較

項              目

平　　成　　15　　年　　度 平　　成　　14　　年　　度

金   額
対前年度
増 減 率

構成比率
対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

 

 ⑷ 土地売却収益と土地売却原価 

    当年度の土地売却収益と土地売却原価を比較すると，第７表のとおりである。 

   土地売却収益１４８億５，０６９万円に対して，土地売却原価１４５億８１２万円で，３億 

４，２５６万円の粗利益となっている。 

    粗利益の主な内訳は，「西神住宅第２団地」２億４６７万円，「西神住宅団地」６，１７１万円

及び「ポートアイランド（第２期）」５，３４９万円である。 
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(単位　面積：千㎡，金額：千円，比率：％）

15年度 14年度

4 1,390,744 1,337,254 53,490 4.0 4.0

11 2,970,000 2,970,000 0 0.0 0.0

19 3,238,608 3,176,894 61,714 1.9 2.9

52 5,678,166 5,473,489 204,677 3.7 1.2

9 1,440,349 1,422,771 17,578 1.2 4.0

1 42,770 41,125 1,645 4.0 －

1 90,055 86,591 3,464 4.0 4.0

97 14,850,693 14,508,125 342,568 2.4 1.6

第　７　表　　土地売却収益と土地売却原価の比較

西 神 住 宅 団 地

利益率
(C/B×100)

土地売却原価

（Ｂ）

土 地 売 却

面 積

土地売却収益

（Ａ）

粗利益

(C=A-B)

ポート アイ ラン ド（ 第２ 期）

ポ ー ト ア イ ラ ン ド 沖

項　　　目

神 戸 研 究 学 園 都 市

合　　　計

神 戸 複 合 産 業 団 地

西 神 住 宅 第 ２ 団 地

ひ よ ど り 台 第 ２ 期 住 宅 団 地

 

 

４ 財 政 状 態 

  平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第８表のとおりである。 

  以下，主な項目について述べる。 

 ⑴ 資     産 

   資産総額は５，２８９億１，９２２万円で，前年度末に比べ２１７億１１７万円（４．３％）増

加している。 

  ア 固 定 資 産 

    固定資産は１，３６９億７，７９６万円で，前年度末に比べ１３億９，７９２万円（１．０％） 

   増加している。これは主として，投資において「他会計貸付金」が１２億６，５９１万円増加し

たことによる。 

  イ 土地造成勘定        

    土地造成勘定３，３３８億２，４５２万円は，未売却の土地等に係る事業費の執行総額であり， 

   前年度末に比べ２８８億４，２８２万円（９．５％）増加している。 

   (ｱ) 完 成 土 地 

     完成土地７９億９，６５２万円は，造成事業完了地区における未売却の土地及び契約解除に 

より返還された土地であり，前年度と同額である。 

   (ｲ) 未 成 土 地 

     未成土地３，２５８億２，８００万円は，造成事業が継続中の地区における未売却の土地及 

び契約解除により返還された土地であり，前年度末に比べ２８８億４，２８２万円（９．７％） 

増加している。 
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ウ 流 動 資 産 

    流動資産は５８１億１，６７２万円で，前年度末に比べ８５億３，９５７万円（１２．８％） 

   減少している。これは主として，「現金預金」が減少したことによる。 

 ⑵ 負     債 

   負債総額は１，０４０億１，０１７万円で，前年度末に比べ８６億６，３９３万円（７．７％）

減少している。 

  ア 固 定 負 債 

    固定負債は７８４億３，３９７万円で，前年度末に比べ２億３，０３５万円（０．３％）増加

している。 

(ｱ) 調 整 勘 定 

調整勘定７７７億４，９９１万円は，将来発生する改良費及び維持費等の財源として積み立

てている勘定であり，７億９万円を取り崩したものの，７億８，１３８万円を積み立てたため，

前年度末に比べ８，１２９万円（０．１％）増加している。 

(ｲ) 退職給与引当金 

 退職給与引当金は６億８，４０５万円で，前年度末に比べ１億４，９０５万円（２７．９％）

増加している。 

  イ 流 動 負 債 

    流動負債は２５５億７，６２０万円で，前年度末に比べ８８億９，４２９万円（２５．８％） 

   減少している。これは主として「未払金」が減少したことによる。 

 ⑶ 資     本 

   資本総額は４，２４９億９０４万円で，前年度末に比べ３０３億６，５１１万円（７．７％） 

  増加している。 

  ア 資 本 金          

    資本金は３，８１６億３６万円で，前年度末に比べ３０４億４，６１３万円（８．７％）増加

している。 

   (ｱ) 自 己 資 本 金            

     自己資本金は４８９億２，３００万円で，前年度末に比べ１３億５，１０３万円（２．８％）    

増加している。これは，企業債償還に充てるため取り崩した減債積立金を自己資本金に組み入 

    れたことによる。 

   (ｲ) 借 入 資 本 金        

     借入資本金は３，３２６億７，７３６万円で，前年度末に比べ２９０億９，５１０万円 

     （９．６％）増加している。これは当年度，企業債を２８億４８９万円償還したものの，新た

に３１９億円発行したことによる。 
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  イ 剰  余  金   

     剰余金は４３３億８６８万円で，前年度末に比べ８，１０２万円（０．２％）減少している。 

   (ｱ) 資 本 剰 余 金          

     資本剰余金は３６９億３，９８３万円で，前年度末に比べ３，１４６万円（０．１％）増加 

    している。これは基金収入から公共的施設の運営に必要な経費を控除したもの等を新都市整備

事業基金へ積み立てたことにより「その他資本剰余金」が増加したことによる。 

   (ｲ) 利 益 剰 余 金          

     利益剰余金は６３億６，８８５万円で，前年度末に比べ１億１，２４９万円（１．７％）減

少している。これは当年度純利益２４億３，８５３万円を計上したものの，前年度の未処分利 

益剰余金から一般会計に１２億円を繰り出すとともに，減債積立金１３億５，１０３万円全額

を取り崩したことによる。 



 － 54 －

528,919,220 100.0 507,218,041 100.0 21,701,179 4.3

Ⅰ 136,977,967 25.9 135,580,039 26.7 1,397,928 1.0

1 1,433,577 0.3 1,463,771 0.3 △ 30,194 △ 2.1

(1) 1,190,643 0.2 1,190,643 0.2 0 0.0

(2) 133,441 0.0 144,900 0.0 △ 11,459 △ 7.9

(3) 104,774 0.0 124,248 0.0 △ 19,474 △ 15.7

(4) 4,719 0.0 3,980 0.0 739 18.6

２ 1,795 0.0 1,795 0.0 0 0.0

(1) 1,795 0.0 1,795 0.0 0 0.0

３ 135,542,595 25.6 134,114,474 26.4 1,428,121 1.1

(1) 780,000 0.1 780,000 0.2 0 0.0

(2) 126,387,374 23.9 126,355,905 24.9 31,469 0.0

(3) 5,979,000 1.1 5,827,000 1.1 152,000 2.6

(4) 2,196,523 0.4 930,609 0.2 1,265,914 136.0

(5) 199,698 0.0 220,960 0.0 △ 21,262 △ 9.6

Ⅱ 333,824,526 63.1 304,981,705 60.1 28,842,821 9.5

１ 7,996,522 1.5 7,996,522 1.6 0 0.0

(1) 6,671,209 1.3 6,671,209 1.3 0 0.0

(2) 1,085,139 0.2 1,085,139 0.2 0 0.0

(3) 240,174 0.0 240,174 0.0 0 0.0

２ 325,828,004 61.6 296,985,183 58.6 28,842,821 9.7

Ⅲ 58,116,727 11.0 66,656,297 13.1 △ 8,539,570 △ 12.8

１ 46,872,092 8.9 58,173,975 11.5 △ 11,301,883 △ 19.4

２ 11,122,701 2.1 7,357,789 1.5 3,764,912 51.2

３ 115,134 0.0 1,123,533 0.2 △ 1,008,399 △ 89.8

４ 6,800 0.0 1,000 0.0 5,800 580.0

528,919,220 100.0 507,218,041 100.0 21,701,179 4.3

104,010,176 19.7 112,674,110 22.2 △ 8,663,934 △ 7.7

Ⅰ 78,433,970 14.8 78,203,614 15.4 230,356 0.3

１ 77,749,912 14.7 77,668,614 15.3 81,298 0.1

２ 684,059 0.1 535,000 0.1 149,059 27.9

Ⅱ 25,576,205 4.8 34,470,496 6.8 △ 8,894,291 △ 25.8

１ 22,160,109 4.2 31,246,965 6.2 △ 9,086,856 △ 29.1

２ 2,524,657 0.5 2,588,973 0.5 △ 64,316 △ 2.5

３ 884,639 0.2 633,559 0.1 251,080 39.6

４ 6,800 0.0 1,000 0.0 5,800 580.0

424,909,044 80.3 394,543,931 77.8 30,365,113 7.7

Ⅰ 381,600,360 72.1 351,154,221 69.2 30,446,139 8.7

１ 48,923,000 9.2 47,571,968 9.4 1,351,032 2.8

２ 332,677,360 62.9 303,582,253 59.9 29,095,107 9.6

Ⅱ 43,308,684 8.2 43,389,710 8.6 △ 81,026 △ 0.2

１ 36,939,833 7.0 36,908,364 7.3 31,469 0.1

(1) 834,000 0.2 834,000 0.2 0 0.0

(2) 289,333 0.1 289,333 0.1 0 0.0

(3) 2,294,660 0.4 2,294,660 0.5 0 0.0

(4) 33,521,840 6.3 33,490,372 6.6 31,468 0.1

２ 6,368,851 1.2 6,481,346 1.3 △ 112,495 △ 1.7

(1) 0 0.0 54,032 0.0 △ 54,032 △ 100.0

(2) 3,930,000 0.7 3,830,000 0.8 100,000 2.6

(3) 2,438,851 0.5 2,597,313 0.5 △ 158,462 △ 6.1

(2,438,538) － (2,596,603) － (△158,065) (△ 6.1)

　　　3 控除対象外消費税額は，資産に計上している。

そ の 他 資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金

企 業 債 減 額 差 金

資 本 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

借 入 資 本 金

未 払 金

退 職 給 与 引 当 金

固 定 負 債

資 本 金

預 り 有 価 証 券

流 動 負 債

他 会 計 貸 付 金

自 己 資 本 金

前 受 金

投 資

預 り 金

資 本

基 金

長 期 貸 付 金

西 神 第 ２ 工 業 団 地

土 地 造 成 勘 定

完 成 土 地

有 形 固 定 資 産

土 地

資 産

固 定 資 産

返 還 土 地

未 成 土 地

保 管 有 価 証 券

電 話 加 入 権

そ の 他 投 資

出 資 金

ポ ー ト ア イ ラ ン ド

建 物

機 械 及 装 置

備 品

(単位  金額:千円，比率:％）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

当年度未処分利益剰余金

第　８　表　　　新　都　市　整　備　事　業　会　計　比　較　貸　借　対　照　表　　

平成14年度末平成15年度末

科        目 金　　額
（Ｂ）

構成
比率

対前年度
増 減 率

備考：1 有形固定資産の減価償却累計額は32,680千円である。

    　2 土地造成勘定の中には年賦土地売却契約相当分(5,394,876千円)及び関連事業収入(104,765,620千円)がある。

（ 当 年 度 純 利 益 ）

建 設 改 良 積 立 金

未 収 金

流 動 資 産

前 払 金

減 債 積 立 金

現 金 預 金

利 益 剰 余 金

負 債

負 債 及 び 資 本

調 整 勘 定
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⑷ キャッシュ・フローの状況 

  当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第９表のとおりである。 

営業活動において，土地売却などにより，５３億６，７９３万円のキャッシュを生み出し，財務

活動において，企業債の借入れなどにより，２９６億４，７６９万円のキャッシュを調達した。一

方，投資活動において，土地造成事業の施行などに，４６３億１，７５１万円のキャッシュを使用

した。 

この結果，平成１５年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ１１３億１８８万円減少し， 

４６８億７，２０９万円となっている。 

 

(単位　金額：千円） 　

Ⅰ 5,367,934 9,229,469 △ 3,861,535

　当 年 度 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） 2,438,538 2,596,603

土 地 売 却 原 価 14,508,125 19,501,048

受 託 工 事 費 17,418 17,967

　減 価 償 却 費 31,979 555

未 収 金 の 増 減 △ 3,764,913 △ 3,785,406

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 1,008,399 △ 1,067,389

退 職 給 与 引 当 金 28,480 121,583

未 払 金 の 増 減 △ 9,086,856 △ 8,192,721

　そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 186,765 37,229

Ⅱ △ 46,317,514 △ 72,979,833 26,662,319

　建 設 改 良 費 △ 50,151,135 △ 77,044,480

投 資 △ 1,740,384 △ 3,783,672

財 産 収 入 172,710 1,708,175

雑 収 入 5,401,295 6,140,144

Ⅲ 29,647,696 45,049,873 △ 15,402,177

企 業 債 収 入 31,753,835 45,813,837

受 託 工 事 収 入 1,943,539 1,445,940

企 業 債 償 還 金 △ 2,804,893 △ 476,969

一 般 会 計 繰 出 金 △ 1,200,000 △ 1,700,000

　消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 △ 44,784 △ 32,934

Ⅳ △ 11,301,883 △ 18,700,491 7,398,608

Ⅴ 58,173,975 76,874,466 △ 18,700,491

Ⅵ 46,872,092 58,173,975 △ 11,301,883

備考：１　本表は間接法により作成している。

　　　２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

　　　　　雑収入については，その主たる内容によって区分している。

　　　３　未収金の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞれの資産の減

 　　　　 少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

現 金 預 金 期 末 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

平成14年度 対前年度増減

第　９　表　　　キ　ャ　ッ　シ　ュ ・ フ　ロ　ー　計　算　書

現 金 預 金 期 首 残 高

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

項　　　　目 平成15年度
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５ ま  と  め 

 業務面では，良好な住宅用地，経済基盤の強化を図るための産業用地及び２１世紀の神戸の都市基

盤としての空港及び空港関連施設用地を供給するため，西神住宅第２団地，ポートアイランド（第２

期）及びポートアイランド沖等で１２万㎡の土地売却を行うとともに，神戸複合産業団地等で「新た

なインセンティブ策」による５万㎡の土地賃貸を行った。また，ポートアイランド沖の埋立及び連絡

橋工事，西神住宅第２団地や神戸複合産業団地等の造成を進めた。 

 経営面では，未利用地等の土地売却益の減少等により，当年度純利益は，前年度に比べ１億５千万

円減少したものの，２４億３千万円の純利益を計上し，黒字基調の経営状態を維持している。平成 

１５年度も引き続き，利益剰余金から１５億円を一般会計へ繰り出す予定であり，市財政にも貢献し

ている。 

 一方，キャッシュフローは前年度に比べ１１３億円減少し，４６８億７千万円となっている。 

 土地売却の困難な社会経済情勢の続く中にあって，住宅用地の処分に当たっては，コンペの活用，

常時募集，産業用地の処分に当たっても新たなインセンティブ策を活用して積極的に土地の処分を図

り，税源の涵養，雇用機会の拡大にも貢献している。今後とも，更に一層の営業活動の活発化，販路

拡大等により土地売却の促進に努め，市民の生活基盤の向上と経済基盤の確立に寄与されるよう希望

する。 

 

参考資料　 経 　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 25.90 26.73 28.25

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 17.44 17.93 18.90

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 27.77 28.68 31.09

(4) 流 動 比 率 227.23 193.37 188.85

(5) 現 金 預 金 比 率 183.26 168.76 180.33

(6) 負 債 比 率 462.63 457.62 429.12

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 0.47 0.53 0.45

(8) 自 己 資 本 利 益 率 2.66 2.90 2.25

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 △ 2.79 △ 3.19 △ 17.92

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.04 0.05 0.02

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.23 0.25 0.11

(12) 企業債償還額対償還財源比率 113.53 18.37 15.35

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。
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病 院 事 業 会 計               

 

１ 業 務 実 績 

業務量の比較をみると，第１表のとおりである。 

当年度の「延患者数」は１１９万４，８０６人で，前年度に比べ８，６３５人（０．７％）減少し

ている。 

「入院患者数」は４１万４，８２８人で，前年度に比べ１万３，１８９人（３．１％）減少してい

るが，「外来患者数」は７７万９，９７８人で，前年度に比べ４，５５４人（０．６％）増加している。 

また，「一般病床利用率」は前年度に比べ１．１ポイント上昇し，８９．９％となっている。 

「救急患者数」は５万１，９９０人で，前年度に比べ８６５人（１．６％）減少している。 

病院経営管理部（１７人）を含む「職員数」は，年度末現在１，５６０人である。 

⑴ 中央市民病院        

平均在院日数の短縮などに伴う入院患者数の減少，及び外来患者数の減少により，「延患者数」は 

８０万３，４１４人と，前年度に比べ１万６，３４７人（２．０％）減少している。 

「入院患者数」は２９万６，７０４人で，前年度に比べ１万４，７０５人（４．７％）減少して

おり，「１日平均患者数」も８１１人と，前年度に比べ４２人（４．９％）減少している。「一般病

床利用率」は前年度に比べ１．２ポイント上昇し，８９.９％となっている。 

「外来患者数」は５０万６，７１０人で，前年度に比べ１，６４２人（０．３％）減少しており，

「１日平均患者数」も２，０６０人と前年度に比べ１５人（０．７％）減少している。 

「救急患者数」は３万５，１８４人で，前年度に比べ５１８人（１．５％）減少している。 

⑵ 西 市 民 病 院          

平均在院日数の短縮にもかかわらず入院患者数は増加し，外来患者数も増加した結果，「延患者

数」は３９万１，３９２人と，前年度に比べ７，７１２人（２．０％）増加している。 

「入院患者数」は１１万８，１２４人で，前年度に比べ１，５１６人（１．３％）増加しており，

「１日平均患者数」も３２３人と，前年度に比べ３人（０．９％）増加している。「病床利用率」は

前年度に比べ１．０ポイント上昇し，９０．２％となっている。 

「外来患者数」は２７万３，２６８人で，前年度に比べ６，１９６人（２．３％）増加しており，

「１日平均患者数」も１，１１１人と前年度に比べ２１人（１．９％）増加している。 

「救急患者数」は１万６，８０６人で，前年度に比べ３４７人（２．０％）減少している。 

⑶ 西神戸医療センター 

財団法人神戸市地域医療振興財団が開設，運営しており，地域の医療機関との連携に取り組むと

ともに，市民病院群の一環として神戸西地域の医療需要に対応する中核的病院として位置づけられ

ている。 



 － 59 －

（単位　人数：人，比率：％，病床数：床）

平成15年度 平成14年度 平成15年度 平成14年度 平成15年度 平成14年度

1,194,806 1,203,441 803,414 819,761 391,392 383,680

△ 8,635 △ 50,256 △ 16,347 △ 54,238 7,712 3,982

△ 0.7 △ 4.0 △ 2.0 △ 6.2 2.0 1.0

414,828 428,017 296,704 311,409 118,124 116,608

対 前 年 度 増 減 △ 13,189 △ 3,027 △ 14,705 △ 5,720 1,516 2,693

対 前 年 度 増 減 率 △ 3.1 △ 0.7 △ 4.7 △ 1.8 1.3 2.4

1,134 1,173 811 853 323 320

1,270 1,330 912 972 358 358

(1,270) (1,330) (912) (972) (358) (358)

89.2 88.2 88.9 87.8 90.2 89.2

414,789 427,948 296,665 311,340 118,124 116,608

対 前 年 度 増 減 △ 13,159 △ 3,093 △ 14,675 △ 5,786 1,516 2,693

対 前 年 度 増 減 率 △ 3.1 △ 0.7 △ 4.7 △ 1.8 1.3 2.4

1,134 1,173 811 853 323 320

1,260 1,320 902 962 358 358

(1,260) (1,320) (902) (962) (358) (358)

89.9 88.8 89.9 88.7 90.2 89.2

39 69 39 69 － －

対 前 年 度 増 減 △ 30 66 △ 30 66 － －

対 前 年 度 増 減 率 △ 43.5 ほぼ皆増 △ 43.5 ほぼ皆増 － －

0 0 0 0 － －

10 10 10 10 － －

(10) (10) (10) (10) － －

1.1 1.9 1.1 1.9 － －

779,978 775,424 506,710 508,352 273,268 267,072

4,554 △ 47,229 △ 1,642 △ 48,518 6,196 1,289

0.6 △ 5.7 △ 0.3 △ 8.7 2.3 0.5

3,171 3,165 2,060 2,075 1,111 1,090

51,990 52,855 35,184 35,702 16,806 17,153

(44,321) (45,774) (30,109) (30,861) (14,212) (14,913)

△ 865 6,180 △ 518 2,991 △ 347 3,189

△ 1.6 13.2 △ 1.5 9.1 △ 2.0 22.8

7,785 7,238 5,049 4,850 2,736 2,388

(5,751) (5,378) (3,734) (3,698) (2,017) (1,680)

1,560 1,561 1,155 1,161 388 384

1,560 1,561 1,155 1,161 388 384

(17) (16) － － － －

－ － － － － －

備　考：

　６　職員数は年度末現在の数値である。

　５　救急患者数は延患者数の再掲であり,（　）内書は時間外に係る患者数である。

　４　病床利用率は，（延入院患者数/延稼働病床数×100）で算出した。

延 患 者 数

　２　診療日数は，平成15年度は入院366日，外来246日であり,平成14年度は入院365日，外来245日である。

対 前 年 度 増 減

対 前 年 度 増 減 率

　３　病床数は年度末現在の数値であり，（　）内書は稼働病床数である。

　１　１日平均入院患者数・外来患者数はそれぞれの診療日数により算出した。

西　市　民　病　院

１ 日 平 均 患 者 数

延 患 者 数

１ 日 平 均 患 者 数

病 床 利 用 率

対 前 年 度 増 減

項　　　　　　目

１ 日 平 均 患 者 数

入
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
院

病 床 利 用 率

中　央　市　民　病　院

延 患 者 数

許 可 病 床 数

全　　　病　　　院

対 前 年 度 増 減 率

入
　
　
院
　
　
計

対 前 年 度 増 減 率

１ 日 平 均 患 者 数

許 可 病 床 数

延 患 者 数

対 前 年 度 増 減

一
　
般
　
病
　
床

病 床 利 用 率

延 患 者 数

許 可 病 床 数

第　１　表　　　　　業　　　　務　　　　量　　　　の　　　　比　　　　較

（うち病院経営管理部）

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

延 患 者 数 の う ち
入 院 患 者 数

職 員 数

感

染

症

病

床

外
　
来

（

救
　
急
）

延 患 者 数
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神戸市は同センターが市民病院と同様の公的使命を果たせるよう，結核及び高度・救急医療等に

対する補助を行うとともに医師・看護師等の職員を派遣している。 

なお，同センターの病床数は一般病床４００床，結核病床１００床であり，当年度の「延患者数」

は６１万９，０１１人で，前年度に比べ８，１４８人（１．３％）増加している。 

「入院患者数」は１６万４，７０９人で，前年度に比べ２１人（０．０％）減少しており，「１日

平均患者数」も４５０人と，前年度に比べ１人（０．２％）減少している。「一般病床利用率」は前

年度に比べ３．０ポイント上昇し，９５．２％となっている。  

「外来患者数」は４５万４，３０２人で，前年度に比べ８,１６９人（１．８％）増加しており，

「１日平均患者数」も１，８４６人と前年度に比べ２５人（１．４％）増加している。 

「救急患者数」は２万４，７７４人で，前年度に比べ１，１４５人（４．４％）減少している。 

 

２ 予算の執行状況 

⑴ 収 益 的 収 支        

収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

収益的収入は，予算額３７８億５，９７９万円に対して決算額３７１億６，７６６万円で，執行

率は９８．２％となっている。これは主として，入院収益の減等医業収益が予定を下回ったこと及

び一般会計補助金の減等により医業外収益が予定を下回ったことによる。 

収益的支出は，予算額３７６億８，７５０万円に対して決算額３６９億７，８７３万円で，執行

率は９８．１％となっている。これは，主として人件費及び物件費等の医業費用が予定を下回った

ことによる。 

 

(単位　金額：千円，比率：％）

金額(Ａ) 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 37,859,793 100.0 37,167,666 100.0 △ 692,127 98.2

(1) 30,671,092 81.0 30,313,506 81.6 △ 357,586 98.8

(2) 6,298,769 16.6 5,812,393 15.6 △ 486,376 92.3

(3) 867,721 2.3 865,651 2.3 △ 2,070 99.8

(4) 22,211 0.1 176,116 0.5 153,905 792.9

1 37,687,508 100.0 36,978,734 100.0 708,774 98.1

(1) 35,678,923 94.7 35,045,171 94.8 633,752 98.2

(2) 1,056,964 2.8 1,013,617 2.7 43,347 95.9

(3) 867,721 2.3 865,651 2.3 2,070 99.8

(4) 53,900 0.1 54,294 0.1 △ 394 100.7

(5) 30,000 0.1 － － 30,000 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予算額に比べ

決算額の増減
又 は 不 用 額

執 行 率
（ B/A ×

100)

病 院 事 業 収 益

医 業 収 益

特 別 利 益

病 院 事 業 費

医 業 外 収 益

西神戸医療センター収益

医 業 費 用

西神戸医療センター費

特 別 損 失

予 備 費

医 業 外 費 用
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⑵ 資 本 的 収 支        

資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

当年度の資本的収入の決算額は１０億６，８１３万円である。これに対し，資本的支出の決算額

は２８億３，５６８万円で，その不足する額１７億６，７５５万円を消費税資本的収支調整額 

２００万円で補てんしているが，なお不足する１７億６，５５５万円は借入金で措置している。 

ア 資 本 的 収 入        

資本的収入は予算額１０億７，８６０万円に対して決算額１０億６，８１３万円で，執行率は 

９９．０％となっている。 

以下，各項目別に決算状況を述べる。 

「企業債」は８億７，３００万円で，資本的収入の８１．７％を占めており，充当内訳は中央

市民病院空調機改修工事等に３億３，３００万円及び医療機器整備に５億４，０００万円である。 

「他会計繰入金」は４，０７２万円で，全額基金繰入金であり，充当内訳は医療機器整備等で

ある。 

  「財産収入」は６，７７４万円で，土地売却による収入である。 

  「雑収入」は５，０８４万円で，看護学生修学資金貸付金返還金等である。 

イ 資 本 的 支 出        

資本的支出は予算額２８億９，００９万円に対して決算額２８億３，５６８万円で，執行率は 

９８．１％となっている。 

以下，各項目別に決算状況を述べる。 

(ｱ) 建 設 改 良 費         

建設改良費は１０億１，４２９万円で，資本的支出の３５．８％を占めており，執行率は 

９９．３％となっている。 

「建物改良費」は３億８，２７１万円で，内訳は中央市民病院の空調機改修工事 

１億８９３万円，病棟便所改修工事９，３３７万円及び電力中央監視設備更新５，８６９万円

等である。 

「医療器具及び備品費」は６億３，１５０万円で，内訳は中央市民病院のアンギオＣＴシス

テム１億５，１４１万円，ガンマカメラ(アップグレード)６,９３０万円，多目的Ｘ線テレビ装

置４，７２２万円及び全自動超音波洗浄装置２，４１５万円等である。 

(ｲ) 投 資        

投資は１億４，１７９万円で，内訳は看護学生修学資金貸付に係る「長期貸付金」 

５，３９０万円及び「基金造成費」８，６６８万円等である。 
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(ｳ) 企業債等償還金 

企業債等償還金は１６億７，９５９万円で，資本的支出の５９．２％を占めており，内訳は

企業債の元金償還１４億１，２１８万円等である。 

 

(単位　金額：千円，比率：％）

1 1,078,600 100.0 1,068,131 100.0 △ 10,469 99.0

(1) 920,000 85.3 873,000 81.7 △ 47,000 94.9

(2) 67,547 6.3 40,729 3.8 △ 26,818 60.3

(3) 17,928 1.7 22,807 2.1 4,879 127.2

(4) 15,000 1.4 12,055 1.1 △ 2,945 80.4

(5) － － 945 0.1 945 皆増

(6) 252 0.0 67,746 6.3 67,494 ほぼ皆増

(7) 57,873 5.4 50,848 4.8 △ 7,025 87.9

1 2,890,099 100.0 2,835,684 100.0 54,415 98.1

(1) 1,021,725 35.4 1,014,298 35.8 7,427 99.3

ア 388,825 13.5 382,719 13.5 6,106 98.4

イ 632,700 21.9 631,503 22.3 1,197 99.8

ウ 200 0.0 76 0.0 124 38.0

(2) 179,777 6.2 141,792 5.0 37,985 78.9

ア 74,248 2.6 53,904 1.9 20,344 72.6

イ 103,979 3.6 86,688 3.1 17,291 83.4

ウ 1,550 0.1 1,200 0.0 350 77.4

(3) 8,000 0.3 － － 8,000 －

(4) 1,679,597 58.1 1,679,595 59.2 2 100.0

(5) 1,000 0.0 － － 1,000 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

企 業 債 等 償 還 金

予 備 費

敷 金

構 成
比 率

基 金 造 成 費

雑 収 入

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

医 療 器 具 及 び 備 品 費

投 資

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計 繰 入 金

他 会 計 補 助 金

開 発 費

財 産 収 入

国 庫 支 出 金

建 物 改 良 費

長 期 貸 付 金

雑 支 出

県 支 出 金

第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　　目

予　算　額 決　算　額 予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
( Ｂ ／ Ａ
× 100)金　額

（Ａ）
金　額
（Ｂ）

構 成
比 率

 



 － 63 －

３ 経 営 成 績        

⑴ 損 益 状 況        

損益状況の比較をみると，第４表のとおりである。 

当年度は，収益３６９億２，５８４万円に対し，費用３６８億６，１９２万円で，差引 

６，３９１万円の経常利益となっている。これに特別利益１億７,６１１万円，特別損失５，３８７

万円を加減した当年度純利益は１億８，６１５万円であり，これに前年度繰越欠損金３２７億 

３，１２３万円を加えた当年度未処理欠損金は３２５億４，５０８万円となっている。 

なお，特別利益は固定資産売却益及び過年度損益修正益等であり，特別損失は過年度損益修正損

等である。 

前年度と比べると，収益が６億７，６７２万円（１．９％）増加し，費用は１億６５６万円 

（０．３％）増加した結果，差引経常損益は５億７，０１６万円の改善となっている。 

医業収支比率は８８．４％，経常収支比率は１００．２％であり，前年度と比べそれぞれ２．１

ポイント，１．６ポイント上昇している。 

⑵ 収 益        

ア 医 業 収 益        

医業収益は３０２億７，０２１万円で，診療単価の増等により，前年度に比べ８億５，５３１

万円（２．９％）増加している。 

「入院収益」は１９２億７，３３４万円で，収益の５２．２％を占めており，前年度に比べ 

２億７，９４４万円（１．５％）増加している。 

「外来収益」は１０３億６，２６２万円で，収益の２８．１％を占めており，前年度に比べ６

億４，３９４万円（６．６％）増加している。 

「その他医業収益」は６億３，２９６万円で，主として室料差額収入であり，前年度に比べ 

６，７１５万円（９．６％）減少している。 

イ 医 業 外 収 益        

医業外収益は５７億８，９９７万円で，前年度に比べ１億７，７４０万円（３．０％）減少し

ている。 

「他会計補助金」は５０億３，１７５万円で，負担区分による一般会計補助金であり，内訳は

高度医療，特殊医療等の不採算的医療経費に係るもの２１億７，００７万円，救急医療，感染症

医療等の行政的経費に係るもの１１億９，７９２万円，研究研修費等に係るもの１６億 

６，３７５万円である。前年度に比べ８，７３７万円（１．７％）減少している。これは，負担

区分の見直しに伴い看護師確保経費に係る補助金が皆減したこと等による。 

「その他医業外収益」は６億２，２３６万円で，治験収入の減等により，前年度に比べ 

８，９０４万円（１２．５％）減少している。 
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ウ 西神戸医療センター収益 

西神戸医療センター収益は８億６，５６５万円で，前年度に比べ１１８万円（０．１％）減少

している。 

全額が「他会計補助金」で，同センターが市民病院群の一環として行う結核及び救急・高度医

療等に対する一般会計補助金である。 

⑶ 費 用        

ア 医 業 費 用        

医業費用は３４２億２，４３５万円で，前年度に比べ１億５，１０３万円（０．４％）増加し

ている。 

「人件費」は１５１億７６６万円で，各病院及び病院経営管理部の職員の人件費であり，費用

の４１．０％を占めている。職員の給与改定等により前年度に比べ３億６，２０２万円（２．３％）

減少している。 

「材料費」は１１９億４，２２６万円で，費用の３２．４％を占めており，薬品費の増等によ

り前年度に比べ５億９，３００万円（５．２％）増加している。 

「経費」は５６億１，２５５万円で，光熱水費及び修繕料の減等により前年度に比べ１億 

１，０９６万円（１．９％）減少している。 

「減価償却費」は１４億１，４７７万円で，主として前年度に整備した医療機器等の減価償却

の開始により，前年度に比べ３，０６９万円（２．２％）増加している。 

イ 医 業 外 費 用        

医業外費用は１７億７，１９２万円で，前年度に比べ４，３２８万円（２．４％）減少してい

る。 

「支払利息及企業債取扱諸費」は５億５，４３５万円で，企業債利息５億４，２５１万円等で

あり，前年度に比べ４，１９４万円（７．０％）減少している。 

「雑支出」は８億４，５６８万円で，主として収益的支出に係る控除対象外消費税額７億 

８，７５２万円であり，前年度に比べ８８８万円（１．１％）増加している。 

ウ 西神戸医療センター費 

西神戸医療センター費は，８億６，５６５万円となっている。 

全額が「補助金」で，同センターが市民病院群の一環として行う結核及び高度・救急医療等に

対する一般会計補助金である。 
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(A) 36,925,843 100.0 676,728 1.9 36,249,115 100.0 △ 907,371 △ 2.4

(a1) 30,270,214 82.0 855,318 2.9 29,414,896 81.1 865,502 3.0

入 院 収 益 19,273,348 52.2 279,447 1.5 18,993,901 52.4 417,088 2.2

外 来 収 益 10,362,625 28.1 643,940 6.6 9,718,685 26.8 463,834 5.0

感 染 症 病 床 収 益 1,278 0.0 △ 914 △ 41.7 2,192 0.0 2,107 ほぼ皆増

そ の 他 医 業 収 益 632,963 1.7 △ 67,155 △ 9.6 700,118 1.9 △ 17,527 △ 2.4

(a2) 5,789,979 15.7 △ 177,403 △ 3.0 5,967,382 16.5 △ 9,597 △ 0.2

受 取 利 息 及 配 当 金 10,122 0.0 △ 3,249 △ 24.3 13,371 0.0 △ 3,412 △ 20.3

他 会 計 補 助 金 5,031,758 13.6 △ 87,379 △ 1.7 5,119,137 14.1 △ 128,305 △ 2.4

国 庫 支 出 金 14,398 0.0 1,790 14.2 12,608 0.0 177 1.4

県 支 出 金 111,333 0.3 478 0.4 110,855 0.3 △ 4,087 △ 3.6

そ の 他 医 業 外 収 益 622,368 1.7 △ 89,044 △ 12.5 711,412 2.0 126,031 21.5

(a1+a2) 36,060,192 97.7 677,913 1.9 35,382,279 97.6 855,907 2.5

865,651 2.3 △ 1,185 △ 0.1 866,836 2.4 △ 1,763,278 △ 67.0

他 会 計 補 助 金 865,651 2.3 △ 1,185 △ 0.1 866,836 2.4 140,912 19.4

雑 入 － － － － － － △ 1,904,190 皆減

(B) 36,861,927 100.0 106,565 0.3 36,755,362 100.0 △ 1,254,000 △ 3.3

(b1) 34,224,350 92.8 151,037 0.4 34,073,313 92.7 439,682 1.3

人 件 費 15,107,660 41.0 △ 362,028 △ 2.3 15,469,688 42.1 △ 309,937 △ 2.0

材 料 費 11,942,266 32.4 593,009 5.2 11,349,257 30.9 647,627 6.1

経 費 5,612,553 15.2 △ 110,969 △ 1.9 5,723,522 15.6 11,010 0.2

減 価 償 却 費 1,414,779 3.8 30,699 2.2 1,384,080 3.8 70,708 5.4

資 産 減 耗 費 34,800 0.1 3,416 10.9 31,384 0.1 19,255 158.8

研 究 研 修 費 112,292 0.3 △ 3,090 △ 2.7 115,382 0.3 1,019 0.9

(b2) 1,771,926 4.8 △ 43,288 △ 2.4 1,815,214 4.9 69,597 4.0

支 払 利 息 及
企 業 債 取 扱 諸 費

554,357 1.5 △ 41,946 △ 7.0 596,303 1.6 △ 35,857 △ 5.7

繰 延 勘 定 償 却 371,883 1.0 △ 10,221 △ 2.7 382,104 1.0 72,914 23.6

雑 支 出 845,686 2.3 8,880 1.1 836,806 2.3 32,539 4.0

(b1+b2) 35,996,276 97.7 107,750 0.3 35,888,526 97.6 509,277 1.4

865,651 2.3 △ 1,185 △ 0.1 866,836 2.4 △ 1,763,278 △ 67.0

人 件 費 － － － － － － △ 1,904,190 皆減

補 助 金 865,651 2.3 △ 1,185 △ 0.1 866,836 2.4 140,912 19.4

63,916 － 570,164 － △ 506,248 － 346,629 －

176,110 － 143,237 435.7 32,873 － △ 67,652 △ 67.3

53,875 － △ 40,020 △ 42.6 93,895 － 59,192 170.6

186,151 － 753,420 － △ 567,269 － 219,785 －

△ 32,731,232 － △ 567,270 － △ 32,163,962 － △ 787,054 －

△ 32,545,080 － 186,152 － △ 32,731,232 － △ 567,270 －

88.4 － 2.1 － 86.3 － 1.4 －

100.2 － 1.6 － 98.6 － 0.8 －

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
（ △ 欠 損 金 ） (G)

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 )(F+G)

医 業 収 支 比 率 (a1/b1 × 100)

医 業 外 収 益

経 常 損 益 (C=A-B)

特 別 利 益 (D)

特 別 損 失 (E)

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

西神戸医療センター費

費 用

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)

医 業 費 用

医 業 外 費 用

医業費用＋医業外費用

金   額

医業収益＋医業外収益

西神戸医療センター収益

収 益

医 業 収 益

項     目

平　　成　　14　　年　　度

第　４　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　　の　　　比　　　較　　　

(単位　金額：千円，比率：％)

平　　成　　15　　年　　度

金   額
構成
比率

対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 率

構成
比率

対前年度
増　  減
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⑷ 医業収益と医業費用 

ア 病院別の医業収益と医業費用 

病院別の医業収益と医業費用をみると，第５表のとおりである。 

中央市民病院では，医業収益２２１億９，７３８万円に対し医業費用は２５３億１，０１０万

円で，医業損失は３１億１，２７１万円となっており，前年度に比べ４億１，５３３万円減少し

ている。 

西市民病院では，医業収益８０億７，２８２万円に対し医業費用は８９億１，４２５万円で，

医業損失は８億４，１４２万円となっており，前年度に比べ２億８，８９４万円減少している。 

病院全体の医業損失は３９億５，４１３万円となっており，医業収益の増加が医業費用の増加

を上回ったことにより，前年度に比べ７億４２８万円改善している。 

医 業 収 益 22,197,388 73.3 192,704 0.9 22,004,684 74.8 510,109 2.4

医 業 費 用 25,310,100 74.0 △ 222,627 △ 0.9 25,532,727 74.9 200,998 0.8

医 業 損 益 △ 3,112,713 78.7 415,330 － △ 3,528,043 75.7 309,111 －

医 業 収 支 比 率 87.7 － 1.5 － 86.2 － 1.3 －

医 業 収 益 8,072,826 26.7 662,614 8.9 7,410,212 25.2 355,394 5.0

医 業 費 用 8,914,250 26.0 373,665 4.4 8,540,585 25.1 238,683 2.9

医 業 損 益 △ 841,424 21.3 288,949 － △ 1,130,373 24.3 116,711 －

医 業 収 支 比 率 90.6 － 3.8 － 86.8 － 1.8 －

医 業 収 益 30,270,214 100.0 855,318 2.9 29,414,896 100.0 865,502 3.0

医 業 費 用 34,224,350 100.0 151,037 0.4 34,073,313 100.0 439,682 1.3

医 業 損 益 △ 3,954,137 100.0 704,280 － △ 4,658,417 100.0 425,821 －

医 業 収 支 比 率 88.4 － 2.1 － 86.3 － 1.4 －

備考：  医業費用は，各病院ごとの「医業費用」に，病院経営管理部に係る医業費用（平成15年度711,446千円，
　　　平成14年度747,165千円）をそれぞれの病院の医業費用に応じて按分した額を加えたものである。

第　５　表　　　病　　院　　別　　医　　業　　収　　益　　と　　医　　業　　費　　用　　　

項　　目 対前年度
増 減 率

(単位　金額：千円，比率：％)

対前年度
増 減 率

平　　成　　15　　年　　度 平　　成　　14　　年　　度

合
　
　
計

対前年度
増　  減

金   額
対前年度
増　  減

構成
比率

構成
比率

金   額

中
央
市
民
病
院

西
市
民
病
院

     

イ 患者１人１日当たりの医業収益と医業費用 

患者１人１日当たりの医業収益と医業費用をみると，第６表のとおりである。 

患者１人１日当たりの医業収益は２万５，３３５円で，平均在院日数の短縮等により，前年度

に比べ８９３円（３．７％）増加している。 

患者１人１日当たりの医業費用は２万８，６４４円で，人件費等は減少したものの，薬品等の

材料費等が増加したことにより，前年度に比べ３３１円（１．２％）増加している。 

患者１人１日当たりの医業収支は３，３０９円の赤字であるが，前年度に比べ５６２円改善し

ている。 
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(A) 25,335 － 893 3.7 24,442 － 1,670 7.3

47,874 － 1,964 4.3 45,910 － 1,250 2.8

13,348 － 755 6.0 12,593 － 1,289 11.4

(B) 28,644 100.0 331 1.2 28,313 100.0 1,485 5.5

12,644 44.1 △ 211 △ 1.6 12,855 45.4 268 2.1

9,995 34.9 564 6.0 9,431 33.3 895 10.5

4,697 16.4 △ 59 △ 1.2 4,756 16.8 199 4.4

1,307 4.6 35 2.8 1,272 4.5 124 10.8

△ 3,309 － 562 － △ 3,871 － 185 －

88.4 － 2.1 － 86.3 － 1.4 －

第　６　表　　　患　者　１　人　１　日　当　た　り　の  医　業　収　益　と　医　業　費　用　　　

(単位　金額：円，比率：％)

諸 費 用

差 引
（ Ａ － Ｂ ）

入 院 収 益

材 料 費

対前年度
増　  減

項     目

平　　成　　15　　年　　度

医 業 費 用

　　　３　医業費用の単価は，入院・外来の区分ができないので延患者数で費用を除した。

医業収益対医業費用比率
（ Ａ ／ Ｂ × 100 ）

備考：１　医業収益の単価は，延患者数で収益を除した。ただし，入院収益及び外来収益の単価は，各々の患者数により
        算出した。

　　　２　医業収益のうち，感染症病床収益及びその他医業収益のうち室料差額収益は入院収益に配分し，その他は入院
　　　　収益及び外来収益に応じて配分した。

人 件 費

医 業 収 益

構成
比率

平　　成　　14　　年　　度

金   額 金   額
構成
比率

対前年度
増  　減

対前年度
増 減 率

対前年度
増 減 率

外 来 収 益

経 費

 

４ 財 政 状 態        

平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第７表のとおりである。 

以下，主な項目について述べる。 

⑴ 資     産 

資産総額は４８７億１９１万円で，前年度末に比べ８億６，３２１万円（１．７％）減少してい

る。 

ア 固 定 資 産        

固定資産は３９７億８１２万円で，前年度末に比べ５億１，０９４万円（１．３％）減少して

いる。 

(ｱ) 有形固定資産        

有形固定資産は３７１億３，８７９万円で，前年度末に比べ５億４，９６５万円（１．５％）

減少している。 

「土地」は，７０億２，３８６万円で，前年度末に比べ６，７７４万円（１．０％）減少し

ている。これは，中央市民病院の一部土地等を売却したことによる。 

「建物」は１６８億５，９９７万円で，前年度末に比べ３億２，８３４万円（１．９％）減

少している。これは，西市民病院でのトリアージ室増築等により１，３３１万円増加したもの

の，減価償却により３億４，１６５万円減少したことによる。 
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 「建物附属設備」は８０億３，７７２万円で，前年度末に比べ７，１１７万円（０．９％）減

少している。これは，中央市民病院の空調機や便所の改修等により３億４，３１３万円増加し

たものの，減価償却により４億１，４３０万円減少したことによる。 

「工具器具及び備品」は５０億３，８９１万円で，前年度末に比べ６，４０５万円（１．３％）

減少している。これは，中央市民病院でのアンギオＣＴシステム等の整備により６億７１３万

円増加したものの，医療機器の減価償却及び除却により６億７，１１８万円減少したことによ

る。 

(ｲ) 投     資 

投資は２５億６，３８３万円で，前年度末に比べ３，８６４万円（１．５％）増加している。 

「基金」は２２億４，８４２万円で，前年度末に比べ４，５９５万円（２．１％）増加して

いる。これは４，０７２万円取り崩したものの，８，６６８万円造成したことによる。 

イ 流 動 資 産        

流動資産は７５億６，０８５万円で，前年度末に比べ２，６４４万円（０．３％）減少してい

る。 

ウ 繰 延 勘 定        

繰延勘定は１４億３，２９３万円で，前年度末に比べ３億２，５８２万円（１８．５％）減少

している。これは主として，開発費に係る償却を行ったことによる。 

⑵ 負     債  

負債総額は１０２億９，６２４万円で，前年度末に比べ３億１，３１８万円（３．０％）減少し

ている。 

ア 固 定 負 債        

固定負債は４億６，０２０万円で，前年度末に比べ２，６１２万円（５．４％）減少している。

これは主として，災害復旧に係る「企業債」を償還したことによる。 

イ 流 動 負 債        

流動負債は９８億３，６０３万円で，前年度末に比べ２億８，７０６万円（２．８％）減少し

ている。これは，「未払金」が３億７，８７４万円増加したものの，「一時借入金」が６億 

６，４６０万円減少したこと等による。 

⑶ 資     本 

資本総額は３８４億５６７万円で，前年度末に比べ５億５，００２万円（１．４％）減少してい

る。 
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ア 資 本 金        

資本金は５２６億３，７０６万円で，前年度末に比べ７億５，７９０万円（１．４％）減少し

ている。これは主として，「企業債」を８億７，３００万円発行したものの，１３億８，６３０万

円償還したことによる。 

イ 剰 余 金        

(ｱ) 資 本 剰 余 金          

資本剰余金は１８３億１，３６８万円で，前年度末に比べ２，１７３万円（０．１％）増加

している。 

(ｲ) 欠 損 金        

欠損金は，当年度純利益１億８，６１５万円と前年度繰越欠損金３２７億３，１２３万円と

を合わせ，３２５億４，５０８万円となっている。 

⑷ キャッシュ・フローの状況 

   当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第８表のとおりである。 

   営業活動において，現金支出を伴わない減価償却費等を内部留保したことなどにより， 

２３億５，８４７万円のキャッシュを生み出した。一方，投資活動において，医療機器等の整備に

係る建設改良などにより，９億２，５０９万円のキャッシュを使用し，財務活動において，企業債

等の償還により，１４億３，３３８万円のキャッシュを使用した。 

   この結果，平成１５年度末の現金預金残高は２０５万円で，前年度末と同額である。 
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48,701,915 100.0 49,565,127 100.0 △ 863,212 △ 1.7

Ⅰ 39,708,121 81.5 40,219,062 81.1 △ 510,941 △ 1.3

1 37,138,794 76.3 37,688,453 76.0 △ 549,659 △ 1.5

(1) 7,023,869 14.4 7,091,615 14.3 △ 67,746 △ 1.0

(2) 16,859,970 34.6 17,188,313 34.7 △ 328,343 △ 1.9

(3) 8,037,725 16.5 8,108,901 16.4 △ 71,176 △ 0.9

(4) 66,115 0.1 70,901 0.1 △ 4,786 △ 6.8

(5) 86,549 0.2 100,943 0.2 △ 14,394 △ 14.3

(6) 25,650 0.1 24,815 0.1 835 3.4

(7) 5,038,916 10.3 5,102,966 10.3 △ 64,050 △ 1.3

２ 5,495 0.0 5,422 0.0 73 1.3

(1) 5,495 0.0 5,422 0.0 73 1.3

３ 2,563,832 5.3 2,525,187 5.1 38,645 1.5

(1) 310,657 0.6 316,570 0.6 △ 5,913 △ 1.9

(2) 2,248,425 4.6 2,202,467 4.4 45,958 2.1

(3) 4,750 0.0 6,150 0.0 △ 1,400 △ 22.8

Ⅱ 7,560,856 15.5 7,587,302 15.3 △ 26,446 △ 0.3

１ 2,050 0.0 2,050 0.0 0 0.0

２ 7,183,477 14.7 7,251,106 14.6 △ 67,629 △ 0.9

３ 365,625 0.8 317,106 0.6 48,519 15.3

４ 560 0.0 762 0.0 △ 202 △ 26.5

５ 9,143 0.0 16,278 0.0 △ 7,135 △ 43.8

Ⅲ 1,432,939 2.9 1,758,763 3.5 △ 325,824 △ 18.5

１ 475,778 1.0 785,276 1.6 △ 309,498 △ 39.4

２ 957,161 2.0 973,487 2.0 △ 16,326 △ 1.7

48,701,915 100.0 49,565,127 100.0 △ 863,212 △ 1.7

10,296,240 21.1 10,609,428 21.4 △ 313,188 △ 3.0

Ⅰ 460,206 0.9 486,331 1.0 △ 26,125 △ 5.4

1 438,950 0.9 464,830 0.9 △ 25,880 △ 5.6

２ 21,256 0.0 21,501 0.0 △ 245 △ 1.1

(1) 21,256 0.0 21,501 0.0 △ 245 △ 1.1

Ⅱ 9,836,035 20.2 10,123,097 20.4 △ 287,062 △ 2.8

１ 4,665,045 9.6 5,329,649 10.8 △ 664,604 △ 12.5

２ 5,162,830 10.6 4,784,082 9.7 378,748 7.9

３ 8,160 0.0 9,366 0.0 △ 1,206 △ 12.9

38,405,675 78.9 38,955,699 78.6 △ 550,024 △ 1.4

Ⅰ 52,637,068 108.1 53,394,976 107.7 △ 757,908 △ 1.4

１ 35,146,049 72.2 35,123,242 70.9 22,807 0.1

２ 17,491,020 35.9 18,271,734 36.9 △ 780,714 △ 4.3

(1) 17,033,240 35.0 17,546,546 35.4 △ 513,306 △ 2.9

(2) 457,780 0.9 725,188 1.5 △ 267,408 △ 36.9

Ⅱ △ 14,231,393 △ 29.2 △ 14,439,277 △ 29.1 207,884 △ 1.4

１ 18,313,687 37.6 18,291,955 36.9 21,732 0.1

(1) 31,771 0.1 31,771 0.1 0 0.0

(2) 6,943,948 14.3 6,935,853 14.0 8,095 0.1

(3) 394,912 0.8 393,967 0.8 945 0.2

(4) 3,732,014 7.7 3,732,014 7.5 0 0.0

(5) 571,585 1.2 568,482 1.1 3,103 0.5

(6) 445,501 0.9 440,007 0.9 5,494 1.2

(7) 6,193,955 12.7 6,189,860 12.5 4,095 0.1

２ △ 32,545,080 △ 66.8 △ 32,731,232 △ 66.0 186,152 －

(186,151) － (△567,269) － (753,420) －

備考：有形固定資産の減価償却累計額は27,527,111千円である。

繰 延 勘 定

寄 附 金

開 発 費

受 贈 財 産 評 価 額

企 業 債

再 評 価 積 立 金

控 除 対 象 外 消 費 税

負 債

負 債 及 び 資 本

企 業 債

仮 払 金

県 補 助 金

一 般 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

借 入 資 本 金

自 己 資 本 金

流 動 負 債

資 本 金

資 本

預 り 金

貯 蔵 品

未 収 金

基 金

敷 金

一 時 借 入 金

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

電 話 加 入 権

投 資

流 動 資 産

現 金 預 金

長 期 貸 付 金

前 払 金

平成15年度末

資 産

固 定 資 産

建 物

長 期 預 り 金

未 払 金

固 定 負 債

科        目

有 形 固 定 資 産

土 地

そ の 他 固 定 負 債

建 物 附 属 設 備

構 築 物

無 形 固 定 資 産

第　７　表　　　病　院　事　業　会　計　比　較　貸　借　対　照　表　　

(単位  金額:千円，比率:％）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

金　　額
（Ａ）

対前年度
増 減 率

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

構成
比率

平成14年度末

欠 損 金

（ う ち 当 年 度 純 損 益 ）

基 金 借 入 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
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(単位　金額：千円） 　

Ⅰ 2,358,474 876,622 1,481,852

　当 年 度 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） 186,151 △ 567,269

　減 価 償 却 費 1,414,779 1,384,080

過 年 度 分 減 価 償 却 費 － 15,048

固 定 資 産 除 却 損 34,800 31,384

繰 延 勘 定 償 却 371,883 382,104

雑 支 出 18,793 32,279

固定資産売 却益 (特 別利 益） △ 71,675 △ 22,161

未 収 金 の 増 減 67,628 △ 416,200

貯 蔵 品 の 増 減 △ 48,519 81,703

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 7,337 △ 6,571

長 期 預 り 金 の 増 減 △ 245 △ 74

未 払 金 の 増 減 378,748 △ 31,431

　そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 △ 1,206 △ 6,270

Ⅱ △ 925,091 △ 981,578 56,487

建 設 改 良 費 △ 1,014,298 △ 918,297

投 資 △ 141,792 △ 149,379

他 会 計 繰 入 金 40,729 12,221

財 産 収 入 67,746 252

雑 収 入 50,848 51,464

固定資産売 却益 (特 別利 益） 71,675 22,161

Ⅲ △ 1,433,384 104,956 △ 1,538,340

一 時 借 入 金 の 増 減 △ 664,604 800,385

企 業 債 収 入 873,000 827,000

他 会 計 補 助 金 22,807 15,419

国 庫 支 出 金 12,055 15,290

県 支 出 金 945 －

　企 業 債 等 償 還 金 △ 1,679,595 △ 1,555,200

消 費 税 資 本 的 収 入 調 整 額 2,008 2,062

Ⅳ 0 0 0

Ⅴ 2,050 2,050 0

Ⅵ 2,050 2,050 0

備考：１　本表は間接法により作成している。

　　　２　項目は，原則として，損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

　　　　　雑収入については，その主たる内容によって区分している。

　　　３　未収金の増減，貯蔵品の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞ

　　　　　れ資産の減少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

第　８　表　　　キ　ャ　ッ　シ　ュ ・ フ　ロ　ー　計　算　書

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

項　　　　目 平成1５年度 平成1４年度 対前年度増減

現 金 預 金 期 首 残 高

現 金 預 金 期 末 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額
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５ ま と め        

業務面では，市民の医療ニーズの高度化・多様化に対応し，医療の質や患者サービスの向上に努め

るため，中央市民病院及び西市民病院において，高度医療機器や施設の整備等を進めた。 

経営面では，材料費等の費用が増加した一方で，診療単価の増等により医業収益の増加がそれを上

回ったことから，前年度に比べ純損益は７億５千万円改善し，１億８千万円の純利益となっている。

この結果，前年度からの繰越欠損金３２７億３千万円と合わせた当年度未処理欠損金は，３２５億４

千万円となり減少したものの，当年度末の流動資産から流動負債を差し引いた資金在高は，２２億７

千万円の不足（不良債務）を生じているなど，引き続き厳しい経営状況となっている。 

今後は，医療費を抑制する観点から医療保険制度改革が進められる中，中央市民病院の経年劣化に

伴う対応に加えて，一般会計補助金は負担区分の見直しに伴い平成１６年度も減少する見込みであり，

経営環境はさらに厳しくなると考えられる。 

このような状況の中，平成１６年度が最終年度となる第４次市民病院経営計画の実現に向けて， 

１４年度に策定した収入増加対策や材料費，経費の見直し等の緊急アクションプランに基づく経営改

善に着実に取り組まれたい。また，次期市民病院経営計画の策定に際しては，健全な経営基盤の確立

とともに，効率的に質の高い医療が提供できるように運営形態の見直しも含めた抜本的な検討をされ

たい。なお，国・県に対しても診療報酬制度の改善，救急・高度医療等への財政援助の充実の要望を

行うよう希望する。 

 

参考資料　 経 　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 84.48 84.69 85.55

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 42.94 41.73 42.46

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 102.17 101.97 100.04

(4) 流 動 比 率 76.87 74.95 77.41

(5) 現 金 預 金 比 率 0.02 0.02 0.02

(6) 負 債 比 率 132.86 139.63 135.51

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 0.38 △ 1.14 △ 1.57

(8) 自 己 資 本 利 益 率 0.89 △ 2.70 △ 3.64

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 △ 13.06 △ 15.84 △ 17.81

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.75 0.74 0.76

(11) 自 己 資 本 回 転 率 1.77 1.76 1.76

(12) 企業債償還額対償還財源比率 104.91 190.40 260.35

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。
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自 動 車 事 業 会 計 

 

１ 業 務 実 績 

業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

「営業キロ程」は４４６．７㎞で，路線延長等により，前年度末に比べ６．６㎞（１．５％）増加

している。 

「在籍車両数」は５８３両で，事業計画の見直しにより，前年度末に比べ７両（１．２％）減少し

ている。 

「運転車両数」は年間延べ１８万２８４両で，前年度に比べ２，７６６両（１．５％）減少してい

る。 

「運転走行キロ」は年間延べ２，００５万５，１３５㎞で，運転ダイヤの見直し等により，前年度

に比べ１６万７，８６０㎞（０．８％）減少している。 

「乗車人員」は年間延べ８，４９８万７，８９４人で，定期乗車人員が４８万２，６１６人 

（２．３％）増加したものの，全体では１７０万７，１６９人（２．０％）の減少となっている。な

お，当年度よりシティー・ループバスを神戸交通振興株式会社が運行することとなったため，貸切等

の乗車人員は，皆減している。 

「職員数」は年度末現在１，１８７人で，全員損益勘定支弁職員であり，定数減等により前年度末

に比べ４５人減少している。 

 

２ 予算の執行状況 

⑴ 収 益 的 収 支 

収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

収益的収入は，予算額１７４億５，１１１万円に対して決算額１６５億９，９１４万円で，執行

率は９５．１％となっている。これは主として，乗車人員が予定人員を下回ったことによる。 

収益的支出は，予算額１９８億８，８９２万円に対して決算額１９３億９，５４３万円で，執行

率は９７．５％となっている。これは主として，人件費が予定を下回ったことによる。 

⑵ 資 本 的 収 支 

資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

当年度の資本的収入の決算額は９億１，８８６万円で，これに対し，資本的支出の決算額は２９

億２２８万円であり，その不足する額１９億８，３４１万円を消費税資本的収支調整額３，７０８

万円で補てんしているが，なお不足する１９億４，６３３万円は一時借入金で措置している。 
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(㎞) 446.7 6.6 1.5 440.1 3.4 0.8

(両) 583 △ 7 △ 1.2 590 △ 11 △ 1.8

(両) 180,284 △ 2,766 △ 1.5 183,050 △ 5,070 △ 2.7

(㎞) 20,055,135 △ 167,860 △ 0.8 20,222,995 △ 437,655 △ 2.1

(人) 84,987,894 △ 1,707,169 △ 2.0 86,695,063 △ 3,387,526 △ 3.8

定 期 (人) 21,426,403 492,616 2.4 20,933,787 △ 791,852 △ 3.6

定 期 外 (人) 63,561,491 △ 1,681,785 △ 2.6 65,243,276 △ 2,663,761 △ 3.9

貸 切 等 (人) － △ 518,000 皆減 518,000 68,087 15.1

(両) 493 △ 9 △ 1.8 502 △ 13 △ 2.5

(㎞) 54,795 △ 610 △ 1.1 55,405 △ 1,200 △ 2.1

(人) 232,207 △ 5,314 △ 2.2 237,521 △ 9,281 △ 3.8

(㎞) 111.2 0.7 0.6 110.5 0.7 0.6

(人) 471 △ 3 △ 0.6 474 △ 5 △ 1.0

(日) 366 1 0.3 365 0 0.0

(㎞/h) 13.8 0.0 0.0 13.8 0.1 0.7

(人) 1,187 △ 45 △ 3.7 1,232 45 3.8

備考：１　営業キロ程，在籍車両数及び職員数は，年度末現在の数値である。

　　　２　乗車人員の定期外には敬老優待乗車証等に係る人員を含み，貸切等はシティーループバスの乗客数である。

　　　３　「１車当たり」とは，「実働１日１車当たり」の意味である。

　　　４　平均表定速度とは，（路線別営業キロ程）/（路線別起点～終点間所要時間）である。

　　　５　職員は，全員損益勘定支弁職員である。

第　１　表　　　業　　務　　量　　の　　比　　較

１車当たり乗車人員

平　　成　　14　　年　　度

項　　　     目

営 業 日 数

運 転 走 行 キ ロ

乗 車 人 員

運 転 車 両 数

運 転 走 行 キ ロ

乗 車 人 員

１車当たり走行キロ

年
　
間
　
延

一
日
平
均

平 均 表 定 速 度

職 員 数

(単位　比率：％）

平　　成　　15　　年　　度

実　　数
対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

営 業 キ ロ 程

在 籍 車 両 数

運 転 車 両 数

実　　数
対前年度
増　　減

対前年度
増 減 率

 

(単位　金額：千円，比率：％）

金額(Ａ) 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 17,451,119 100.0 16,599,140 100.0 △ 851,979 95.1

(1) 14,712,639 84.3 13,933,313 83.9 △ 779,326 94.7

(2) 2,686,001 15.4 2,665,826 16.1 △ 20,175 99.2

(3) 52,479 0.3 － － △ 52,479 －

1 19,888,923 100.0 19,395,430 100.0 493,493 97.5

(1) 18,572,289 93.4 18,178,067 93.7 394,222 97.9

(2) 1,266,634 6.4 1,217,363 6.3 49,271 96.1

(3) 50,000 0.3 － － 50,000 －

備考: 予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予算額に比べ

決算額の増減
又 は 不 用 額

執　行　率
（Ｂ／Ａ
　×100）

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

自 動 車 事 業 収 益

営 業 収 益

特 別 利 益

自 動 車 事 業 費

営 業 外 収 益
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(単位　金額：千円，比率：％）

1 987,370 100.0 918,869 100.0 △ 68,501 93.1

(1) 828,000 83.9 777,000 84.6 △ 51,000 93.8

(2) 159,349 16.1 141,869 15.4 △ 17,480 89.0

(3) 21 0.0 － － △ 21 －

1 2,952,973 100.0 2,902,283 100.0 50,690 98.3

(1) 968,117 32.8 937,428 32.3 30,689 96.8

(2) 1,964,856 66.5 1,964,855 67.7 1 100.0

(3) 20,000 0.7 － － 20,000 －

　備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　　目

予　算　額 決　算　額 予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執　行　率
(Ｂ／Ａ
×100)金　額

（Ａ）
金　額
（Ｂ）

構 成
比 率

構 成
比 率

資 本 的 収 入

企 業 債

予 備 費

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

補 助 金

財 産 収 入

 

 

ア 資 本 的 収 入 

資本的収入は，予算額９億８，７３７万円に対して決算額９億１，８８６万円で，執行率は 

９３．１％となっている。これは主として，企業債が減少したことによる。 

以下，各項目別に決算状況を述べる。 

「企業債」は７億７，７００万円で，資本的収入の８４．６％を占めており，充当内訳は，バ

ス車両購入等車両関係費に７億３，８００万円及び建物建設改良等の車両以外の事業費に 

３，９００万円となっている。 

「補助金」は１億４，１８６万円で，主な内訳は，国庫補助金７，０３７万円及び他会計補助 

金５，３３８万円であり，ノンステップバス等導入を目的とした公共交通移動円滑化設備整備費

補助金を国及び一般会計から受け入れたもの等である。 

イ 資 本 的 支 出 

資本的支出は，予算額２９億５，２９７万円に対して決算額２９億２２８万円で，執行率は 

９８．３％となっている。 

以下，各項目別に決算状況を述べる。 

「建設改良費」は９億３，７４２万円で，その主な内訳は，路線バス３８両等の購入８億 

７，５９０万円であり，車両購入台数の減少等により３，０６８万円の不用額を生じたため，執

行率は９６．８％となっている。 

「企業債償還金」は１９億６，４８５万円で，資本的支出の６７．７％を占めており，建設改

良資金として借り入れている企業債等の元金償還金である。 
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３ 経 営 成 績 

⑴ 損 益 状 況 

損益状況の推移をみると，第４表のとおりである。 

当年度は，収益１６１億３，０２２万円に対して費用１８９億６，４４７万円で，差引２８億 

３，４２４万円の経常損失となっている。これに前年度からの繰越欠損金を加えた当年度未処理欠

損金は２７５億５，９９１万円となっている。 

前年度と比べると，収益が１１億２，３３１万円（６．５％）減少し，費用が１０億７，５９１

万円（５．４％）減少した結果，経常損失は４，７４０万円増加している。 

営業収支比率は７４．５％であり，前年度に比べ２．０ポイント上昇したものの，経常収支比率

は８５．１％と，前年度に比べ１．０ポイント低下となっている。 

なお，自動車事業，高速鉄道事業双方に関連する収益及び費用は年度末にそれぞれの事業に按分

することになるが，その方法については，具体的な基準を設け継続的に処理すべきである。 

⑵ 収    益 

ア 営 業 収 益 

営業収益は１３４億６，６６９万円で，前年度に比べ３億７，９６８万円（２．７％）減少し

ている。 

「運輸収入」は９１億４，７８３万円で，収益の５６．７％を占めており，乗車人員の減少等

により，前年度に比べ３億６，５３１万円（３．８％）減少している。 

「他会計負担金」は４０億９，８６４万円で，敬老優待乗車証等に係る一般会計負担金である。 

「運輸雑収入」は２億２，０２１万円で，主な内訳は，広告料１億２，３２７万円及び車内放

送広告料等の雑入９，０４５万円である。広告料の減少等により，前年度に比べ２，０５３万円

（８．５％）減少している。 

イ 営 業 外 収 益 

営業外収益は２６億６，３５２万円で，前年度に比べ７億４，３６２万円（２１．８％）減少

している。 

「他会計補助金」は２０億５，８４６万円で，全額一般会計補助金であり，その主な内訳は，

車両に係る減価償却費等に対する補助７億４，２０６万円及び企業債利子等に係る補助３億 

６，２１０万円である。主として，企業債利子及び車両以外に係る減価償却費等に対する補助が

全額から２分の１補助に変更にされたことにより７億３，４９２万円（２６．３％）減少してい

る。 

「他会計繰入金」は５億円で，地下鉄沿線関連バス運行経費の収支差負担の軽減を目的に高速

鉄道事業会計から受け入れたものである。 
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⑶ 費    用 

ア 営 業 費 用 

営業費用は１８０億７，２８８万円で，前年度に比べ１０億２，２２０万円（５．４％）減少

している。 

「経費」は３０億２，５５７万円で，前年度に比べ１億９，３２７万円（６．０％）減少して

いる。これは主として，路線バス運転等委託料の減少及び前年度実施した市バス交通量調査費の

皆減により調査費が減少したことによる。 

「人件費」は１４０億１，２１５万円で，費用の７３．９％を占めている。定数減及び給与削

減等により前年度に比べ７億４，４８６万円（５．０％）減少している。 

「減価償却費」は１０億３，５１５万円で，前年度に比べ８，４０５万円（７．５％）減少し

ている。これは主として，在籍車両数が減少したことによる。 

イ 営 業 外 費 用 

営業外費用は８億９，１５８万円で，前年度に比べ５，３７１万円（５．７％）減少している。 

「支払利息及企業債諸費」は８億４，８６２万円で，その主な内訳は，企業債利子４億 

７，４０３万円及び一時借入金利子３億５，３２０万円である。 
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(A) 16,130,224 100.0 △ 1,123,311 △ 6.5 17,253,535 100.0 △ 757,666 △ 4.2

(a) 13,466,697 83.5 △ 379,687 △ 2.7 13,846,384 80.3 △ 587,253 △ 4.1

9,147,837 56.7 △ 365,317 △ 3.8 9,513,154 55.1 △ 547,172 △ 5.4

4,098,643 25.4 6,167 0.2 4,092,476 23.7 6,149 0.2

220,218 1.4 △ 20,536 △ 8.5 240,754 1.4 △ 46,230 △ 16.1

2,663,526 16.5 △ 743,625 △ 21.8 3,407,151 19.7 △ 170,413 △ 4.8

15 0.0 △ 1 △ 6.3 16 0.0 △ 166 △ 91.2

2,058,463 12.8 △ 734,924 △ 26.3 2,793,387 16.2 △ 124,014 △ 4.3

2,000 0.0 2,000 皆増 － － － －

500,000 3.1 0 0.0 500,000 2.9 0 0.0

103,048 0.6 △ 10,700 △ 9.4 113,748 0.7 △ 46,233 △ 28.9

(B) 18,964,471 100.0 △ 1,075,910 △ 5.4 20,040,381 100.0 △ 432,386 △ 2.1

(b) 18,072,884 95.3 △ 1,022,201 △ 5.4 19,095,085 95.3 △ 397,142 △ 2.0

3,025,576 16.0 △ 193,277 △ 6.0 3,218,853 16.1 △ 947,599 △ 22.7

建 物 保 存 費 30,842 0.2 △ 9,966 △ 24.4 40,808 0.2 43 0.1

車 両 保 存 費 635,517 3.4 11,964 1.9 623,553 3.1 △ 672,238 △ 51.9

運 転 費 1,715,714 9.0 △ 134,824 △ 7.3 1,850,538 9.2 △ 228,311 △ 11.0

運 輸 管 理 費 488,834 2.6 △ 40,073 △ 7.6 528,907 2.6 △ 7,847 △ 1.5

一 般 管 理 費 154,668 0.8 △ 20,378 △ 11.6 175,046 0.9 △ 39,247 △ 18.3

14,012,154 73.9 △ 744,867 △ 5.0 14,757,021 73.6 668,976 4.7

1,035,153 5.5 △ 84,058 △ 7.5 1,119,211 5.6 △ 118,519 △ 9.6

891,587 4.7 △ 53,710 △ 5.7 945,297 4.7 △ 35,243 △ 3.6

848,628 4.5 △ 52,600 △ 5.8 901,228 4.5 △ 24,576 △ 2.7

42,959 0.2 △ 1,109 △ 2.5 44,068 0.2 △ 10,668 △ 19.5

△ 2,834,247 － △ 47,401 － △ 2,786,846 － △ 325,280 －

(D) － － － － － － △ 2,206,204 皆減

(E) － － － － － － － －

△ 2,834,247 － △ 47,401 － △ 2,786,846 － △ 2,531,484 －

74.5 － 2.0 － 72.5 － △ 1.5 －

85.1 － △ 1.0 － 86.1 － △ 1.9 －

営　業　収　支　比　率　(a/b×100)

経　常　収　支　比　率　(A/B×100)

特 別 利 益

特 別 損 失

(G)

経 常 損 益 (C=A-B)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ）

収 益

営 業 収 益

対前年度
増 減 率

金   額
対前年度
増 減 率

平　　成　　14　　年　　度

(単位　金額：千円，比率：％)

第　４　表　　　損　　益　　状　　況　　の　　比　　較

運 輸 収 入

他 会 計 負 担 金

運 輸 雑 収 入

対前年度
増　　減

項     目
金   額

構成
比率

構成
比率

対前年度
増　　減

平　　成　　15　　年　　度

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 配 当 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 繰 入 金

雑 収 入

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

人 件 費

減 価 償 却 費

費 用

営 業 費 用

経 費

営 業 外 費 用

支払利息及企業債諸費

雑 支 出

△ 2,786,846 －

△ 2,834,247 △ 24,725,671

△ 24,725,671 －

△ 27,559,918 －

－

△ 2,786,846

－

－

国 庫 補 助 金

△ 255,362

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ）

(F+G) －

△ 21,938,825

－
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⑷ 単位当たりの営業収益と営業費用 

走行１キロ当たりの営業収益と営業費用の推移をみると，第５表のとおりである。 

営業収益は６７１円４８銭で，前年度に比べ１０円０１銭（１．５％）減少している。これは主

として，乗車料収入が減少したことによる。 

営業費用は９０１円１６銭で，主として人件費の減少により前年度に比べ３８円６６銭（４．１％）

減少している。 

この結果，走行１キロ当たりの営業損失は２２９円６８銭で，前年度に比べ２８円６５銭減少し

ている。 

また，営業収益に対する人件費の比率は１０４．１％で，人件費の減少が営業収益の減少を上回

ったため，前年度に比べ２．５ポイント低下している。 

 

660.50 98.4 △ 9.14 △ 1.4 669.64 98.3 △ 11.99 △ 1.8

10.98 1.6 △ 0.87 △ 7.3 11.85 1.7 △ 1.98 △ 14.3
 

671.48 100.0 △ 10.01 △ 1.5 681.49 100.0 △ 13.97 △ 2.0

698.68 77.5 △ 27.63 △ 3.8 726.31 77.3 47.51 7.0

150.86 16.7 △ 7.56 △ 4.8 158.42 16.9 △ 42.33 △ 21.1

燃 料 油 脂 費 29.23 3.2 0.56 2.0 28.67 3.1 △ 0.24 △ 0.8

修 繕 費 27.23 3.0 0.10 0.4 27.13 2.9 △ 30.66 △ 53.1

委 託 料 28.67 3.2 △ 5.23 △ 15.4 33.90 3.6 △ 12.51 △ 27.0

雑 費 25.48 2.8 △ 0.75 △ 2.9 26.23 2.8 5.00 23.5

そ の 他 40.26 4.5 △ 2.24 △ 5.3 42.50 4.5 △ 3.91 △ 8.4

51.62 5.7 △ 3.47 △ 6.3 55.09 5.9 △ 4.55 △ 7.6

901.16 100.0 △ 38.66 △ 4.1 939.82 100.0 0.63 0.1

△ 229.68 － 28.65 － △ 258.33 － △ 14.59 －

104.1 － △ 2.5 － 106.6 － 9.0 －

20,055,135 － △ 262,748 △ 1.3 20,317,883 － △ 436,333 △ 2.1

　　　4　営業費用の｢雑費｣の主なものは，嘱託職員（運転士等）に係る報酬である。

　　　5　営業費用の｢その他」は，乗車券販売手数料，水道光熱費，通行料等である。

　　　2　営業収益の｢乗車料収入｣は,運輸収入及び他会計負担金である。

運 転 走 行 キ ロ （ ㎞ ）

計

人 件 費 ／ 営 業 収 益 × 100

営 業 損 益

営
業
費
用

第　５　表　　　自動車事業走行１キロ当たりの営業収益と営業費用

備考：1　運転走行キロは，シティーループバス分を含めたものである。

(単位　金額：円，比率：％)

平　　成　　14　　年　　度

金   額

営
業
収
益

減 価 償 却 費

対前年度
増 減 率

対前年度
増　　減

構成
比率

対前年度
増　　減

金   額
項     　　目 対前年度

増 減 率

平　　成　　15　　年　　度

構成
比率

　　　3　営業費用の｢委託料｣は,一般嘱託運転士，車両清掃，車両整理等に係るものである。

経 費

計

人 件 費

運 輸 雑 収 入

乗 車 料 収 入
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４ 財 政 状 態 

平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第６表のとおりである。 

以下，主な項目について述べる。 

⑴ 資    産 

資産総額は２０６億７，１５６万円で，前年度末に比べ４，９８３万円（０．２％）増加してい

る。 

ア 固 定 資 産 

固定資産は１８９億５，１３０万円で，前年度末に比べ１，２３０万円（０．１％）減少して

いる。 

(ｱ) 自 動 車 事 業        

自動車事業は１８７億６，８３６万円で，前年度末に比べ２，５９７万円（０．１％）減少

している。 

「土地」は１３３億８，０５９万円で，贈与を受けたため，前年度末に比べ１億７，０４４

万円増加している。 

「建物」は１９億２，３６５万円で，減価償却等により，前年度末に比べ１億２５０万円 

（５．１％）減少している。 

「構築物」は６億９，２３７万円で，減価償却等により，前年度末に比べ６，２４３万円 

（８．３％）減少している。 

「車両」は２４億８，１６８万円で，前年度末に比べ６９１万円（０．３％）増加している。

これは，路線バス３８両の購入等により８億４，１０１万円増加し，減価償却及び路線バス 

４５両の除却により８億３，４０９万円減少したことによる。 

「機械装置」は２億１，４８６万円で，減価償却等により，前年度末に比べ３，４５９万円

（１３．９％）減少している。 

イ 流 動 資 産 

流動資産は１７億２，０２５万円で，前年度末に比べ６，２１３万円（３．７％）増加してい

る。これは主として，「現金預金」が２億５，００６万円減少したが，「未収金」が３億 

１，２３３万円増加したことによる。 

⑵ 負    債 

負債総額は３１１億９，６１０万円で，前年度末に比べ３７億５，４５１万円（１３．７％）増

加している。この結果，負債総額が資産総額を上回る額，いわゆる債務超過額は１０５億 

２，４５４万円となり，前年度末に比べ３７億４６７万円増加している。 
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ア 固 定 負 債 

固定負債は９億８，１８７万円で，前年度末に比べ５０３万円（０．５％）減少している。こ

れは主として，「災害復旧事業債」を償還したことによる。 

イ 流 動 負 債 

流動負債は３０２億１，４２３万円で，前年度末に比べ３７億５，９５４万円（１４．２％）

増加している。これは主として，「一時借入金」が増加したことによる。 

⑶ 資    本 

資本総額は，前年度末に比べ３７億４６７万円減少した結果，１０５億２，４５４万円の不足と

なっている。 

ア 資  本  金 

資本金は１２１億２，６３１万円で，前年度末に比べ１１億８，５１６万円（８．９％）減少

している。これは主として，「企業債」を新たに７億７，７００万円発行したものの，１９億 

５，３８３万円償還したことによる。 

イ 剰  余  金 

(ｱ) 資 本 剰 余 金 

資本剰余金は４９億９０５万円で，「受贈財産評価額」等の増加により，前年度末に比べ３億

１，４７３万円（６．９％）増加している。 

(ｲ) 欠 損 金 

欠損金は，当年度純損失２８億３，４２４万円と前年度繰越欠損金２４７億２，５６７万円

とを合わせ，２７５億５，９９１万円となっている。 
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20,671,561 100.0 20,621,727 100.0 49,834 0.2

Ⅰ 18,951,303 91.7 18,963,603 92.0 △ 12,300 △ 0.1

1 18,768,369 90.8 18,794,339 91.1 △ 25,970 △ 0.1

(1) 18,742,939 90.7 18,767,420 91.0 △ 24,481 △ 0.1

ア 土 地 13,380,594 64.7 13,210,149 64.1 170,445 1.3

イ 建 物 1,923,653 9.3 2,026,156 9.8 △ 102,503 △ 5.1

ウ 構 築 物 692,370 3.3 754,806 3.7 △ 62,436 △ 8.3

エ 車 両 2,481,687 12.0 2,474,769 12.0 6,918 0.3

オ 機 械 装 置 214,863 1.0 249,462 1.2 △ 34,599 △ 13.9

カ 工 具 器 具 備 品 49,772 0.2 52,080 0.3 △ 2,308 △ 4.4

(2) 25,430 0.1 26,919 0.1 △ 1,489 △ 5.5

２ 72,483 0.4 58,813 0.3 13,670 23.2

(1) 56,918 0.3 56,977 0.3 △ 59 △ 0.1

(2) 15,565 0.1 1,836 0.0 13,729 747.8

３ 110,451 0.5 110,451 0.5 0 0.0

(1) 110,000 0.5 110,000 0.5 0 0.0

(2) 451 0.0 451 0.0 0 0.0

Ⅱ 1,720,258 8.3 1,658,123 8.0 62,135 3.7

１ 269,008 1.3 519,075 2.5 △ 250,067 △ 48.2

２ 1,428,196 6.9 1,115,858 5.4 312,338 28.0

３ 4,821 0.0 4,684 0.0 137 2.9

４ 18,233 0.1 18,507 0.1 △ 274 △ 1.5

20,671,561 100.0 20,621,727 100.0 49,834 0.2

31,196,109 150.9 27,441,599 133.1 3,754,510 13.7

Ⅰ 981,874 4.7 986,905 4.8 △ 5,031 △ 0.5

1 853,777 4.1 856,466 4.2 △ 2,689 △ 0.3

(1) 814,000 3.9 814,000 3.9 0 0.0

(2) 39,777 0.2 42,466 0.2 △ 2,689 △ 6.3

２ 128,097 0.6 130,438 0.6 △ 2,341 △ 1.8

(1) 128,097 0.6 130,438 0.6 △ 2,341 △ 1.8

Ⅱ 30,214,235 146.2 26,454,695 128.3 3,759,540 14.2

１ 27,000,000 130.6 23,400,000 113.5 3,600,000 15.4

２ 2,762,415 13.4 2,580,769 12.5 181,646 7.0

３ 296,892 1.4 309,826 1.5 △ 12,934 △ 4.2

４ 85,667 0.4 86,292 0.4 △ 625 △ 0.7

５ 69,262 0.3 77,807 0.4 △ 8,545 △ 11.0

△ 10,524,548 △ 50.9 △ 6,819,872 △ 33.1 △ 3,704,676 －

Ⅰ 12,126,318 58.7 13,311,483 64.6 △ 1,185,165 △ 8.9

１ 2,361,676 11.4 2,361,676 11.5 0 0.0

２ 9,764,642 47.2 10,949,807 53.1 △ 1,185,165 △ 10.8

(1) 9,641,468 46.6 10,818,304 52.5 △ 1,176,836 △ 10.9

(2) 123,174 0.6 131,503 0.6 △ 8,329 △ 6.3

Ⅱ △ 22,650,866 △ 109.6 △ 20,131,356 △ 97.6 △ 2,519,510 －

１ 4,909,052 23.7 4,594,315 22.3 314,737 6.9

(1) 2,049,482 9.9 1,876,614 9.1 172,868 9.2

(2) 202,316 1.0 202,316 1.0 0 0.0

(3) 2,657,254 12.9 2,515,385 12.2 141,869 5.6

２ △ 27,559,918 △ 133.3 △ 24,725,671 △ 119.9 △ 2,834,247 －

(△2,834,247) － (△2,786,846) － (△47,401) －

備考：有形固定資産の減価償却累計額は，16,855,018千円である。

未 払 金

そ の 他 固 定 負 債

長 期 預 り 金

流 動 負 債

剰 余 金

借 入 資 本 金

そ の 他 投 資

流 動 資 産

貯 蔵 品

企 業 債

災 害 復 旧 事 業 債

自 己 資 本 金

現 金 預 金

未 収 金

そ の 他 流 動 負 債

投 資 有 価 証 券

資 本

資 本 金

前 受 金

預 り 金

退 職 手 当 債

固 定 負 債

企 業 債

一 時 借 入 金

（うち当年度純損失）

欠 損 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

建 設 補 助 金

建 設 受 入 寄 付 金

災 害 復 旧 事 業 債

負 債

負 債 及 び 資 本

構成
比率

無 形 固 定 資 産

投 資

そ の 他 流 動 資 産

関 連 施 設

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

対前年度
増 減 率

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

平成14年度末

金　　額
（Ｂ）

(単位  金額:千円，比率:％）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

自 動 車 事 業

平成15年度末

無 形 固 定 資 産

科        目

資 産

固 定 資 産

第　６　表　　　自動車事業会計比較貸借対照表　　
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⑷ キャッシュ・フローの状況 

当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第７表のとおりである。 

営業活動において，純損失が減価償却費等の内部留保資金を上回ったことなどにより，１９億 

３７３万円のキャッシュの不足を生じ，投資活動において，建設改良費に９億３，７４３万円の 

キャッシュを使用した。一方，財務活動において，一時借入金などにより，２５億９，１１０万円

のキャッシュを調達した。 

この結果，平成１５年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ２億５，００６万円減少し，２億

６，９００万円となっている。 

(単位　金額：千円） 　

Ⅰ △ 1,903,739 △ 1,380,887 △ 522,852

　当 年 度 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） △ 2,834,247 △ 2,786,846  

　減 価 償 却 費 1,035,153 1,119,211  

過 年 度 分 減 価 償 却 費 － 300  

固 定 資 産 除 却 損 43,602 39,177  

雑支出（控除対象外仮払消費税） 6,756 5,183

未 収 金 の 増 減 △ 312,338 728,834  

貯 蔵 品 の 増 減 △ 137 192  

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 274 3,904  

長 期 預 り 金 の 増 減 △ 2,341 △ 9,021

未 払 金 の 増 減 181,646 △ 460,689  

そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 △ 22,105 △ 21,130

Ⅱ △ 937,428 △ 847,306 △ 90,122

　建 設 改 良 費 △ 937,428 △ 847,525  

　財 産 収 入 － 219  

Ⅲ 2,591,100 1,877,550 713,550

一 時 借 入 金 の 増 減 3,600,000 3,200,000  

企 業 債 収 入 777,000 727,000  

補 助 金 収 入 141,869 108,840  

企 業 債 償 還 金 △ 1,964,855 △ 2,148,983  

退 職 手 当 債 償 還 金 － △ 43,800  

　消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 37,085 34,494  

Ⅳ △ 250,067 △ 350,643 100,575

Ⅴ 519,075 869,718 △ 350,643

Ⅵ 269,008 519,075 △ 250,067

備考 １　本表は間接法により作成している。

２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

３　未収金の増減，貯蔵品の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞ

　の資産の減少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

現 金 預 金 期 首 残 高

平成14年度

現 金 預 金 期 末 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

投資活動によるキャッシュ・フロー

対前年度増減

第　７　表　　　キ　ャ　ッ　シ　ュ ・ フ　ロ　ー　計　算　書

営業活動によるキャッシュ・フロー

項　　　　目 平成15年度
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５ ま  と  め 

  業務面では，乗客需要に応じて路線の延長を行うなど乗客の利便性向上を図り，ノンステップバス，

ＣＮＧノンステップバスを購入するなど，福祉と環境に配慮した乗客サービスの向上に努めた。また，

公共交通優先のまちづくり推進のため，マイカーから公共交通への利用転換を図る交通・環境モニタ

ー実証実験「エコモーション神戸（エコファミリー制度・エコショッピング制度）」を実施した。  

 経営面では，人件費が乗車料収入を上回っているという構造を改善するため運転手の嘱託化等をす

すめ，また経費の節減にも努めたものの，乗車人員の減少により運輸収入が引き続き減少したこと，

一般会計からの補助金が削減されたこと等により，２８億３千万円の純損失となっている。この結果，

未処理欠損金は２７５億５千万円となり，債務超過額も，前年度に比べ３７億円増加し１０５億２千

万円に達している。 

資金面でも，前年度から，さらに３６億９千万円の不足を生じ，不良債務額は２８４億９千万円と

なっている。第７表（キャッシュ・フロー計算書）によれば，営業活動で不足するキャッシュ及び企

業債の償還に必要なキャッシュを一時借入金でまかなうという構造になっているのが判る。しかし，

借入先である交通事業基金は枯渇し，民間企業であれば存続困難な経営状況といえる。 

このような深刻な事態のもと，平成１８年度の単年度収支均衡を目標とする「新たな経営計画」(平

成１５年２月策定)の中間見直し作業を平成１６年度に行い，その結果４営業所の管理委託，一部路線

移譲，特殊勤務手当ての見直し等の具体的方策を実施していく予定である。 

交通局では，これまでも経営改善計画に取り組んできたが，目標を達成することはできず，現在の

危機的な状況を招くに到っている。上記の諸方策については財務上の効果を明確にしながら実行し，

その成果をチェックするとともに，さらに他の効果的な方策についても検討するなど，目標実現に向

けて不退転の覚悟で努力するよう希望する。 
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参考資料　 経 　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 91.68 91.96 87.57

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 △ 98.15 △ 86.17 △ 68.44

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 － － －

(4) 流 動 比 率 5.69 6.27 11.55

(5) 現 金 預 金 比 率 0.89 1.96 3.66

(6) 負 債 比 率 － － －

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 △ 13.73 △ 13.06 △ 1.17

(8) 自 己 資 本 利 益 率 － － －

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 △ 34.20 △ 37.91 △ 35.05

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.92 0.94 0.93

(11) 自 己 資 本 回 転 率 － － －

(12) 企業債償還額対償還財源比率 － － 251.72

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。  
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高 速 鉄 道 事 業 会 計 

 

１ 業 務 実 績 

業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

「営業キロ程」は３０．６㎞，うち西神・山手線２２．７㎞，海岸線７．９㎞，「在籍車両数」は 

２０８両，うち西神・山手線１６８両，海岸線４０両であり，それぞれ前年度末と同数となっている。 

「運転車両数」は年間延べ６万５，１４６両，うち西神・山手線５万３，８９８両，海岸線 

１万１，２４８両，｢運転走行キロ｣は年間延べ１，９１１万１，７６５㎞，うち西神・山手線 

１，６４３万８，０８４㎞，海岸線２６７万３，６８１㎞である。当年度がうるう年であったこと及

び海岸線のイベント列車の運行等により，前年度に比べ全線でそれぞれ６０４両（０．９％）， 

７６，２７５㎞（０．４％）増加している。 

「乗車人員」は年間延べ１億１，２３３万５，７２４人（両線乗継人員５８５万８，６３７人を含

む）で，西神・山手線９，８２２万７，２４０人（１日あたり２６万８，３８０人），海岸線 

１，４１０万８，４８４人（１日あたり３万８，５４８人）である。海岸線の乗車人員は７８万 

５，９５１人（５．９％）増加したが，西神・山手線の乗車人員が１６２万２，１２０人（１．６％）

減少したため，全線で前年度に比べ８３万６，１６９人（０．７％）減少している。 

「１キロ平均通過人員」は８万５，６７０人で，西神・山手線の乗車人員の減少により，前年度に

比べ１，０３１人（１．２％）減少している。 

「職員数」は年度末現在６７３人であり，その内訳は，損益勘定支弁職員６６０人及び資本勘定支

弁職員１３人で，定数減等により前年度末に比べ２６人減少している。 

 

２ 予算の執行状況 

⑴ 収 益 的 収 支 

収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

収益的収入は，予算額２６２億６，５０５万円に対して決算額２４９億８，７８２万円で，執行

率は９５．１％となっている。これは主として，乗車人員が予定人員を下回ったことによる。 

収益的支出は，予算額３２５億８８６万円に対して決算額３２３億４，３２９万円で，執行率は

９９．５％となっている。これは，企業債，一時借入金等に係る利子が予定を下回ったものの，海

岸線に係る減価償却の見直し等により，当年度及び過年度の減価償却費が増加したことなどによる。 
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(単位　比率：％）

30.6 0.0 0.0 30.6 0.0 0.0

22.7 0.0 0.0 22.7 0.0 0.0

7.9 0.0 0.0 7.9 0.0 0.0

208 0 0.0 208 0 0.0

168 0 0.0 168 0 0.0

40 0 0.0 40 0 0.0

65,146 604 0.9 64,542 2,902 4.7

53,898 168 0.3 53,730 162 0.3

11,248 436 4.0 10,812 2,740 33.9

19,111,765 76,275 0.4 19,035,490 693,549 3.8

16,438,084 46,653 0.3 16,391,431 △ 6,729 0.0

2,673,681 29,622 1.1 2,644,059 700,278 36.0

112,335,724 △ 836,169 △ 0.7 113,171,893 3,209,713 2.9

98,227,240 △ 1,622,120 △ 1.6 99,849,360 △ 881,363 △ 0.9

50,734,480 △ 654,876 △ 1.3 51,389,356 △ 422,222 △ 0.8

47,492,760 △ 967,244 △ 2.0 48,460,004 △ 459,141 △ 0.9

14,108,484 785,951 5.9 13,322,533 4,091,076 44.3

6,688,252 762,990 12.9 5,925,262 2,426,576 69.4

7,420,232 22,961 0.3 7,397,271 1,664,500 29.0

17,447,041 △ 371,759 △ 2.1 17,818,800 △ 21,176 △ 0.1

16,104,064 △ 414,168 △ 2.5 16,518,232 △ 334,869 △ 2.0

7,083,077 △ 132,871 △ 1.8 7,215,948 △ 100,130 △ 1.4

9,020,987 △ 281,297 △ 3.0 9,302,284 △ 234,739 △ 2.5

1,342,977 42,409 3.3 1,300,568 313,693 31.8

464,235 34,879 8.1 429,356 170,271 65.7

878,741 7,529 0.9 871,212 143,422 19.7

178 1 0.6 177 0 0.0

147 0 0.0 147 0 0.0

31 1 3.3 30 0 0.0

52,218 66 0.1 52,152 △ 27 △ 0.1

44,913 5 0.0 44,908 △ 18 0.0

7,305 61 0.8 7,244 △ 9 △ 0.1

306,928 △ 3,132 △ 1.0 310,060 △ 361 △ 0.1

268,380 △ 5,180 △ 1.9 273,560 △ 2,415 △ 0.9

38,548 2,048 5.6 36,500 2,054 6.0

47,670 △ 1,149 △ 2.4 48,819 △ 1,036 △ 2.1

44,000 △ 1,255 △ 2.8 45,255 △ 918 △ 2.0

3,669 106 3.0 3,563 △ 119 △ 3.2

85,670 △ 1,031 △ 1.2 86,701 △ 1,517 △ 1.7

366 1 0.3 365 0 0.0

366 1 0.3 365 0 0.0

366 1 0.3 365 97 36.2

673 △ 26 △ 3.7 699 △ 53 △ 7.0

660 △ 25 △ 3.6 685 2 0.3

13 △ 1 △ 7.1 14 △ 55 △ 79.7

備考：１　営業キロ程，在籍車両数及び職員数は，年度末現在の数値である。

　　　２　運転走行キロは，客車の延走行距離である。

　　　３　乗車人員及び乗車料収入には，福祉対策分を含む。なお，乗車人員には，両線乗継人員を含む。

　　　４　１キロ平均通過人員＝１日当たり延人キロ÷営業キロ程

項   　　  目

営 業 キ ロ 程

在 籍 車 両 数

平　　成　　15　　年　　度 平　　成　　14　　年　　度

実　　数
対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

実　　数
対前年度
増　　減

対前年度
増 減 率

運 転 走 行 キ ロ

乗 車 人 員

運 転 車 両 数

乗 車 人 員

１キロ平均通過人員

職 員 数

営 業 日 数

資 本 勘 定 支 弁 職 員

一
　
　
日
　
　
平
　
　
均

西 神 ・ 山 手 線

(人)

定 期 外

海 岸 線

定 期

定 期 外

西 神 ・ 山 手 線

定 期

定 期 外

乗 車 料 収 入

第　１　表　　　業　務　量　の　比　較　　　

(千円)

(人)

(日)

西 神 ・ 山 手 線

海 岸 線

西 神 ・ 山 手 線

海 岸 線

西 神 ・ 山 手 線

定 期

損 益 勘 定 支 弁 職 員

海 岸 線

西 神 ・ 山 手 線

海 岸 線

西 神 ・ 山 手 線

(人)

海 岸 線

西 神 ・ 山 手 線

海 岸 線

乗 車 料 収 入

(人)

(千円)

(両)

(㎞)

海 岸 線

定 期

定 期 外

西 神 ・ 山 手 線

海 岸 線

運 転 走 行 キ ロ

(㎞)

(両)

(両)

(㎞)

西 神 ・ 山 手 線

海 岸 線

西 神 ・ 山 手 線

海 岸 線

年
　
　
間
　
　
延

運 転 車 両 数
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(単位　金額：千円，比率：％）

金額(Ａ) 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 26,265,057 100.0 24,987,827 100.0 △ 1,277,230 95.1

(1) 21,788,767 83.0 20,559,891 82.3 △ 1,228,876 94.4

(2) 4,476,290 17.0 4,427,936 17.7 △ 48,354 98.9

1 32,508,869 100.0 32,343,299 100.0 165,570 99.5

(1) 22,950,762 70.6 23,073,575 71.3 △ 122,813 100.5

(2) 9,508,107 29.2 9,221,548 28.5 286,559 97.0

(3) － － 48,176 0.1 △ 48,176 皆増

(4) 50,000 0.2 － － 50,000 －予 備 費

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予算額に比べ

決算額の増減
又 は 不 用 額

執　行　率
（Ｂ／Ａ
×100)

高 速 鉄 道 事 業 収 益

営 業 収 益

高 速 鉄 道 事 業 費

営 業 外 収 益

特 別 損 失

営 業 費 用

営 業 外 費 用

備考: 予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

 

⑵ 資 本 的 収 支 

資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

当年度の資本的収入の決算額は１２２億６，３１３万円である。これに対し，資本的支出の決算 

額は１６２億６，１７５万円で，その不足する額３９億９，８６１万円を消費税資本的収支調整額

７，２６２万円で補てんしているが，なお不足する３９億２，５９９万円は一時借入金で措置して

いる。 

ア 資 本 的 収 入 

資本的収入は，予算額１２６億８，９６１万円に対して決算額１２２億６，３１３万円で，執

行率は９６．６％となっている。これは主として，高速鉄道建設費の減に伴い企業債発行額が減

少したことによる。 

以下，各項目別に決算状況を述べる。 

「企業債」は１００億７，４００万円で，資本的収入の８２．１％を占めている。その内訳は，

高速鉄道建設改良に係る企業債１１億４，３００万円，特例債１１億２，６００万円，高資本費

対策借換債１９億５００万円，資本費負担緩和債５９億円である。特例債は昭和５８年度から平

成２年度までに発行した建設債の利息相当額を対象とするものであり，高資本費対策借換債は，

前々年度における旅客運輸収入に対する資本費の割合が全国平均以上の地下鉄事業について，利

率７％以上の公庫債につき，借換を認めるものである。資本費負担緩和債は，資金不足のある地

下鉄事業について資本費負担を長期にわたって平準化し，資金不足の緩和を図るためのものであ

る。 

「出資金」は３億円で，高速鉄道建設改良費に係る起債対象額のうち，地下鉄建設改良分につ

いては２０％相当額，ニュータウン鉄道建設改良分については１０％相当額をそれぞれ一般会計

から受け入れるものである。 
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(単位　金額：千円，比率：％）

1 12,689,618 100.0 12,263,137 100.0 △ 426,481 96.6

(1) 10,339,000 81.5 10,074,000 82.1 △ 265,000 97.4

ア 1,308,000 10.3 1,143,000 9.3 △ 165,000 87.4

イ 1,131,000 8.9 1,126,000 9.2 △ 5,000 99.6

ウ 2,000,000 15.8 1,905,000 15.5 △ 95,000 95.3

エ 5,900,000 46.5 5,900,000 48.1 － 100.0

(2) 309,000 2.4 300,000 2.4 △ 9,000 97.1

(3) 674,889 5.3 728,371 5.9 53,482 107.9

ア 624,889 4.9 619,712 5.1 △ 5,177 99.2

イ 50,000 0.4 47,700 0.4 △ 2,300 95.4

ウ － － 60,959 0.5 60,959 皆増

(4) 545,361 4.3 500,278 4.1 △ 45,083 91.7

(5) 681,402 5.4 631,055 5.1 △ 50,347 92.6

(6) 139,966 1.1 29,433 0.2 △ 110,533 21.0

1 16,729,289 100.0 16,261,751 100.0 467,538 97.2

(1) 1,789,635 10.7 1,665,859 10.2 123,776 93.1

ア 477,797 2.9 376,109 2.3 101,688 78.7

イ 74,835 0.4 71,741 0.4 3,094 95.9

ウ 134,574 0.8 124,810 0.8 9,764 92.7

エ 490,195 2.9 486,195 3.0 4,000 99.2

オ 441,413 2.6 441,412 2.7 1 100.0

カ 11,591 0.1 11,591 0.1 0 100.0

キ 16,314 0.1 11,802 0.1 4,512 72.3

ク 127,953 0.8 127,236 0.8 717 99.4

ケ 14,963 0.1 14,963 0.1 1 100.0

(2) 30,000 0.2 18,337 0.1 11,663 61.1

(3) 13,567,342 81.1 13,433,681 82.6 133,661 99.0

(4) 640,910 3.8 512,819 3.2 128,091 80.0

(5) 681,402 4.1 631,055 3.9 50,347 92.6

(6) 20,000 0.1 － － 20,000 －

　備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

そ の 他 補 助 金

予 備 費

特 例 債

資 本 的 支 出

高 速 鉄 道 建 設 費

出 資 金

補 助 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

財 産 収 入

基 金 繰 入 金

第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　　目

予　算　額 決　算　額 予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)金　額

（Ａ）
構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

構 成
比 率

資 本 的 収 入

企 業 債

企 業 債

資 本 費 負 担 緩 和 債

高 資 本 費 対 策 借 換 債

雑 収 入

建 物 費

線 路 設 備 費

電 路 設 備 費

車 両 費

機 械 装 置 費

工 具 器 具 備 品 費

諸 権 利 費

総 係 費

受 託 工 事 費

投 資

保 証 金 返 還 金

付 帯 事 業 建 設 費

企 業 債 償 還 金

 

「補助金」は７億２，８３７万円で，資本的収入の５．９％を占めている。主なものは，他会

計補助金６億１，９７１万円であり，企業債特別分元金償還金補助金５億７１７万円，大規模改

良工事補助金５，３００万円等を一般会計から受け入れたものである。 

「財産収入」は５億２７万円で，全額が基金運用益である。 

「基金繰入金」は６億３，１０５万円で，保証金の返還に充当されている。 

イ 資 本 的 支 出 

資本的支出は，予算額１６７億２，９２８万円に対して決算額１６２億６，１７５万円で，執

行率は９７．２％となっている。 
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以下，各項目別に決算状況を述べる。 

(ｱ) 高速鉄道建設費 

高速鉄道建設費は１６億６，５８５万円で，資本的支出の１０．２％を占めている。なお，

落札差額等による不用額１億２，３７７万円を生じたため，執行率は９３．１％となっている。 

「建物費」は３億７，６１０万円で，主な内訳は，湊川公園駅エレベーター増設工事 

８，４４２万円及び湊川公園駅省エネルギー化工事７，７７０万円である。 

「電路設備費」は１億２，４８１万円で，主なものは，名谷車庫連動装置等更新１億円であ

る。 

「車両費」は４億８，６１９万円で，主な内訳は，車体改修・制御装置更新１億４，２３８

万円及びＡＴＣ／ＡＴＯ更新９，０４７万円である。 

「機械装置費」は４億４，１４１万円で，主な内訳は，誘導無線装置更新１億２，９６１万

円及び運転指令所統合化工事１億円である。 

「総係費」は１億２，７２３万円で，資本勘定支弁職員に係る人件費及び諸経費である。 

(ｲ) 企業債償還金 

企業債償還金は１３４億３，３６８万円で，資本的支出の８２．６％を占めており，主な内

訳は，高速鉄道建設改良に係る企業債の元金償還１０４億４７６万円及び特例債の元金償還 

２２億８，０８５万円である。 

(ｳ) 投    資 

投資は５億１，２８１万円で，主に基金造成費である。 

(ｴ) 保証金返還金 

保証金返還金は６億３，１０５万円で，駅ビル等の賃貸に係る保証金等の返還金である。 

 

３ 経 営 成 績 

⑴ 損 益 状 況 

損益状況の推移をみると，第４－１表のとおりである。 

当年度は，収益２４０億２，４０２万円に対して費用３１４億５７２万円で，差引７３億 

８，１７０万円の経常損失となっている。海岸線にかかる減価償却開始時期を修正したこと等によ

り過年度修正分として特別損失４，８１７万円を計上したため，当年度純損失は７４億２，９８７

万円となり，前年度繰越欠損金９４５億７，８２４万円を加えた当年度未処理欠損金は１，０２０

億８１１万円となっている。 

前年度と比べると，収益が１７億６，４３７万円（７．９％）増加し，費用が６億９，６９５万

円（２．２％）減少した結果，経常損失は２４億６，１３２万円改善している。営業収支比率は 

８５．６％と，前年度に比べ１．４ポイント低下しているが，特例債元金償還金補助金が収益的収
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入に変更されたことにより営業外収支が改善したため，経常収支比率は７６．５％と，前年度に比

べ７．２ポイント上昇している。 

なお，線別の損益状況は第４－２表のとおりである。 

 

(A) 24,024,028 100.0 1,764,375 7.9 22,259,653 100.0 15,985 0.1

(a) 19,596,346 81.6 △ 439,867 △ 2.2 20,036,213 90.0 △ 245,306 △ 1.2

17,262,935 71.9 △ 373,705 △ 2.1 17,636,640 79.2 △ 32,919 △ 0.2

184,105 0.8 1,946 1.1 182,159 0.8 11,742 6.9

947,273 3.9 △ 41,577 △ 4.2 988,850 4.4 △ 78,236 △ 7.3

1,202,032 5.0 △ 26,530 △ 2.2 1,228,562 5.5 △ 145,895 △ 10.6

4,427,682 18.4 2,204,242 99.1 2,223,440 10.0 261,290 13.3

25 0.0 △ 4 △ 13.8 29 0.0 △ 3,255 △ 99.1

3,593,531 15.0 2,182,001 154.6 1,411,530 6.3 331,016 30.6

60,529 0.3 7,180 13.5 53,349 0.2 △ 36,038 △ 40.3

224,000 0.9 0 0.0 224,000 1.0 0 0.0

500,000 2.1 0 0.0 500,000 2.2 △ 9,000 △ 1.8

49,596 0.2 15,064 43.6 34,532 0.2 △ 21,433 △ 38.3

(B) 31,405,728 100.0 △ 696,954 △ 2.2 32,102,682 100.0 1,433,386 4.7

(b) 22,880,310 72.9 △ 142,208 △ 0.6 23,022,518 71.7 976,476 4.4

4,411,355 14.0 △ 54,347 △ 1.2 4,465,702 13.9 189,509 4.4

線 路 保 存 費 317,476 1.0 11,026 3.6 306,450 1.0 27,487 9.9

電 路 保 存 費 439,758 1.4 33,141 8.2 406,617 1.3 △ 175,719 △ 30.2

車 両 保 存 費 800,251 2.5 12,969 1.6 787,282 2.5 44,365 6.0

運 転 費 603,792 1.9 △ 27,153 △ 4.3 630,945 2.0 △ 11,410 △ 1.8

運 輸 費 1,557,754 5.0 11,540 0.7 1,546,214 4.8 225,806 17.1

運 輸 管 理 費 463,004 1.5 △ 49,036 △ 9.6 512,040 1.6 15,527 3.1

一 般 管 理 費 229,321 0.7 △ 46,832 △ 17.0 276,153 0.9 63,452 29.8

7,573,940 24.1 △ 180,815 △ 2.3 7,754,755 24.2 347,790 4.7

10,895,015 34.7 92,954 0.9 10,802,061 33.6 439,177 4.2

8,525,417 27.1 △ 554,748 △ 6.1 9,080,165 28.3 456,910 5.3

8,023,185 25.5 △ 556,884 △ 6.5 8,580,069 26.7 464,227 5.7

500,000 1.6 0 0.0 500,000 1.6 0 0.0

2,232 0.0 2,136 ほぼ皆増 96 0.0 △ 7,316 △ 98.7

△ 7,381,700 － 2,461,329 － △ 9,843,029 － △ 1,417,401 －

(D) － － － － － － － －

(E) 48,176 － 48,176 皆増 － － － －

△ 7,429,876 － 2,413,153 － △ 9,843,029 － △ 1,417,401 －

85.6 － △ 1.4 － 87.0 － △ 5.0 －

76.5 － 7.2 － 69.3 － △ 3.2 －

備考：14年度未処理欠損金128,110,763千円を,資本剰余金33,532,520千円で欠損金処理したため,繰越欠損金は94,578,243千円である。

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ）

(F+G)

付 帯 事 業 収 入

県 補 助 金

基 金 繰 入 金

他 会 計 繰 出 金

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 配 当 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

雑 収 入

人 件 費

営　業　収　支　比　率　(a/b×100)

経　常　収　支　比　率　(A/B×100)

(G)

経 常 損 益 (C=A-B)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ）

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

収 益

営 業 収 益

対前年度
増 減 率

金   額
対前年度
増 減 率

平　　成　　15　　年　　度 平　　成　　14　　年　　度

(単位　金額：千円，比率：％)

第　４－１　表　　　損　　益　　状　　況　　の　　比　　較　　　

運 輸 収 入

他 会 計 負 担 金

運 輸 雑 収 入

対前年度
増　　減

項     目
金   額

構成
比率

構成
比率

対前年度
増　　減

減 価 償 却 費

費 用

営 業 費 用

経 費

営 業 外 費 用

支払利息及企業債諸費

雑 支 出

23,689,491 －

26,102,644

△ 94,578,243 －

△ 102,008,119 － －

△ 118,267,734

△ 128,110,763

－

－

△ 8,425,628

△ 9,843,029

－

－
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 ⑵ 収    益 

ア 営 業 収 益 

営業収益は１９５億９，６３４万円で，前年度に比べ４億３，９８６万円（２．２％）減少し

ている。 

「運輸収入」は１７２億６，２９３万円で，収益の７１．９％を占めており，海岸線において

乗車人員の増加により４，２１０万円増加したが，西神・山手線で乗車人員の減少により４億 

１，５８１万円減少したため，全線では前年度に比べ３億７，３７０万円（２．１％）減少して

いる。 

「運輸雑収入」は９億４，７２７万円で，広告料及び土地物件貸付料等であり，前年度に比べ

４，１５７万円（４．２％）減少している。 

「付帯事業収入」は１２億２０３万円で，付帯事業として建設した駅ビル等の賃貸料であり，

前年度に比べ２，６５３万円（２．２％）減少している。 

イ 営 業 外 収 益 

営業外収益は４４億２，７６８万円で，前年度に比べ２２億４２４万円（９９．１％）増加し

ている。 

「他会計補助金」は３５億９，３５３万円で，一般会計からの補助金であり，前年度に比べ 

２１億８，２００万円（１５４．６％）増加している。これは主として，当年度より特例債元金

償還金補助金が収益的収入とされたことによる。 

「県補助金」は２億２，４００万円で，西神・山手線の建設費償還金に係る補助金である。 

「基金繰入金」は５億円で，自動車事業会計への繰出金の財源として基金から繰り入れたもの

である。 

⑶ 費    用 

ア 営 業 費 用 

営業費用は２２８億８，０３１万円で，前年度に比べ１億４，２２０万円（０．６％）減少し

ている。 

「経費」は４４億１，１３５万円で，前年度に比べ５，４３４万円（１．２％）減少している。

これは主として，水道光熱費，動力費等の削減及び一般会計負担金の減による一般管理費の減少

による。 

「人件費」は７５億７，３９４万円で，損益勘定支弁職員に係るものであり，主として，定数

減及び給与削減により，前年度に比べ１億８，０８１万円（２．３％）減少している。 

「減価償却費」は１０８億９，５０１万円で，費用の３４．７％を占めており，海岸線に係る

資産計上の修正等により，前年度に比べ９，２９５万円（０．９％）増加している。 
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イ 営 業 外 費 用 

営業外費用は８５億２，５４１万円で，前年度に比べ５億５，４７４万円（６．１％）減少し

ている。 

「支払利息及企業債諸費」は８０億２，３１８万円で，費用の２５．５％を占めており，主な

内訳は，企業債利子７６億７，９８２万円及び特例債利子２億３，４０４万円である。高資本費

対策借換債を発行したこと等により，前年度に比べ５億５，６８８万円（６．５％）減少してい

る。 

「他会計繰出金」は５億円で，地下鉄沿線関連バス運行経費の収支差負担の軽減を目的として，

自動車事業会計へ繰り出したものである。 

 

(A) 21,309,718 100.0 1,750,438 8.9 19,559,280 100.0

(a) 18,086,471 84.9 △ 464,842 △ 2.5 18,551,313 94.8

3,223,247 15.1 2,215,281 219.8 1,007,966 5.2

(B) 19,026,952 100.0 △ 574,288 △ 2.9 19,601,240 100.0

(b) 13,381,528 70.3 △ 14,636 △ 0.1 13,396,164 68.3

5,645,424 29.7 △ 559,652 △ 9.0 6,205,076 31.7

4,704,943 － △ 450,207 △ 8.7 5,155,150 －

2,282,766 － 2,324,727 － △ 41,961 －

営 業 収 支 比 率　　(a/b×100) 135.2 － △ 3.3 － 138.5 －

経 常 収 支 比 率  　(A/B×100) 112.0 － 12.2 － 99.8 －

(A) 2,714,310 100.0 13,937 0.5 2,700,373 100.0

(a) 1,509,875 55.6 24,976 1.7 1,484,899 55.0

1,204,434 44.4 △ 11,040 △ 0.9 1,215,474 45.0

(B) 12,378,776 100.0 △ 122,666 △ 1.0 12,501,442 100.0

(b) 9,498,782 76.7 △ 127,572 △ 1.3 9,626,354 77.0

2,879,994 23.3 4,906 0.2 2,875,088 23.0

△ 7,988,907 － 152,547 － △ 8,141,454 －

△ 9,664,466 － 136,603 － △ 9,801,069 －

営 業 収 支 比 率　　(a/b×100) 15.9 － 0.5 － 15.4 －

経 常 収 支 比 率  　(A/B×100) 21.9 － 0.3 － 21.6 －

第　４－２　表　　　線　　別　　損　　益　　状　　況

営 業 費 用

(単位　金額：千円，比率：％)

平　　成　　15　　年　　度 平　成　14　年　度

営 業 収 益

収 益

対前年度
増 減 率

金   額
構成
比率

対前年度
増　　減

営 業 外 収 益

項     目
金   額

構成
比率

費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

営 業 損 益 (a-b)

経 常 損 益 (A-B)

海
　
　
岸
　
　
線

収 益

費 用

営 業 外 費 用

営 業 損 益 (a-b)

経 常 損 益 (A-B)

西
神
･
山
手
線

営 業 外 収 益

営 業 収 益
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⑷ 単位当たりの営業収益と営業費用 

１車１キロ当たり（電車１両が営業運転により１キロ走行した場合）の営業収益と営業費用の推

移をみると，第５表のとおりである。 

全線についてみると，営業収益は１，０２５円３６銭で，前年度に比べ２７円２１銭（２．６％）

減少しているのに対して，営業費用は１，１９７円１８銭で，前年度に比べ１２円２７銭（１．０％）

減少している。この結果，１車１キロ当たりの営業損失は，前年度に比べ１４円９５銭増加し， 

１７１円８３銭となっている。 

これを線別にみると，西神・山手線においては，主として乗車料収入の減少により，１車１キロ

当たりの営業利益は，前年度に比べ２８円２８銭減少し，２８６円２２銭となっている。 

(単位　金額：円，比率：％)  

912.90 89.0 △ 23.18 △ 2.5 936.08 88.9 △ 36.55 △ 3.8

112.46 11.0 △ 4.03 △ 3.5 116.49 11.1 △ 16.62 △ 12.5

1,025.36 100.0 △ 27.21 △ 2.6 1,052.57 100.0 △ 53.18 △ 4.8

396.30 33.1 △ 11.08 △ 2.7 407.38 33.7 3.55 0.9

230.82 19.3 △ 3.78 △ 1.6 234.60 19.4 1.46 0.6

570.07 47.6 2.60 0.5 567.47 46.9 2.49 0.4

1,197.18 100.0 △ 12.27 △ 1.0 1,209.45 100.0 7.50 0.6

△ 171.83 － △ 14.95 － △ 156.88 － △ 60.68 －

38.6 － △ 0.1 － 38.7 － 2.2 －

979.68 89.0 △ 28.06 △ 2.8 1,007.74 89.0 △ 20.00 △ 1.9

120.60 11.0 △ 3.43 △ 2.8 124.03 11.0 △ 13.65 △ 9.9

1,100.28 100.0 △ 31.49 △ 2.8 1,131.77 100.0 △ 33.65 △ 2.9

336.97 41.4 14.67 4.6 322.30 39.4 △ 32.51 △ 9.2

190.15 23.4 △ 10.89 △ 5.4 201.04 24.6 △ 12.16 △ 5.7

286.94 35.2 △ 6.99 △ 2.4 293.93 36.0 △ 2.96 △ 1.0

814.06 100.0 △ 3.21 △ 0.4 817.27 100.0 △ 47.62 △ 5.5

286.22 － △ 28.28 － 314.50 － 13.97 4.6

30.6 － 2.1 － 28.5 － △ 1.9 －

502.29 88.9 10.41 2.1 491.88 87.6 △ 15.83 △ 3.1

62.42 11.1 △ 7.30 △ 10.5 69.72 12.4 △ 24.89 △ 26.3

564.72 100.0 3.12 0.6 561.60 100.0 △ 40.72 △ 6.8

761.06 21.4 △ 173.77 △ 18.6 934.83 25.7 117.46 14.4

480.86 13.5 38.19 8.6 442.67 12.2 41.30 10.3

2,310.78 65.0 47.53 2.1 2,263.25 62.2 △ 563.42 △ 19.9

3,552.70 100.0 △ 88.05 △ 2.4 3,640.75 100.0 △ 404.67 △ 10.0

△ 2,987.98 － 91.17 － △ 3,079.15 － 363.95 －

134.8 － △ 31.7 － 166.5 － 30.8 －

備考：１　営業収益の｢乗車料収入｣は,運輸収入及び他会計負担金である。

　　　２　営業収益の｢その他｣は,運輸雑収入及び付帯事業収入である。　

　　　３　収益・費用の線別区分については，営業キロ程等により按分したものが含まれている。

平　　成　　15　　年　　度

金   額
構成
比率

対前年度
増　　減

対前年度
増 減 率

西
神
・
山
手
線

海
　
　
岸
　
　
線

全
　
　
　
　
　
線

人 件 費

経 費

減 価 償 却 費

営
業
費
用

計

乗 車 料 収 入

人 件 費

経 費

減 価 償 却 費

計

営
業
収
益

計

経 費

計

減 価 償 却 費

乗 車 料 収 入

そ の 他

平　　成　　14　　年　　度

項     目
金   額

対前年度
増 減 率

構成
比率

対前年度
増　　減

人 件 費

乗 車 料 収 入

そ の 他

計

営 業 損 益

人件費／営業収益×100

営 業 損 益

人件費／営業収益×100

営
業
収
益

営
業
費
用

そ の 他

計

営
業
費
用

営 業 損 益

人件費／営業収益×100

営
業
収
益

第　５　表　　　高速鉄道事業走行１車１キロ当たりの営業収益と営業費用
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海岸線においては，営業収益が微増し，人件費が減少したため，１車１キロ当たりの営業損失は， 

前年度に比べ９１円１７銭改善している。しかし，減価償却費が多大なため，２，９８７円９８銭 

の営業損失となっている。 

４ 財 政 状 態 

平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第６表のとおりである。以下，主な

項目について述べる。 

⑴ 資    産 

資産総額は３，８２４億８，９４８万円で，前年度末に比べ９９億８，４４５万円（２．５％）

減少している。 

ア 固 定 資 産 

固定資産は３，７８４億６６４万円で，前年度末に比べ９９億２，１１７万円（２．６％）減

少している。 

(ｱ) 運送施設固定資産 

運送施設固定資産は３，３３２億８，９４４万円で，前年度末に比べ９１億３，５３４万円

（２．７％）減少している。 

「土地」は１１１億５，３３６万円で，海岸線に係る資産計上の修正により，前年度末に比

べ１１億５，９５６万円増加している。 

「建物」は４５５億６，２８４万円で，前年度末に比べ３億７，４０７万円（０．８％）減

少している。これは，資産計上の修正等により１０億５，７２６万円増加したが，減価償却に

より１４億３，１３３万円減少したことによる。 

「線路設備」は２，２６３億５０３万円で，前年度末に比べ４８億１，１４９万円 

（２．１％）減少している。これは，市の子高架橋工事等により２億３，７７９万円増加した

ものの，減価償却等により５０億４，９２８万円減少したことによる。 

「電路設備」は１９７億６，９３３万円で，前年度末に比べ１８億２，５３３万円（８．５％）

減少している。これは，列車非常停止装置等により４，６９５万円増加したものの，減価償却

等により１８億７，２２８万円減少したことによる。 

「車両」は９１億７，３１４万円で，前年度末に比べ１３億６，３５７万円（１２．９％）

減少している。これは，車体改修・制御装置更新及びＡＴＣ／ＡＴＯ更新等により４億 

６，３０４万円増加したものの，減価償却等により１８億２，６６１万円減少したことによる。 

「機械装置」は１８５億６，８０１万円で，前年度末に比べ１４億５３９万円（７．０％）

減少している。これは，列車誘導無線装置等により６億３，０７３万円増加したものの，資産

計上の修正等により２０億３，６１２万円減少したことによる。 
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(ｲ) 付帯事業固定資産 

付帯事業固定資産は５４億３，５１３万円で，前年度末に比べ１億９，２２３万円（３．４％）

減少している。これは，伊川谷駅前広場調整池の受贈等により，1 億２，５９０万円増加した

ものの，減価償却により３億１，８１４万円減少したことによる。 

(ｳ) 投    資 

投資は３９２億６，１３４万円で，前年度末に比べ６億１，８２３万円（１．６％）減少し

ている。このうち「基金」は３９２億９７４万円で，当年度は５億１，１４１万円を造成し，

１１億３，１０５万円を取り崩している。基金取崩額の内訳は，自動車事業会計へ繰出すため

の財源として５億円及び保証金等返還金６億３，１０５万円である。 

イ 流 動 資 産 

流動資産は４０億８，２８４万円で，前年度末に比べ６，３２８万円（１．５％）減少してい

る。これは主として，「未収金」が減少したことによる。 

⑵ 負    債 

負債総額は４４０億２，０００万円で，前年度末に比べ４４億４０４万円（１１．１％）増加し

ている。 

ア 固 定 負 債 

固定負債は３０４億４，１１１万円で，前年度末に比べ４１億２，２５５万円（１５．７％）

増加している。 

「特例債」は１０２億３，８１４万円で，新たに１１億２，６００万円発行し，２２億 

８，０８５万円償還したことにより，前年度末に比べ１１億５，４８５万円（１０．１％）減少

している。 

「資本費負担緩和債」は，１３７億５，４００万円で，前年度末に比べ５９億円（７５．１％）

増加している。 

「その他固定負債」は６４億８７３万円で，駅ビル等の賃貸に係る保証金等である。 

イ 流 動 負 債 

流動負債は１３５億７，８８８万円で，前年度末に比べ２億８，１４９万円（２．１％）増加

している。これは主として「未払金」が増加したことによる。 

⑶ 資    本 

資本総額は３，３８４億６，９４８万円で，前年度末に比べ１４３億８，８５０万円（４．１％）

減少している。 

ア 資  本  金 

資本金は２，９９７億１９９万円で，前年度末に比べ７８億２１４万円（２．５％）減少して

いる。 
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「自己資本金」は７８３億７，１９０万円で，一般会計から出資金を受け入れたことにより，

前年度末に比べ３億円（０．４％）増加している。 

「借入資本金」は２，２１３億３，００９万円で，前年度末に比べ８１億２１４万円 

（３．５％）減少している。これは「企業債」を１１億４，３００万円発行し，１０４億 

２０８万円償還したこと及び「高資本費対策借換債」を１９億５００万円発行し，７億 

４，８０６万円償還したことによる。 

イ 剰  余  金 

剰余金は３８７億６，７４８万円で，前年度末に比べ６５億８，６３５万円（１４．５％）減

少している。 

(ｱ) 資 本 剰 余 金 

資本剰余金は１，４０７億７，５６０万円で，前年度末に比べ３２６億８，８９９万円 

（１８．８％）減少している。 

「建設補助金」は７４８億３，６７３万円で，地下高速鉄道整備事業費補助金等を受け入れ

たことにより，前年度末に比べ１億７，８６９万円（０．２％）増加している。 

「他会計補助金」は３３億７，１９１万円であり，既往の特例債元金償還金補助金に相当す

る３３５億３，２５２万円を議会の議決を経て取崩し，繰越欠損金を埋めたことなどにより，

前年度末に比べ３２９億８，２８３万円減少している。 

 (ｲ) 欠  損  金 

欠損金は，当年度純損失７４億２，９８７万円と，前年度未処理欠損金１，２８１億 

１，０７６万円から前年度欠損金処理額３３５億３，２５２万円を差し引いた繰越欠損金年度

末残高９４５億７，８２４万円とを合わせ，１，０２０億８１１万円となっている。 

⑷ キャッシュ・フローの状況 

当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第７表のとおりである。 

営業活動において，減価償却費などにより，３４億１，２４１万円のキャッシュを生じ，投資活

動において，建設改良などのため，５億６，５６８万円のキャッシュを使用した。また，財務活動

において，企業債償還額が企業債収入を上回ったことなどにより，２８億６，０３０万円のキャッ

シュを使用した。 

この結果，平成１５年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ１，３５７万円減少し，３１

億９６４万円となっている。 
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382,489,484 100.0 392,473,938 100.0 △ 9,984,454 △ 2.5
Ⅰ 378,406,640 98.9 388,327,810 98.9 △ 9,921,170 △ 2.6

1 333,289,445 87.1 342,424,785 87.2 △ 9,135,340 △ 2.7
(1) 331,570,269 86.7 340,253,627 86.7 △ 8,683,358 △ 2.6

ア 土 地 11,153,361 2.9 9,993,795 2.5 1,159,566 11.6
　 イ 建 物 45,562,845 11.9 45,936,917 11.7 △ 374,072 △ 0.8

ウ 線 路 設 備 226,305,034 59.2 231,116,530 58.9 △ 4,811,496 △ 2.1
　 エ 電 路 設 備 19,769,337 5.2 21,594,669 5.5 △ 1,825,332 △ 8.5

オ そ の 他 構 築 物 889,621 0.2 954,807 0.2 △ 65,186 △ 6.8
　 カ 車 両 9,173,146 2.4 10,536,719 2.7 △ 1,363,573 △ 12.9

キ 機 械 装 置 18,568,019 4.9 19,973,410 5.1 △ 1,405,391 △ 7.0
ク 工 具 器 具 備 品 148,905 0.0 146,781 0.0 2,124 1.4

　　 (2) 1,719,176 0.4 2,171,157 0.6 △ 451,981 △ 20.8
　 ア 電気ｶﾞｽ供給施設利用権 221,995 0.1 168,747 0.0 53,248 31.6

イ 電 話 施 設 利 用 権 6,178 0.0 6,109 0.0 69 1.1
ウ 地 上 権 1,459,964 0.4 1,958,197 0.5 △ 498,233 △ 25.4

　 エ 通 行 権 26,677 0.0 36,332 0.0 △ 9,655 △ 26.6
オ ソ フ ト ウ ェ ア 4,362 0.0 1,772 0.0 2,590 146.2

　２ 5,435,131 1.4 5,627,370 1.4 △ 192,239 △ 3.4
　 (1) 5,435,131 1.4 5,627,370 1.4 △ 192,239 △ 3.4
３ 396,000 0.1 373,555 0.1 22,445 6.0
４ 22,523 0.0 22,523 0.0 0 0.0
５ 2,200 0.0 － － 2,200 皆増
６ 39,261,341 10.3 39,879,578 10.2 △ 618,237 △ 1.6

(1) 51,600 0.0 50,200 0.0 1,400 2.8
(2) 39,209,741 10.3 39,829,378 10.1 △ 619,637 △ 1.6

Ⅱ 4,082,843 1.1 4,146,128 1.1 △ 63,285 △ 1.5
１ 3,109,645 0.8 3,123,220 0.8 △ 13,575 △ 0.4
２ 850,511 0.2 903,384 0.2 △ 52,873 △ 5.9
３ 111,716 0.0 108,160 0.0 3,556 3.3
４ 10,972 0.0 11,364 0.0 △ 392 △ 3.4

382,489,484 100.0 392,473,938 100.0 △ 9,984,454 △ 2.5
44,020,003 11.5 39,615,956 10.1 4,404,047 11.1

Ⅰ 30,441,115 8.0 26,318,563 6.7 4,122,552 15.7
1 10,238,143 2.7 11,393,000 2.9 △ 1,154,857 △ 10.1

　２ 13,754,000 3.6 7,854,000 2.0 5,900,000 75.1
３ 40,238 0.0 42,913 0.0 △ 2,675 △ 6.2
４ 6,408,734 1.7 7,028,650 1.8 △ 619,916 △ 8.8

Ⅱ 13,578,888 3.6 13,297,393 3.4 281,495 2.1
　１ 8,600,000 2.2 8,600,000 2.2 0 0.0
　２ 3,825,374 1.0 3,488,838 0.9 336,536 9.6
　３ 1,053,677 0.3 1,109,668 0.3 △ 55,991 △ 5.0
　４ 99,368 0.0 98,461 0.0 907 0.9

５ 470 0.0 426 0.0 44 10.3

338,469,481 88.5 352,857,982 89.9 △ 14,388,501 △ 4.1
Ⅰ 299,701,995 78.4 307,504,144 78.4 △ 7,802,149 △ 2.5

１ 78,371,900 20.5 78,071,900 19.9 300,000 0.4
(1) 145,900 0.0 145,900 0.0 0 0.0
(2) 78,226,000 20.5 77,926,000 19.9 300,000 0.4

２ 221,330,095 57.9 229,432,244 58.5 △ 8,102,149 △ 3.5
(1) 217,510,197 56.9 226,584,284 57.7 △ 9,074,087 △ 4.0
(2) － － 185,000 0.0 △ 185,000 皆減
(3) 3,819,898 1.0 2,662,960 0.7 1,156,938 43.4

Ⅱ 38,767,486 10.1 45,353,838 11.6 △ 6,586,352 △ 14.5
１ 140,775,605 36.8 173,464,601 44.2 △ 32,688,996 △ 18.8

(1) 1,026,302 0.3 911,426 0.2 114,876 12.6
(2) 7,461,283 2.0 7,461,283 1.9 0 0.0
(3) 74,836,734 19.6 74,658,043 19.0 178,691 0.2
(4) 37,844,404 9.9 37,844,404 9.6 0 0.0
(5) 16,065,077 4.2 16,064,799 4.1 278 0.0
(6) 3,371,914 0.9 36,354,753 9.3 △ 32,982,839 △ 90.7
(7) 169,892 0.0 169,892 0.0 0 0.0

２ △ 102,008,119 △ 26.7 △ 128,110,763 △ 32.6 26,102,644 －
(△7,429,876) － (△9,843,029) － (2,413,153 ) －

備考：１　有形固定資産の減価償却累計額は，148,269,746千円である。
　　　２　特定収入による資本的支出に係る控除対象外消費税は，資本剰余金と相殺している。
　　　３　14年度未処理欠損金128,110,763千円を，資本剰余金33,532,520千円で欠損金処理したため，繰越欠損金は

94,578,243千円である。

未 収 金
貯 蔵 品
そ の 他 流 動 資 産

投 資 有 価 証 券
基 金

流 動 資 産
現 金 預 金

運 送 施 設 建 設 仮 勘 定
新 交 通 施 設 建 設 仮 勘 定
付 帯 事 業 建 設 仮 勘 定
投 資

無 形 固 定 資 産

付 帯 事 業 固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

資 産
固 定 資 産

運 送 施 設 固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 設 受 入 寄 付 金
建 設 補 助 金

欠 損 金
（うち当年度純損失）

他 会 計 繰 入 金
基 金 収 入 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

前 受 金
預 り 金

資 本 剰 余 金
受 贈 財 産 評 価 額

自 己 資 本 金
自 己 資 本 金
他 会 計 出 資 金

借 入 資 本 金
企 業 債
企 業 債 前 借 金

そ の 他 固 定 負 債
流 動 負 債

一 時 借 入 金
未 払 金

構成
比率

対前年度
増 減 率

第　６　表　　　高速鉄道事業会計比較貸借対照表　　
(単位  金額:千円，比率:％）

科        目
平成15年度末 平成14年度末

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

金　　額
（Ｂ）

そ の 他 流 動 負 債

資 本
資 本 金

負 債 及 び 資 本
負 債

固 定 負 債
特 例 債
資 本 費 負 担 緩 和 債
災 害 復 旧 事 業 債

高 資 本 費 対 策 借 換 債
剰 余 金
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(単位　金額：千円） 　

Ⅰ 3,412,415 594,017 2,818,399

　当 年 度 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） △ 7,429,876 △ 9,843,029  

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） △ 500,000 △ 500,000

　減 価 償 却 費 10,895,015 10,802,061  

過 年 度 分 減 価 償 却 費 48,176 －  

固 定 資 産 除 却 損 67,895 41,837  

未 収 金 の 増 減 52,873 2,834,424  

貯 蔵 品 の 増 減 △ 3,556 △ 1,273  

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 392 3,710  

未 払 金 の 増 減 336,536 △ 2,764,371  

前 受 金 の 増 減 △ 55,991 35,240   

預 り 金 の 増 減 907 △ 15,007  

　そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 44 426  

Ⅱ △ 565,681 △ 496,015 △ 69,666

　高 速 鉄 道 建 設 費 △ 1,665,859 △ 1,595,365  

付 帯 事 業 建 設 費 △ 18,337 △ 16,005  

投 資 △ 512,819 △ 522,594  

貸 付 金 － △ 1,610  

財 産 収 入 500,278 435,679  

基 金 繰 入 金 （ 資 本 的 収 入 ） 631,055 702,270  

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） 500,000 500,000

貸 付 金 返 還 金 － 1,610  

Ⅲ △ 2,860,308 △ 463,395 △ 2,396,913

一 時 借 入 金 の 増 減 0 0  

企 業 債 収 入 10,074,000 7,895,000  

出 資 金 収 入 300,000 273,000  

補 助 金 収 入 728,371 2,681,451  

雑 収 入 29,433 96,007  

企 業 債 償 還 金 △ 13,433,681 △ 10,807,266  

保 証 金 返 還 金 △ 631,055 △ 668,670  

　消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 72,625 67,083  

Ⅳ △ 13,574 △ 365,393 351,819

Ⅴ 3,123,220 3,488,613 △ 365,393

Ⅵ 3,109,645 3,123,220 △ 13,574

備考：１　本表は間接法により作成している。

２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

　 　雑収入については，その主たる内容によっている。

３　未収金の増減，貯蔵品の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞれ

　の資産の減少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

現 金 預 金 期 首 残 高

平成14年度

現 金 預 金 期 末 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

投資活動によるキャッシュ・フロー

対前年度増減

第　７　表　　　キ　ャ　ッ　シ　ュ ・ フ　ロ　ー　計　算　書

営業活動によるキャッシュ・フロー

項　　　　目 平成15年度
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５ ま と め 

業務面では，ひとと環境にやさしい地下鉄をめざし，西神・山手線においてエレベーターの増設に

よるバリアフリー化や駅冷房施設の更新による省エネルギー化を推進するとともに，車両連結部転落

防止装置や列車非常停止装置の設置等により，安全性の向上を図った。また，西神中央駅構内にコン

ビニエンスストアをオープンし，定期券発売所の営業時間を延長するなど，利用者サービスの向上と

乗客増加対策に努めた。 

経営面では，純損失が７４億２千万円と，前年度より２４億１千万円減少した。しかし，その主な

原因は特例債元金償還金補助金が資本的収入から収益的収入に変更されたことにより，他会計補助金

が２１億８千万円増加したことにあり，営業収支比率は前年度に引き続き低下している。 

資金面では，増加が見込まれる不良債務について，５９億円の資本費負担緩和債を発行したが，な

お，当年度においてさらに３億４千万円の不良債務を生じている。資金の借り入れ先であった交通事

業基金による資金調達も限界に達し，当年度は期中において特殊当座借越契約にもとづき金融機関か

ら１５億円の一時借入れを行っている。 

地下鉄事業においては，巨額の建設費に伴う資本費負担が極めて大きいという特色があり，企業債

償還額とその主要財源である減価償却費と当年度純利益との比率（企業債償還額対償還財源比率）は，

３８７．６８％と，企業債償還の負担がいかに大きいかが判る。また，第７表（キャッシュ・フロー

計算書）によれば，経常収支の損失のため，莫大な減価償却費を持ってしても企業債の償還を賄いき

れず，さらに企業債を発行してキャッシュを調達する構造になっていることが判る。 

このような厳しい状況のもと，交通局では，「新たな経営計画」（平成１５年２月策定）の中間見直

し作業を平成１６年度に実施し，平成１８年度に海岸線のランニング収支の赤字を全線で解消するこ

とを目標に，駅業務の委託拡大，西神・山手線の職員配置の見直し等による徹底したコスト削減を行

うとしている。 

経営計画における方策を着実に実行することはもちろん，交通需要マネジメント等実証実験の実施

及びその成果を活かしたマイカーから公共機関への利用転換による乗客増を図り，また付帯事業につ

いてもその経営状況を鉄道事業に係る収支とは区別して把握し，効率的な経営による増収努力を図る

など，多角的な経営改善に取り組むとともに，国等に対して制度改正等を粘り強く要望していくよう

希望する。 
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参考資料　 経 　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 98.93 98.94 98.19

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 30.63 31.45 32.12

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 102.57 102.41 102.23

(4) 流 動 比 率 30.07 31.18 45.81

(5) 現 金 預 金 比 率 22.90 23.49 21.75

(6) 負 債 比 率 226.53 217.98 211.32

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 △ 1.92 △ 2.47 △ 2.09

(8) 自 己 資 本 利 益 率 △ 6.18 △ 7.76 △ 6.53

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 △ 16.76 △ 14.90 △ 8.70

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.08 0.08 0.08

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.26 0.25 0.24

(12) 企業債償還額対償還財源比率 387.68 1,126.89 529.32

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。  
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水 道 事 業 会 計 

 

１ 業 務 実 績 

業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

「給水戸数」は，当年度末現在７１万８，４９１戸（箇所）で，前年度末に比べ８，３６２戸 

（１．２％）増加している。 

「給水量」は，１億８，４５５万㎥で，業務用の減等に伴い，前年度に比べ２５０万㎥（１．３％）

減少している。 

「配水量」は，２億６５万㎥で，前年度に比べ３４８万㎥（１．７％）減少している。その水源は，

阪神水道企業団から１億７，２４４万㎥（８５．９％），兵庫県水道用水供給事業から７００万㎥ 

（３．５％）及び千苅貯水池等の自己水源から２，１１９万㎥ （１０．６％）となっている。 

「有効率」は，９４．７％で，配・給水管の整備に努めた結果，前年度に比べ０．３ポイント上昇

している。 

「施設利用率」は，６０．９％で前年度に比べ１．２ポイント低下し，「施設最大利用率」は， 

６８．４％で，前年度に比べ３．９ポイント低下している。 

「配水管延長」は，４，５２０㎞で，西神地区における新設等により，前年度末に比べ５６㎞ 

（１．３％）増加している。 

 

２ 予算の執行状況 

⑴ 収 益 的 収 支 

収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

収益的収入は，予算額４０８億８，６３７万円に対して決算額４００億９，７０７万円で，執行

率は９８．１％となっている。これは主として，給水収益が予定を下回ったことによる。 

収益的支出は，予算額４０４億７，９７８万円に対して決算額３９７億８５３万円で，執行率は

９８．１％となっている。これは主として，人件費，及び委託料等の物件費が予定を下回ったこと

による。 
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第　１　表　　　  業　　務　　量　　の　　比　　較

戸 718,491 8,362 1.2 710,129 9,889 1.4

一 般 用 674,533 8,432 1.3 666,101 10,028 1.5

業 務 用 43,355 △ 50 △ 0.1 43,405 △ 81 △ 0.2

そ の 他 603 △ 20 △ 3.2 623 △ 58 △ 8.5

㎥ 184,559,931 △ 2,507,507 △ 1.3 187,067,438 △ 1,976,576 △ 1.0

一 般 用 143,635,210 △ 824,810 △ 0.6 144,460,020 △ 781,288 △ 0.5

業 務 用 40,040,453 △ 1,405,401 △ 3.4 41,445,854 △ 1,408,028 △ 3.3

そ の 他 884,268 △ 277,296 △ 23.9 1,161,564 212,740 22.4

㎥ 258 △ 7 △ 2.6 265 △ 7 △ 2.5

一 般 用 214 △ 4 △ 1.9 219 △ 5 △ 2.2

業 務 用 923 △ 31 △ 3.2 954 △ 31 △ 3.1

そ の 他 1,443 △ 339 △ 19.0 1,782 425 31.3

㎥ 200,652,240 △ 3,480,710 △ 1.7 204,132,950 △ 1,976,970 △ 1.0

受 水 量 179,455,594 135,364 0.1 179,320,230 1,160,520 0.7

自 己 水 源 21,196,646 △ 3,616,074 △ 14.6 24,812,720 △ 3,137,490 △ 11.2

１日平均配水量 548,230 △ 11,038 △ 2.0 559,268 △ 5,417 △ 1.0

１日最大配水量 615,500 △ 34,820 △ 5.4 650,320 △ 9,430 △ 1.4

㎥ 900,381 0 0.0 900,381 0 0.0

％ 94.7 0.3 － 94.4 0.1 －

％ 60.9 △ 1.2 － 62.1 △ 0.6 －

％ 68.4 △ 3.9 － 72.2 △ 1.1 －

ｍ 4,520,437 56,876 1.3 4,463,561 53,594 1.2

人 827 △ 40 △ 4.6 867 △ 17 △ 1.9

損益勘定支弁職員 人 723 △ 36 △ 4.7 759 △ 15 △ 1.9

資本勘定支弁職員 人 104 △ 4 △ 3.7 108 △ 2 △ 1.8

備考：１　給水戸数，配水能力，配水管延長，職員数は年度末現在の数値である。

　　　３　１戸当たり給水量＝(給水量）/　{（年度当初給水戸数＋年度末給水戸数）÷２}

　　  ４　有効率＝{有収水量(給水量)＋無収水量}/配水量×１００　

　　  ５　施設利用率＝（１日平均配水量/１日配水能力)×１００

　  　６　施設最大利用率＝（１日最大配水量/１日配水能力）×１００

　　　２　給水戸数及び給水量の用途別内訳
　　　　　（一般用）家事用，公共等，（業務用）小売・サービス，製造等，（その他）公衆浴場，共用家事等

対前年度
増 減 率

単位
実　　数 対前年度増減

対前年度
増 減 率

平    成    15    年    度 平    成    14    年    度

実　　数 対前年度増減
項         目

給水戸（箇所）数

給 水 量 （ 年 ）

１戸当たり給水量

施 設 最 大 利 用 率

配 水 管 延 長

職 員 数

配 水 量 ( 年 ）

配 水 能 力 ( 日 ）

有 効 率

施 設 利 用 率
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(単位　金額：千円，比率：％）

金額（Ａ） 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 40,886,372 100.0 40,097,071 100.0 △ 789,301 98.1

(1) 37,554,581 91.9 36,700,234 91.5 △ 854,347 97.7

(2) 3,307,154 8.1 3,352,144 8.4 44,990 101.4

(3) 24,637 0.1 44,693 0.1 20,056 181.4

1 40,479,788 100.0 39,708,530 100.0 771,258 98.1

(1) 37,755,418 93.3 36,830,094 92.8 925,324 97.5

(2) 2,568,980 6.3 2,568,977 6.5 3 100.0

(3) 102,521 0.3 309,459 0.8 △ 206,938 301.8

(4) 52,869 0.1 － － 52,869 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

水 道 事 業 費

特 別 利 益

特 別 損 失

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予算額に比べ

決算額の増減
又 は 不 用 額

執行率
（Ｂ／Ａ
×100)

 

 

⑵ 資 本 的 収 支 

資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

当年度の資本的収入の決算額は８０億１，２６５万円で，翌年度繰越工事資金８，５３５万円を

除く当年度財源充当額は７９億２，７２９万円である。これに対し，資本的支出の決算額は１６９

億３，６２８万円となっており，その不足する額９０億８９８万円を消費税資本的収支調整額３億

２，０６９万円及び損益勘定留保資金８６億８，８２８万円で補てんしている。 

ア 資 本 的 収 入 

資本的収入は，予算額１０９億７，０１７万円に対して決算額８０億１，２６５万円で，執行

率は７３．０％となっている。これは主として，工程調整等により建物改良工事，基幹施設整備

工事等を翌年度に繰り越したことにより，その財源である企業債及び工事負担金等が当年度収入

できなかったことによる。 

以下，主な項目別に決算状況を述べる。 

「企業債」は２９億４，９１２万円で，資本的収入の３６．８％を占めており，その充当内訳

は，基幹施設整備工事に１２億５，０００万円及び高規格配水管整備工事に１６億９，９１２万

円となっている。 

「工事負担金」は２０億１，１１２万円で，主な内訳は，既存の送水施設から開発団地等に給

水するために必要な水道施設工事費を団地開発者から受け入れた工事負担金１２億９，２５６万

円及び区画整理事業等に伴う配水管移設工事負担金４億６，７９４万円である。 

「国庫補助金」は２億７，４４０万円で，大容量送水管整備事業等に係る国庫補助金を受け入

れたものである。 
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「一般会計出資金」は１８億９，２５４万円で，資本的収入の２３．６％を占めており，阪神

水道企業団第５期拡張事業等に対する出資金の財源として一般会計から受け入れたものである。 

「施設増強負担金」は２億７，１１５万円で，開発団地等に係る工事負担金のうち将来の施設

整備等に充てられるもので，水道事業基金（以下「基金」という。）に積み立てている。 

「基金収入」は３億９，７５５万円で，その内訳は，基金運用利息２億１，５３９万円及び土

地売却差益１億８，２１５万円であり，全額基金に積み立てている。 

イ 資 本 的 支 出 

資本的支出は，予算額２２１億８，７３１万円に対して決算額１６９億３，６２８万円で，執

行率は７６．３％となっている。 

以下，主な項目別に決算状況を述べる。 

(ｱ) 建 設 改 良 費 

建設改良費は１０２億４，９０７万円で，資本的支出の６０．５％を占めており，翌年度へ

の繰越額３５億３，８０１万円及び不用額１３億２，３０７万円を生じたため，執行率は 

６７．８％となっている。 

「基幹施設整備工事費」は３２億７，０８５万円で，主な内訳は，灘中層配水池増強工事 

４億１，０６２万円，布引五本松堰堤補強及び堆積土砂撤去工事３億９，７７１万円，千苅浄

水場特高受変電設備更新工事３億５，８２０万円及び灘中層配水池受配電設備等工事２億 

１，２１５万円である。なお，地元調整遅延等により翌年度への繰越額９億９，４００万円及

び不用額３億４，４０２万円を生じたため，執行率は７１．０％となっている。 

「配水管整備増強工事費」は４５億９，９１９万円で，耐震化を推進するために実施した配

水管の取替等の工事に係るものである。なお，工程調整により翌年度への繰越額４億 

５，０１０万円及び不用額３億４１８万円を生じたため，執行率は８５．９％となっている。 

「開発団地等施設工事費」は１３億７，１３８万円で，開発団地の配水管等工事に係るもの

であり，主な内訳は，ポーアイ沖連絡橋添架工事３億８，８９６万円，西（井吹台東町他）配

水管新設工事１億５，６７３万円及び北鈴四次配水管新設工事３，７９５万円である。なお，

工程調整により翌年度への繰越額４億７，２００万円及び不用額１億５，８０９万円を生じた

ため，執行率は６８．５％となっている。 

「建物改良工事費」は２億５，０１９万円で，主なものは西部センター新庁舎新築工事２億

９４４万円で，工程調整により翌年度への繰越額１５億７６０万円及び不用額４，６４６万円

を生じたため，執行率は１３．９％となっている。 

「貯浄配水施設改良工事費」は４億７，６５１万円で，主な内訳は奥畑ポンプ場他無停電電

源装置更新工事４，６７２万円，藤原低区送水管連絡工事５，２９８万円及び奥平野浄水場ろ

過池表面洗浄装置取替工事２，７８２万円である。なお，工程調整等により翌年度への繰越額 
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１億１，４３１万円及び不用額２億６，５８９万円を生じたため，執行率は５５．６％とな

っている。 

「固定資産費」は２億６，８３７万円で，メーター購入費等であり，不用額２億４４２万円

を生じたため，執行率は５６．８％となっている。 

(ｲ) 企業債償還金 

企業債償還金は３９億３，０７１万円で，全額が企業債の元金償還に係るものである。 

(ｳ) 貸 付 金 

貸付金は２億円で，全額が財団法人神戸市水道サービス公社への貸付金である。 

(ｴ) 投     資 

投資は６億５，５８４万円で，全額が基金造成費であり，その原資は基金収入及び施設増強

負担金等である。 

(ｵ) 出  資  金 

出資金は１８億９，２５４万円で，全額が阪神水道企業団に対する出資金である。なお，阪

神水道企業団第５期拡張事業の工程調整により，翌年度への繰越額９２９万円及び不用額 

２，７１５万円を生じたため，執行率は９８．１％となっている。 
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第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

(単位　金額：千円，比率：％）

1 10,970,178 100.0 8,012,651 100.0 85,353 △ 2,957,527 73.0

(1) 4,150,000 37.8 2,949,123 36.8 － △ 1,200,878 71.1

(2) 1,037 0.0 43 0.0 － △ 994 4.1

(3) 2,807,668 25.6 2,011,125 25.1 － △ 796,543 71.6

(4) 349,590 3.2 274,406 3.4 85,353 △ 75,184 78.5

(5) 1,080 0.0 1,080 0.0 － － 100.0

(6) 1,929,001 17.6 1,892,546 23.6 － △ 36,455 98.1

(7) 503,864 4.6 271,158 3.4 － △ 232,706 53.8

(8) 412,373 3.8 397,551 5.0 － △ 14,822 96.4

(9) 566,539 5.2 15,620 0.2 － △ 550,919 2.8

(10) 249,026 2.3 200,000 2.5 － △ 49,026 80.3

1 22,187,316 100.0 16,936,280 100.0 3,547,313 1,703,723 76.3

(1) 15,110,165 68.1 10,249,072 60.5 3,538,014 1,323,079 67.8

ア 4,608,877 20.8 3,270,854 19.3 994,000 344,023 71.0

イ 5,353,479 24.1 4,599,192 27.2 450,100 304,187 85.9

ウ 2,001,477 9.0 1,371,385 8.1 472,000 158,092 68.5

エ 1,804,257 8.1 250,192 1.5 1,507,600 46,465 13.9

オ 856,722 3.9 476,517 2.8 114,314 265,891 55.6

カ 12,556 0.1 12,555 0.1 － 1 100.0

キ 472,797 2.1 268,376 1.6 － 204,421 56.8

(2) 11,340 0.1 8,104 0.0 － 3,236 71.5

(3) 3,930,720 17.7 3,930,719 23.2 － 1 100.0

(4) 249,026 1.1 200,000 1.2 － 49,026 80.3

(5) 893,280 4.0 655,840 3.9 － 237,440 73.4

(6) 1,929,001 8.7 1,892,546 11.2 9,299 27,156 98.1

(7) 13,784 0.1 － － － 13,784 －

(8) 50,000 0.2 － － － 50,000 －

　備考：１　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　  ２　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

出 資 金

投 資

予 備 費

固 定 資 産 費

企 業 債 償 還 金

貸 付 金

施 設 買 収 費

開 発 費

配 水 管 整 備 増 強 工 事 費

開 発 団 地 等 施 設 工 事 費

建 物 改 良 工 事 費

貯 浄 配 水 施 設 改 良 工 事 費

基 金 収 入

基 金 繰 入 金

貸 付 金 返 還 金

基 幹 施 設 整 備 工 事 費

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

国 庫 補 助 金

一 般 会 計 出 資 金

施 設 増 強 負 担 金

一 般 会 計 補 助 金

資 本 的 収 入

企 業 債

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)金　額

（Ａ）
構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

構 成
比 率

項　　　　目

予　算　額 決　算　額 翌年度繰越
額 に 係 る
財源充当額
又は翌年度
繰 越 額

補 助 金 返 還 金
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３ 経 営 成 績 

⑴ 損 益 状 況 

損益状況の推移をみると，第４表のとおりである。 

当年度は，収益３８２億９，５８３万円に対して費用３７９億８，４７０万円で，差引３億 

１，１１２万円の経常利益となっている。 

これに特別損益を加減した当年度純利益は４，７６３万円であり，前年度繰越利益剰余金２４億

８３３万円を加えた当年度未処分利益剰余金は２４億５，５９７万円となっている。 

当年度の特別利益４，４２３万円は，水道メーター談合訴訟に係る和解金等であり，特別損失 

３億７７２万円は，包括外部監査の指摘に伴う休廃止施設の特別償却等によるものである。 

前年度と比べると，収益が１１億８，２５８万円（３．０％）減少したものの，費用が２１億 

１，８８１万円（５．３％）減少した結果，経常損益は９億３，６２３万円改善している。 

営業収支比率は９７．３％，経常収支比率は１００．８％で，前年度に比べそれぞれ２．５ポイ

ント，２．４ポイント上昇している。 

⑵ 収     益 

ア 営 業 収 益 

営業収益は３４９億７，６１５万円で，前年度に比べ９億８，７７３万円（２．７％）減少し

ている。 

「給水収益」は３２５億７，７２０万円で，収益の８５．１％を占めており，前年度に比べ 

６億９，７３８万円（２．１％）減少している。これは，給水戸数が増加したものの，主として

業務用の給水量の減少に伴い，収益が減少したことによる。 

「受託工事収益」は３億８，４８７万円で，主として御崎公園緊急貯水槽の整備にかかる受託

工事収益の皆減により，前年度に比べ２億５，２８８万円（３９．７％）減少している。 

「その他営業収益」は２０億１，４０７万円で，主な内訳は，下水道使用料徴収に係る下水道

事業会計の負担金１５億７，３５０万円及び消火栓維持管理費として一般会計から受け入れた 

５，３４１万円である。主として下水道使用料徴収に係る下水道事業会計の負担金の減により，

前年度に比べ３，７４６万円（１．８％）減少している。 

イ 営 業 外 収 益 

営業外収益は３３億１，９６７万円で，前年度に比べ１億９，４８４万円（５．５％）減少し

ている。 

「分担金」は６億４，７３５万円で，給水装置の新設・増径工事の申込者から口径に応じて一

定額を徴収するものであり，工事件数の減により，前年度に比べ１億２，６９５万円（１６．４％）

減少している。 
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「基金繰入金」は２１億６，６００万円で，全額が受水費高騰対策に充当したものである。 

⑶ 費     用 

ア 営 業 費 用 

営業費用は３５９億３，０１０万円で，前年度に比べ１９億８，９２４万円（５．２％）減少

している。 

「人件費」は８１億４，９５９万円で，費用の２１．５％を占めている。これは損益勘定支弁

職員に係るものであり，主として職員数の減に伴う給料の減により，前年度に比べ６億 

８，７０３万円（７．８％）減少している。 

「受水費」は１１７億７，８３１万円で，費用の３１．０％を占めている。これは，全額が阪

神水道企業団への分賦金及び兵庫県水道用水供給事業への使用料金である。 

「委託料」は２９億７，０５１万円で，メーター検針，未納整理事務等の水道料金の徴収業務

委託１２億５，５９８万円，電算処理委託料４億８，１１８万円及び満了メーター取替業務に係

る委託料３億１，５０５万円等であり，浄水場の保守管理，給水管の改良工事等に係る委託料の

減により，前年度に比べ４億６，２５７万円（１３．５％）減少している。 

「修繕費」は８億８，８３０万円で，主として修繕箇所及び修繕工事の精査により，前年度に

比べ２億１，４７２万円（１９．５％）減少している。 

「動力費」は８億３，９３１万円で，配水池送水ポンプ設備等の電力料であり，配水量の減等

に伴う電力量の減や契約電力引下げによる基本料金の減等により，前年度に比べ５，３９１万円

（６．０％）減少している。 

「減価償却費」は８３億６，１６６万円で，費用の２２．０％を占めており，前年度に比べ 

３，５６９万円（０．４％）減少している。 

「減収補てん見返勘定償却」は６億６，０００万円で，減収補てん債を財源として平成７年度

及び８年度に計上した減収補てん収入を企業債の償還に合わせて償却するものである。 

「その他諸費用」は２１億１，２１１万円で，資産減耗費，賃金及び路面復旧費等であり，資

産減耗費及び路面復旧費の減等により，前年度に比べ３億４２７万円（１２．６％）減少してい

る。 

イ 営 業 外 費 用 

営業外費用は２０億５，４６０万円で，前年度に比べ１億２，９５７万円（５．９％）減少し

ている。これは主として，企業債の償還に伴う企業債残高の減少及び平均借入利率の低下により，

「支払利息及企業債取扱諸費」が減少したことによる。 
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第　４　表　　　損　　　益　　　状　　　況　　  の　　　比　　較　

(A) 38,295,830 100.0 △ 1,182,584 △ 3.0 39,478,414 100.0 △ 434,093 △ 1.1

(a) 34,976,156 91.3 △ 987,736 △ 2.7 35,963,892 91.1 △ 445,118 △ 1.2

給 水 収 益 32,577,207 85.1 △ 697,382 △ 2.1 33,274,589 84.3 △ 637,280 △ 1.9

（ 一　　　 般 　　　用 ） 20,316,110 53.1 △ 227,487 △ 1.1 20,543,597 52.0 △ 214,049 △ 1.0

（ 業　　　 務 　　　用 ） 12,141,312 31.7 △ 448,635 △ 3.6 12,589,947 31.9 △ 431,201 △ 3.3

（ そ　　　 の 　　　他 ） 119,785 0.3 △ 21,260 △ 15.1 141,045 0.4 7,970 6.0

受 託 工 事 収 益 384,873 1.0 △ 252,888 △ 39.7 637,761 1.6 220,109 52.7

そ の 他 営 業 収 益 2,014,077 5.3 △ 37,465 △ 1.8 2,051,542 5.2 △ 27,948 △ 1.3

3,319,673 8.7 △ 194,849 △ 5.5 3,514,522 8.9 11,025 0.3

受 取 利 息 182,807 0.5 △ 94,284 △ 34.0 277,091 0.7 △ 14,101 △ 4.8

分 担 金 647,351 1.7 △ 126,954 △ 16.4 774,305 2.0 76,110 10.9

補 助 金 7,980 0.0 3,420 75.0 4,560 0.0 4,560 皆増

基 金 繰 入 金 2,166,000 5.7 3,000 0.1 2,163,000 5.5 0 0.0

雑 収 益 315,536 0.8 19,971 6.8 295,565 0.7 △ 55,544 △ 15.8

(B) 37,984,705 100.0 △ 2,118,817 △ 5.3 40,103,522 100.0 △ 624,760 △ 1.5

(b) 35,930,106 94.6 △ 1,989,246 △ 5.2 37,919,352 94.6 △ 483,383 △ 1.3

人 件 費 8,149,595 21.5 △ 687,039 △ 7.8 8,836,634 22.0 △ 410,279 △ 4.4

受 水 費 11,778,312 31.0 30,182 0.3 11,748,130 29.3 △ 1 0.0

受 託 工 事 費 170,282 0.4 △ 261,203 △ 60.5 431,485 1.1 200,430 86.7

委 託 料 2,970,514 7.8 △ 462,573 △ 13.5 3,433,087 8.6 32,039 0.9

修 繕 費 888,309 2.3 △ 214,725 △ 19.5 1,103,034 2.8 △ 41,082 △ 3.6

動 力 費 839,313 2.2 △ 53,913 △ 6.0 893,226 2.2 △ 33,285 △ 3.6

減 価 償 却 費 8,361,668 22.0 △ 35,697 △ 0.4 8,397,365 20.9 △ 240,122 △ 2.8

減収補てん見返勘定償却 660,000 1.7 0 0.0 660,000 1.6 0 0.0

そ の 他 諸 費 用 2,112,112 5.6 △ 304,278 △ 12.6 2,416,390 6.0 8,916 0.4

2,054,600 5.4 △ 129,570 △ 5.9 2,184,170 5.4 △ 141,377 △ 6.1

支払利息及企業債取扱諸費 2,015,840 5.3 △ 167,227 △ 7.7 2,183,067 5.4 △ 121,555 △ 5.3

繰 延 勘 定 償 却 35,444 0.1 35,444 皆増 － － － －

雑 支 出 3,315 0.0 2,212 200.5 1,103 0.0 △ 19,822 △ 94.7

311,124 － 936,232 － △ 625,108 － 190,667 －

(D) 44,237 － △ 23,068 △ 34.3 67,305 － 37,299 124.3

(E) 307,729 － 230,922 300.7 76,807 － 11,129 16.9

47,633 － 682,243 － △ 634,610 － 216,836 －

(G) 2,408,339 － △ 634,610 △ 20.9 3,042,949 － △ 851,446 △ 21.9

2,455,972 － 47,633 2.0 2,408,339 － △ 634,610 △ 20.9

97.3 － 2.5 － 94.8 － 0.0 －

100.8 － 2.4 － 98.4 － 0.4 －

　　　２  人件費は，給与・手当・法定福利費及び退職給与金(受託工事に係る人件費を含む）である。

備考：１  給水収益の用途別内訳
　　　　　（一般用）家事用，公共等，（業務用）小売・サービス，製造等，（その他）公衆浴場，共用家事等

営 業 外 収 益

費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

　　  ３  その他諸費用は，資産減耗費，路面復旧費及び材料費等である。

経 常 損 益 (C=A-B)

特 別 利 益

特 別 損 失

(単位　金額：千円，比率：％)

項     目

平　　成　　15 　年　　度 平　　成　　14　　年　　度

金   額
対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

金   額

収 益

営 業 収 益

対前年度
増 減 率

構成
比率

対前年度
増　  減

構成
比率

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
( △ 繰 越 欠 損 金 ）

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

営 業 収 支 比 率 (a/b × 100)

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
( △ 未 処 理 欠 損 金 )(F+G)
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⑷ 給水収益と給水原価 

給水量１㎥当たりの給水収益を給水原価と対比して推移をみると，第５表のとおりである。 

当年度の１㎥当たりの給水収益は１７６円５１銭で，前年度に比べ１円３６銭（０．８％）減少

している。また，１㎥当たりの給水原価は２０３円６５銭で，前年度に比べ７円１７銭（３．４％）

減少している。この結果，１㎥当たりの給水収益と給水原価との差引は２７円１４銭の赤字となり，

赤字額は５円８１銭減少している。これは主として，人件費，及び委託料等の物件費の減により 

１㎥あたりの給水原価が減少したことによる。なお，給水原価に対する給水収益比率は８６．７％

と，前年度に比べ２．３ポイント上昇している。 

 

第　５　表　　　１㎥ 当 た り 給 水 収 益 と 給 水 原 価 の 比 較

(単位　金額：円，比率：％）

(A) 176.51 － △ 1.36 △ 0.8 177.87 － △ 1.52 △ 0.8

(B) 191.91 100.0 △ 7.34 △ 3.7 199.25 100.0 △ 13.62 △ 6.4

42.93 22.4 △ 3.07 △ 6.7 46.00 23.1 △ 1.59 △ 3.3

52.08 27.1 0.84 1.6 51.24 25.7 0.54 1.1

45.31 23.6 0.42 0.9 44.89 22.5 △ 0.80 △ 1.8

10.92 5.7 △ 0.75 △ 6.4 11.67 5.9 △ 0.52 △ 4.3

40.67 21.2 △ 4.78 △ 10.5 45.45 22.8 0.20 0.4

△ 15.40 － 5.98 － △ 21.38 － 12.10 －

92.0 － 2.7 － 89.3 － 5.0 －

備考：1　１㎥当たり給水収益＝給水収益/給水量

　  　2　１㎥当たり給水原価＝費用/給水量（但し，費用には受託工事費，材料売却原価，特別損失を含まない。）

　　　3　人件費は，給料，手当，法定福利費及び退職給与金である。

　　　4　その他は，委託料，修繕費，動力費等である。

内
 
 
 
 
訳

減 価 償 却 費

支払利息及企業債取扱諸費

人 件 費

差         引   （ A － B ）

A／B×100

平　　成　　15　　年　　度

金  額
対前年度
増 減 率

対前年度
増　  減

平　　成　　14　　年　　度

構成
比率

対前年度
増　  減

構成
比率

そ の 他

金  額

受 水 費

１ ㎥ 当 た り 給 水 原 価

対前年度
増 減 率

項     目

１ ㎥ 当 た り 給 水 収 益
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４ 財 政 状 態 

平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第６表のとおりである。 

以下，主な項目について述べる。 

⑴ 資     産 

資産総額は３，３８６億５，０５１万円で，前年度末に比べ２０億７，６９６万円（０．６％）

減少している。 

ア 固 定 資 産 

固定資産は３，１３３億５，４７６万円で，前年度末に比べ３億６，５８４万円（０．１％）

増加している。 

(ｱ) 有形固定資産 

有形固定資産は２，７６６億２，１６８万円で，前年度末に比べ８億８，１２５万円 

（０．３％）増加している。 

「土地」は２８９億４，６０４万円で，大容量送水管布引立坑用地を取得したこと等により，

前年度末に比べ３億１，５７１万円（１．１％）増加している。 

「建物」は１１６億３，２８５万円で，前年度末に比べ４億１，６５１万円（３．５％）減

少している。これは，大容量送水管本山立坑及び住吉川立坑の建築設備を建設仮勘定から振替

えたこと等により１億５，０９０万円増加したものの，減価償却及び除却等により５億 

６，７４１万円減少したことによる。 

「構築物」は２，２０２億３，１０８万円で，前年度末に比べ１２１億７，６０６万円 

（５．９％）増加している。これは，配水管等の減価償却及び除却等により６０億 

８，３９７万円減少したものの，大容量送水管整備工事（第１工区）の整備完了に伴う建設仮

勘定からの振替及び市内各所での配水管布設等により１８２億６，００３万円増加したことに

よる。 

「機械及装置」は１２１億５，３６５万円で，前年度末に比べ６億６，０５５万円（５．７％）

増加している。これは，減価償却及び除却等により１９億４，２５２万円減少したものの， 

４００MHz 帯系テレメータ子局設備更新及び千苅浄水場特高受変電設備更新工事等により２６

億３０７万円増加したことによる。  

「建設仮勘定」は２８億１，９０６万円で，前年度末に比べ１１６億８，４２１万円 

（８０．６％）減少している。これは，基幹施設整備工事及び配水管整備増強工事など建設改

良費の計上により９８億４，６００万円増加したものの，構築物などの本勘定への振替等によ

り２１５億３，０２１万円減少したことによる。 
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(ｲ) 投     資 

投資は３６７億９３６万円で，前年度末に比べ５億１，４８６万円（１．４％）減少してい

る。 

「投資有価証券」は１０１億３，０８７万円で，「その他投資」として計上していた国債等の

保有有価証券について，包括外部監査の指摘に伴い勘定科目を変更したことにより，皆増とな

っている。 

「基金」は２５４億３，８７９万円で，前年度末に比べ１５億２，５７８万円（５．７％）

減少している。これは，６億５，５８４万円を積み立てたものの，２１億８，１６１万円を処

分したことによる。 

「その他投資」は５億１，４００万円で，前年度末に比べ９１億１，９９６万円（９４．７％）

減少している。これは，政府保証債等の有価証券を新たに購入したこと等により１７億 

２，５１５万円増加したものの，「投資有価証券」への勘定科目の変更等により１０８億 

４，５１１万円減少したことによる。 

イ 流 動 資 産 

流動資産は２３６億１，６２５万円で，前年度末に比べ１７億５，５０８万円（６．９％）減

少している。 

「現金預金」は１７５億１，７４３万円で，前年度末に比べ１１億６，２２６万円（６．２％）

減少している。 

「未収金」は３０億２，０１４万円で，前年度末に比べ４億１，２１６万円（１２．０％）減

少している。これは主として，受託工事に係る未収金が減少したことによる。 

ウ 減収補てん見返勘定 

「減収補てん収入見返」は１５億３，０００万円で，償却により前年度末に比べ６億 

６，０００万円（３０．１％）減少している。 

⑵ 負     債 

負債総額は２５２億８，０３４万円で，前年度末に比べ４７億２，６１９万円（１５．８％）減

少している。 

ア 固 定 負 債 

固定負債は１１１億４，１６７万円で，前年度末に比べ３６億９，７３０万円（２４．９％）

減少している。 

「企業債」は１５億３，０００万円で，全額が減収補てん債であり，償還により，前年度末に

比べ６億６，０００万円（３０．１％）減少している。 

「退職給与引当金」は１４億８，０６０万円で，前年度末に比べ５億３，０００万円 

（２６．４％）減少している。これは，退職給与金に充当するため取り崩したものである。 
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「修繕引当金」は１２億５８２万円で，前年度末に比べ３億４，７１２万円（２２．４％）減

少している。これは，配水池内外面補修工事及び貯水池整備工事に３億円引き当てたものの，布

引五本松堰堤補強及び堆積土砂撤去工事並びに配水池内外面補修工事費として６億４，７１２万

円取り崩したことによる。 

「受水費高騰対策勘定」は６９億２，５２５万円で，主として阪神水道企業団の受水費高騰に

充当したため，前年度末に比べ２１億６，０１８万円（２３．８％）減少している。 

イ 流 動 負 債 

流動負債は１４１億３，８６７万円で，前年度末に比べ１０億２，８８９万円（６．８％）減少

している。 

「未払金」は６５億５，２０８万円で，主な内訳は，未払工事費３２億６，２１３万円及び営業

未払金２４億２，１９９万円で，前年度末に比べ１２億２，５６５万円（１５．８％）減少してい

る。これは主として，営業未払金が減少したことによる。 

「前受金」は４２億８，７３８万円で，主なものは，団地開発者等から受け入れた工事負担金 

４０億９，３４７万円であり，前年度末に比べ２億４，９６８万円（５．５％）減少している。 

⑶ 資     本 

資本総額は３，１３３億７，０１６万円で，前年度末に比べ２６億４，９２３万円（０．９％）

増加している。 

ア 資  本  金 

資本金は１，３９８億４９９万円で，前年度末に比べ３億２，０７２万円（０．２％）減少し

ている。これは，企業債を２９億５，０００万円新たに発行したものの，３２億７，０７１万円

償還したことにより，「借入資本金」が減少したことによる。 

イ 剰  余  金 

剰余金は１，７３５億６，５１７万円で，前年度末に比べ２９億６，９９５万円（１．７％）

増加している。 

(ｱ) 資 本 剰 余 金 

資本剰余金は１，７１１億９２０万円で，前年度末に比べ２９億２，２３２万円（１．７％）

増加している。 

「受贈財産評価額」は８３億４，７７５万円で，前年度末に比べ６，２７６万円（０．８％）

増加している。これは，配水管等の寄付を受けたことによる。 

「国庫補助金」は１９１億７，１７９万円で，前年度末に比べ２億７，４４０万円（１．５％）

増加している。これは主として，大容量送水管整備事業に係る補助金を受け入れたことによる。 

「一般会計補助金」は６７億８，５１０万円で，前年度末に比べ６１０万円（０．１％）減

少している。 
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「工事負担金」は１，１７５億５，３８８万円で，主として団地開発者等から当該負担金を

受け入れたことにより，前年度末に比べ１９億４，１２８万円（１．７％）増加している。 

「施設増強負担金」は１７１億７，２３４万円で，団地開発者等から受け入れた当該負担金

を組み入れたことにより，前年度末に比べ２億５，２４２万円（１．５％）増加している。 

「その他資本剰余金」は２０億６，０６５万円で，前年度末に比べ３億９，７５５万円 

（２３．９％）増加している。これは，基金利息及び土地売却差益を組み入れたことによる。 

(ｲ) 利 益 剰 余 金 

利益剰余金は，前年度繰越利益剰余金２４億８３３万円と当年度純利益４，７６３万円とを

合わせ，２４億５，５９７万円となっている。 

⑷ キャッシュ・フローの状況 

当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第７表のとおりである。 

営業活動において，当期純利益及び減価償却費などにより，６２億８，５５７万円のキャッシュ

を生み出し，財務活動において，企業債の償還及び新規発行，国庫補助金の受入などにより，差引

１８億９，６８７万円のキャッシュを調達した。一方，投資活動において，主として建設改良に充

てるため９３億４，４７１万円のキャッシュを使用した。 

この結果，平成１５年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ１１億６，２２６万円減少し， 

１７５億１，７４３万円となっている。 
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338,650,512 100.0 340,727,474 100.0 △ 2,076,962 △ 0.6

Ⅰ 313,354,760 92.5 312,988,913 91.9 365,847 0.1

1 276,621,688 81.7 275,740,438 80.9 881,250 0.3

(1) 28,946,042 8.5 28,630,324 8.4 315,718 1.1

(2) 11,632,859 3.4 12,049,371 3.5 △ 416,512 △ 3.5

(3) 220,231,081 65.0 208,055,019 61.1 12,176,062 5.9

(4) 12,153,659 3.6 11,493,103 3.4 660,556 5.7

(5) 135,944 0.0 149,134 0.0 △ 13,190 △ 8.8

(6) 2,739 0.0 3,397 0.0 △ 658 △ 19.4

(7) 700,303 0.2 856,814 0.3 △ 156,511 △ 18.3

(8) 2,819,063 0.8 14,503,275 4.3 △ 11,684,212 △ 80.6

２ 23,703 0.0 24,239 0.0 △ 536 △ 2.2

(1) 23,703 0.0 24,239 0.0 △ 536 △ 2.2

３ 36,709,369 10.8 37,224,237 10.9 △ 514,868 △ 1.4

(1) 10,130,878 3.0 － － 10,130,878 皆増

(2) 625,692 0.2 625,692 0.2 0 0.0

(3) 25,438,799 7.5 26,964,579 7.9 △ 1,525,780 △ 5.7

(4) 514,000 0.2 9,633,966 2.8 △ 9,119,966 △ 94.7

Ⅱ 23,616,256 7.0 25,371,339 7.4 △ 1,755,083 △ 6.9

１ 17,517,435 5.2 18,679,702 5.5 △ 1,162,267 △ 6.2

２ 3,020,144 0.9 3,432,308 1.0 △ 412,164 △ 12.0

３ 321,026 0.1 416,834 0.1 △ 95,808 △ 23.0

４ 30 0.0 30 0.0 0 0.0

５ 1,391,801 0.4 1,553,550 0.5 △ 161,749 △ 10.4

６ 25,600 0.0 20,800 0.0 4,800 23.1

７ 1,340,220 0.4 1,268,115 0.4 72,105 5.7

Ⅲ 149,495 0.0 177,222 0.1 △ 27,727 △ 15.6

１ 149,495 0.0 177,222 0.1 △ 27,727 △ 15.6

Ⅳ 1,530,000 0.5 2,190,000 0.6 △ 660,000 △ 30.1

１ 1,530,000 0.5 2,190,000 0.6 △ 660,000 △ 30.1

338,650,512 100.0 340,727,474 100.0 △ 2,076,962 △ 0.6

25,280,346 7.5 30,006,544 8.8 △ 4,726,198 △ 15.8

Ⅰ 11,141,675 3.3 14,838,975 4.4 △ 3,697,300 △ 24.9

1 1,530,000 0.5 2,190,000 0.6 △ 660,000 △ 30.1

２ 1,480,600 0.4 2,010,600 0.6 △ 530,000 △ 26.4

３ 1,205,820 0.4 1,552,940 0.5 △ 347,120 △ 22.4

4 6,925,254 2.0 9,085,434 2.7 △ 2,160,180 △ 23.8

Ⅱ 14,138,671 4.2 15,167,569 4.5 △ 1,028,898 △ 6.8

１ 6,552,088 1.9 7,777,741 2.3 △ 1,225,653 △ 15.8

２ 4,287,387 1.3 4,537,067 1.3 △ 249,680 △ 5.5

３ 1,933,375 0.6 1,563,846 0.5 369,529 23.6

４ 25,600 0.0 20,800 0.0 4,800 23.1

５ 1,340,220 0.4 1,268,115 0.4 72,105 5.7

      

313,370,166 92.5 310,720,930 91.2 2,649,236 0.9

Ⅰ 139,804,992 41.3 140,125,712 41.1 △ 320,720 △ 0.2

１ 86,467,801 25.5 86,467,801 25.4 0 0.0

２ 53,337,191 15.7 53,657,911 15.7 △ 320,720 △ 0.6

Ⅱ 173,565,174 51.3 170,595,218 50.1 2,969,956 1.7

１ 171,109,202 50.5 168,186,879 49.4 2,922,323 1.7

(1) 8,347,753 2.5 8,284,990 2.4 62,763 0.8

(2) 19,171,798 5.7 18,897,392 5.5 274,406 1.5

(3) 13,042 0.0 13,042 0.0 0 0.0

(4) 6,785,101 2.0 6,791,204 2.0 △ 6,103 △ 0.1

(5) 4,634 0.0 4,634 0.0 0 0.0

(6) 117,553,882 34.7 115,612,602 33.9 1,941,280 1.7

(7) 17,172,340 5.1 16,919,914 5.0 252,426 1.5

(8) 2,060,653 0.6 1,663,102 0.5 397,551 23.9

２ 2,455,972 0.7 2,408,339 0.7 47,633 2.0

(1) 2,455,972 0.7 2,408,339 0.7 47,633 2.0

(47,633) － (△ 634,610) － (682,243) －

基 金

資 本 金

資 本

そ の 他 投 資

自 己 資 本 金

一 般 会 計 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

前 受 金

預 り 金

　　　（うち当年度純損益）

未 払 金

そ の 他 補 助 金

工 事 負 担 金

施 設 増 強 負 担 金

船 舶

流 動 負 債

流 動 資 産

現 金 預 金

減 収 補 て ん 見 返 勘 定

工 具 器 具 及 備 品

受 水 費 高 騰 対 策 勘 定

前 払 金

建 設 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

機 械 及 装 置

退 職 給 与 引 当 金

構 築 物

修 繕 引 当 金

負 債

負 債 及 び 資 本

投 資

出 資 金

車 両 運 搬 具

減 収 補 て ん 収 入 見 返

資 産

固 定 資 産

対前年度
増 減 率

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

平成14年度末平成15年度末
科        目

土 地

企 業 債

固 定 負 債

保 管 有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 勘 定

開 発 費

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

建 物

第　６　表　　　水　道　事　業　会　計　比　較　貸　借　対　照　表

(単位  金額:千円，比率:％）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

金　　額
（Ｂ）

構成
比率

有 形 固 定 資 産

利 益 剰 余 金

未 収 金

前 払 費 用

貯 蔵 品

県 補 助 金

国 庫 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

備考：有形固定資産の減価償却累計額は，138,687,851千円である。

預 り 保 証 有 価 証 券

そ の 他 流 動 負 債

借 入 資 本 金

剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金
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（単位　金額：千円）

平成15年度 平成14年度 対前年度増減

Ⅰ 6,285,577 4,167,315 2,118,262

当 期 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） 47,633 △ 634,610

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） △ 2,166,000 △ 2,163,000

減 価 償 却 費 8,361,668 8,397,365

資産減耗費（現金支出を除く） 450,967 589,719

減 収 補 て ん 見 返 勘 定 償 却 660,000 660,000

企 業 債 発 行 差 金 878 7,040

繰 延 勘 定 償 却 35,444 －

そ の 他 特 別 利 益 △ 130 －

その他特別損失（現金支出を除く） 208,321 －

未 収 金 の 増 減 412,164 △ 252,945

貯 蔵 品 の 増 減 95,808 9,727

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 84,844 281,246

退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 △ 530,000 △ 509,000

修 繕 引 当 金 の 増 減 △ 347,120 △ 73,794

未 払 金 の 増 減 △ 1,225,652 △ 487,382

そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 196,754 △ 1,657,052

Ⅱ △ 9,344,714 △ 10,369,732 1,025,018

建 設 改 良 費 △ 10,249,072 △ 13,496,665

開 発 費 △ 8,104 △ 186,083

投 資 （ 基 金 へ の 積 立 ） △ 655,840 △ 970,668

固 定 資 産 売 却 代 金 43 2,198

基 金 収 入 397,551 597,445

基 金 繰 入 金 （ 資 本 的 収 入 ） 15,620 21,940

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） 2,166,000 2,163,000

投 資 有 価 証 券 の 取 得 △ 1,725,151 －

投 資 有 価 証 券 の 満 期 714,239 1,499,100

Ⅲ 1,896,870 4,188,385 △ 2,291,515

企 業 債 2,949,123 3,792,960

工 事 負 担 金 2,011,125 2,777,229

国 庫 補 助 金 274,406 524,273

一 般 会 計 補 助 金 1,080 540

一 般 会 計 出 資 金 1,892,546 1,847,554

施 設 増 強 負 担 金 271,158 389,576

貸 付 金 返 還 金 200,000 200,000

企 業 債 償 還 金 △ 3,930,719 △ 3,776,994

貸 付 金 △ 200,000 △ 200,000

出 資 金 △ 1,892,546 △ 1,847,554

消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 320,698 480,801

Ⅳ △ 1,162,267 △ 2,014,032 851,765

Ⅴ 18,679,702 20,693,734 △ 2,014,032

Ⅵ 17,517,435 18,679,702 △ 1,162,267

備考：１　本表は間接法により作成している。

　　　２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

項目

第　７　表　　　キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　３　未収金の増減，貯蔵品の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれ
　　　　ぞれの資産の減少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

現 金 預 金 期 首 残 高

現 金 預 金 期 末 残 高
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５ ま  と  め 

業務面では，渇水・災害・事故に強い水道の構築をめざし，配水池増強工事などの基幹施設整備事

業，耐震継手管の布設などの高規格配水管整備事業を引き続き推進し，大容量送水管整備工事につい

ては，芦屋市境から住吉川立坑までの供用を開始するとともに，住吉川以西の区間の整備に着手した。

また，水質管理体制の強化・充実，直結給水の普及・促進など，水道水質の向上を図るとともに， 

千苅浄水場においては，環境に配慮し，自然エネルギーを活用した小水力発電所を整備した。 

経営面では，給水収益は大幅に減少したものの，徹底した経費削減に努めた結果，純利益が４千万

円となり，３年ぶりに単年度黒字を計上している。この結果，前年度繰越利益剰余金２４億円を加え

た当年度未処分利益剰余金は２４億５千万円となり，また，当年度末の流動資産から流動負債を差し

引いた資金在高は，債券購入による資金運用などにより，前年度末に比べ７億２千万円減少し， 

９４億７千万円となっている。 

平成１２年度に策定した５ヵ年計画の「経営目標」に基づき経営改善に取り組んだ結果，当年度は

収支均衡を達成したものの，受水費高騰対策としての基金繰入金は，平成１９年度に枯渇する状況で

あり，また，大容量送水管や高規格配水管整備事業等の大規模投資に伴う減価償却費の増加が見込ま

れるなど，平成１６年度以降，経営環境は厳しさを増すものと予想される。 

このため，新たに策定した平成１９年度を目標年次とする「新たな経営目標（新中期経営目標）」の

達成に向けて，前例にとらわれることなく，市民の視点から事務事業全般の見直しを図るとともに，

民間的経営手法を積極的に導入するなど，さらなる経営の効率化に努められたい。また，引き続き，

阪神水道企業団，県に対し，受水費用の増嵩防止のための要望を行うとともに，将来の資本費負担を

見据えた計画的かつ適切な投資を行うことにより，長期的な経営の安定を確保されるよう希望する。 

なお，節水意識の高まり等を背景として，業務用を中心に給水収益が減少傾向にあるが，これに歯

止めをかけるため，顧客ニーズの動向を充分に把握したうえで，都市活動活性化などの方策を関係局

と連携を図りながら幅広く検討するとともに，社会経済情勢による水需要の変化に的確に対応した料

金体系のあり方について，鋭意研究を進められたい。 
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参考資料　 経 　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 92.57 91.91 91.15

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 76.79 75.45 74.11

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 96.56 96.14 96.01

(4) 流 動 比 率 167.03 167.27 158.41

(5) 現 金 預 金 比 率 123.90 123.16 119.53

(6) 負 債 比 率 30.23 32.55 34.93

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 0.01 △ 0.19 △ 0.25

(8) 自 己 資 本 利 益 率 0.02 △ 0.25 △ 0.34

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 △ 2.73 △ 5.44 △ 5.48

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.11 0.12 0.12

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.15 0.16 0.16

(12) 企業債償還額対償還財源比率 46.74 48.66 45.91

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。  
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工 業 用 水 道 事 業 会 計 

 

１ 業 務 実 績 

業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

給水会社数は７３社８０工場で，前年度末に比べ３社４工場減少している。 

１日あたりの契約水量は加入企業の撤退により，前年度末に比べ１，８７２㎥（２．２％）減少し

て８万４，９９６㎥となっている。 

加入企業との年間契約水量にあたる基本水量は３，１４９万㎥で，前年度末に比べ３０万㎥ 

（１．０％）減少している。 

給水量１，５２５万㎥は，加入企業が実際に使用した水量であり，給水対象の会社数・工場数の減

により，前年度に比べ２３万㎥（１．５％）減少しており，これに伴い，配水量も前年度に比べ２２

万㎥（１．５％）減少して１，５５１万㎥となっている。 

施設利用率は４０．０％で前年度に比べ０．７ポイント低下し，施設最大利用率も５６．３％と前

年度に比べ７．４ポイント低下している。 

 

２ 予算の執行状況 

⑴ 収 益 的 収 支 

収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

収益的収入は，予算額１５億１５２万円に対して決算額１４億９，０９０万円で，執行率は 

９９．３％となっている。これは主として，分担金が予定を下回ったことによる。 

収益的支出は，予算額１４億２８４万円に対して決算額１２億９，４４０万円で，執行率は 

９２．３％となっている。これは，動力費及び人件費等が予定を下回ったことによる。 

 

 



 － 127 － 

 

第　１　表　　　 業    務    量    の    比    較

社 73(80工場) △3(4) △ 3.9 76(84工場) △2(2) △ 2.6

㎥ 84,996 △ 1,872 △ 2.2 86,868 △ 168 △ 0.2

㎥ 31,497,607 △ 305,499 △ 1.0 31,803,106 △ 113,597 △ 0.4

㎥ 15,259,844 △ 230,150 △ 1.5 15,489,994 186,108 1.2

㎥ 15,513,714 △ 229,944 △ 1.5 15,743,658 186,558 1.2

㎥ 42,387 △ 746 △ 1.7 43,133 511 1.2

㎥ 59,700 △ 7,800 △ 11.6 67,500 △ 8,700 △ 11.4

㎥ 106,000 0 0.0 106,000 0 0.0

％ 98.8 0.0 － 98.8 0.0 －

％ 40.0 △ 0.7 － 40.7 0.5 －

％ 56.3 △ 7.4 － 63.7 △ 8.2 －

人 23 1 4.5 22 0 0.0

人 22 1 4.8 21 0 0.0

人 1 0 0.0 1 0 0.0

備考：１　給水会社数，契約水量，職員数は年度末現在の数値である。

　　　２　有効率＝{有収水量(給水量)＋無収水量}/配水量×１００　

　　　３　施設利用率＝（１日平均配水量/１日配水能力)×１００

　    ４　施設最大利用率＝（１日最大配水量/１日配水能力）×１００

配 水 量 ( 年 ）

１ 日 最 大 配 水 量

１ 日 平 均 配 水 量

給 水 会 社 数

契 約 水 量 （ 日 ）

基 本 水 量 （ 年 ）

給 水 量 ( 年 ）

平　　成　　14　　年　　度

実　　数 対前年度増減
対前年度
増 減 率

項   　　　  目 単位

平  　成　　15　　年　　度

実　　数 対前年度増減
対前年度
増 減 率

配 水 能 力 ( 日 ）

有 効 率

施 設 利 用 率

施 設 最 大 利 用 率

職 員 数

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

 

 

(単位　金額：千円，比率：％）

金額(Ａ) 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 1,501,520 100.0 1,490,901 100.0 △ 10,619 99.3

(1) 1,491,999 99.4 1,481,311 99.4 △ 10,688 99.3

(2) 9,421 0.6 9,573 0.6 152 101.6

(3) 100 0.0 17 0.0 △ 83 17.0

1 1,402,847 100.0 1,294,409 100.0 108,438 92.3

(1) 1,214,143 86.5 1,111,675 85.9 102,468 91.6

(2) 178,604 12.7 178,106 13.8 498 99.7

(3) 4,629 0.3 4,629 0.4 0 100.0

(4) 5,471 0.4 － － 5,471 －

備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

工 業 用 水 道 事 業 費

工 業 用 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

特 別 損 失

予 備 費

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予算額に比べ

決算額の増減
又 は 不 用 額

執　行　率
（Ｂ/Ａ
×100)

営 業 費 用

営 業 外 費 用
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⑵ 資 本 的 収 支 

資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

当年度の資本的収入の決算額は７億３，３７９万円で，翌年度繰越工事資金２，３８７万円を除

く当年度財源充当額は７億９９２万円である。これに対し，資本的支出の決算額は９億４４３万円

となっており，その不足する額１億９，４５１万円を前年度繰越工事資金２，１１７万円，減債積

立金９００万円，消費税資本的収支調整額２，１０９万円及び損益勘定留保資金１億４，３２４万

円で補てんしている。 

以下，主な項目について決算状況を述べる。 

ア 資 本 的 収 入 

資本的収入は，予算額９億６，４１９万円に対して決算額７億３，３７９万円で，執行率は 

７６．１％となっている。これは主として，地元調整遅延等のため取浄配水施設改良工事を翌年

度に繰り越したことにより，その財源である企業債等が収入できなかったことによる。 

「企業債」は４億９００万円で，資本的収入の５５．７％を占めており，全額，取浄配水施設

改良工事費に充当されている。 

「国庫補助金」は７，３５６万円で，全額が第２次改築事業に係る国庫補助金である。 

「減量負担金」は２億４，７７３万円で，水道施設及び水利権を将来にわたり維持していくた

めに撤退企業から負担金を受け入れたものである。 

イ 資 本 的 支 出 

資本的支出は，予算額１５億５９３万円に対して決算額９億４４３万円で，執行率は６０．１％

となっている。 

以下，主な項目別に決算状況を述べる。 

(ｱ) 建 設 改 良 費 

建設改良費は７億８４０万円で，資本的支出の７８．３％を占めており，翌年度への繰越額

４億６，４１３万円及び不用額１億２，７３６万円を生じたため，執行率は５４．５％となっ

ている。 

「取浄配水施設改良工事費」は６億６，１３２万円で，主な内訳は，工水送水管ＰＩＰ工事

４億３，１７４万円，工水導水管継手補強工事１億２，４４３万円及び工水４号沈澱池改良工

事３，３６７万円である。なお，地元調整遅延等のため４億６，４１３万円を繰り越し，不用

額１億２，１３８万円を生じたため，執行率は５３．０％となっている。 

「建物改良工事費」は２，４８５万円で，主なものは，甲東ポンプ場騒音対策工事 

２，４０２万円である。 

「固定資産費」は１，８９５万円で，メーター購入費等である。 

(ｲ) 償  還  金 

償還金は１億９，６０３万円で，全額が企業債元金の償還に係る「企業債償還金」である。 
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第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

(単位　金額：千円，比率：％）

1 964,199 100.0 733,798 100.0 23,877 △ 230,401 76.1

(1) 818,000 84.8 409,000 55.7 － △ 409,000 50.0

(2) 16,561 1.7 3,413 0.5 － △ 13,149 20.6

(3) 129,553 13.4 73,568 10.0 23,877 △ 55,985 56.8

(4) 85 － 85 0.0 － 0 100.0

(5) － － 247,733 33.8 － 247,733 皆増

1 1,505,935 100.0 904,437 100.0 464,133 137,365 60.1

(1) 1,299,899 86.3 708,402 78.3 464,133 127,364 54.5

ア 1,246,850 82.8 661,329 73.1 464,133 121,388 53.0

イ 26,643 1.8 24,853 2.7 － 1,790 93.3

ウ 3,415 0.2 3,268 0.4 － 147 95.7

エ 22,991 1.5 18,951 2.1 － 4,040 82.4

(2) 196,036 13.0 196,035 21.7 － 1 100.0

(3) 10,000 0.7 － － － 10,000 －

　備考：１　予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

　　　  ２　資本的収入の翌年度繰越額に係る財源充当額は，決算額の内書である。

予 備 費

固 定 資 産 費

償 還 金

貸 付 金

取 浄 配 水 施 設 改 良 工 事 費

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

建 物 改 良 工 事 費

減 量 負 担 金

資 本 的 収 入

企 業 債

国 庫 補 助 金

工 事 負 担 金

雑 収 入

項　　　　目

予　算　額

金　額
（Ａ）

構 成
比 率

翌年度繰越
額 に 係 る
財源充当額
又は翌年度
繰 越 額

予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
(Ｂ／Ａ
×100)構 成

比 率

決　算　額

金　額
（Ｂ）

 

３ 経 営 成 績 

⑴ 損 益 状 況 

損益状況の推移をみると，第４表のとおりである。 

当年度は，収益１４億２，０５０万円に対し費用１２億４，０５１万円で，差引１億７，９９８

万円の経常利益となっている。これに特別損益を加減した当年度純利益は１億７，５４０万円であ

り，前年度繰越利益剰余金４億８，３９４万円を加えた当年度未処分利益剰余金は６億５，９３４

万円となっている。 

前年度と比べると，収益が４，０６３万円（２．８％）減少し，費用が３，２７８万円（２．６％）

減少した結果，経常利益は７８４万円（４．２％）減少している。 

営業収支比率は１２９．１％，経常収支比率は１１４．５％であり，前年度に比べそれぞれ 

１．３ポイント，０．３ポイント低下している。 

⑵ 収     益 

ア 営 業 収 益 

営業収益は１４億１，０７７万円で，前年度に比べ４，０８１万円（２．８％）減少している。 

「給水収益」は１３億５，０９０万円で，収益の９５．１％を占めており，基本水量の減少等

により，前年度に比べ１，４８５万円（１．１％）減少している。 
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「受託工事収益」は２，７０１万円で，給水管新規布設に係る受託工事の皆減等により，前年

度に比べ２，５５７万円（４８．６％）減少している。 

「分担金」は２，２５５万円で，西宮市との共同施設維持管理費等に係る同市負担分である。 

イ 営 業 外 収 益 

営業外収益は９７２万円で，前年度に比べ１８万円（２．０％）増加している。 

⑶ 費     用 

ア 営 業 費 用 

営業費用は１０億９，２４６万円で，前年度に比べ２，０９０万円（１．９％）減少している。 

「人件費」は２億３４７万円で，損益勘定支弁職員に係るものである。 

「受託工事費」は２，６１５万円で，主なものは西宮市との共同施設改良工事に係る同市から

の工事受託に要する諸費用２，３６０万円であり，主として給水管新規布設に係る工事受託の皆

減により，前年度に比べ２，３９７万円（４７．８％）減少している。 

「委託料」は６，１７２万円で，主として施設の維持管理業務に係るものであり，前年度に比

べ３５８万円（５．５％）減少している。 

「修繕費」は１億３７８万円で，前年度に比べ６２５万円（６．４％）増加している。 

「動力費」１億１，３４０万円は，導送水ポンプ等の電力料であり，取水量の減により，前年

度に比べ１，５９６万円（１２．３％）減少している。 

「分担金」は６，１８１万円で，主なものは琵琶湖開発施設管理費分担金４，４５０万円であ

る。 

「関連経費負担金」６，７６７万円は，水道事業会計への共通事務費等の負担金である。 

「減価償却費」は４億４９９万円で，費用の３２．６％を占めている。内訳は，有形固定資産

に係る減価償却費２億９，３５６万円及び琵琶湖総合開発事業に係る水利権等の無形固定資産に

係る減価償却費１億１，１４２万円である。 

「その他諸費用」は４，９４２万円で，租税公課，賃借料及び資産減耗費等である。 

イ 営 業 外 費 用 

営業外費用は，全額「支払利息及企業債取扱諸費」１億４，８０４万円となっており，前年度

に比べ１，１８８万円（７．４％）減少している。 
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第　４　表　　　損    益    状    況    の    比    較　

(A) 1,420,501 100.0 △ 40,630 △ 2.8 1,461,131 100.0 41,197 2.9

(a) 1,410,773 99.3 △ 40,818 △ 2.8 1,451,591 99.3 42,114 3.0

給 水 収 益 1,350,903 95.1 △ 14,852 △ 1.1 1,365,755 93.5 △ 860 △ 0.1

受 託 工 事 収 益 27,017 1.9 △ 25,573 △ 48.6 52,590 3.6 46,134 714.6

分 担 金 22,557 1.6 △ 204 △ 0.9 22,761 1.6 △ 3,941 △ 14.8

そ の 他 営 業 収 益 10,296 0.7 △ 189 △ 1.8 10,485 0.7 781 8.0

9,728 0.7 188 2.0 9,540 0.7 △ 916 △ 8.8

受 取 利 息 532 0.0 36 7.3 496 0.0 △ 640 △ 56.3

補 助 金 420 0.0 180 75.0 240 0.0 240 皆増

雑 収 益 8,776 0.6 △ 28 △ 0.3 8,804 0.6 △ 516 △ 5.5

(B) 1,240,512 100.0 △ 32,783 △ 2.6 1,273,295 100.0 17,916 1.4

(b) 1,092,463 88.1 △ 20,904 △ 1.9 1,113,367 87.4 24,047 2.2

人 件 費 203,479 16.4 7,362 3.8 196,117 15.4 △ 9,361 △ 4.6

受 託 工 事 費 26,157 2.1 △ 23,971 △ 47.8 50,128 3.9 44,238 751.1

委 託 料 61,721 5.0 △ 3,588 △ 5.5 65,309 5.1 △ 7,464 △ 10.3

修 繕 費 103,788 8.4 6,250 6.4 97,538 7.7 41,130 72.9

動 力 費 113,409 9.1 △ 15,960 △ 12.3 129,369 10.2 △ 2,082 △ 1.6

分 担 金 61,815 5.0 △ 5,006 △ 7.5 66,821 5.2 △ 1,507 △ 2.2

関 連 経 費 負 担 金 67,672 5.5 △ 5,381 △ 7.4 73,053 5.7 △ 2,613 △ 3.5

減 価 償 却 費 404,997 32.6 27,715 7.3 377,282 29.6 1,162 0.3

そ の 他 諸 費 用 49,424 4.0 △ 8,326 △ 14.4 57,750 4.5 △ 39,456 △ 40.6

148,049 11.9 △ 11,880 △ 7.4 159,929 12.6 △ 6,130 △ 3.7

支払利息及企業債取扱諸費 148,049 11.9 △ 11,880 △ 7.4 159,929 12.6 △ 6,017 △ 3.6

雑 支 出 － － － － － － △ 113 皆減

179,989 － △ 7,847 △ 4.2 187,836 － 23,281 14.1

(D) 17 － 17 皆増 － － △ 6,049 皆減

(E) 4,606 － 4,606 ほぼ皆増 0 － △ 5,329 ほぼ皆減

175,400 － △ 12,436 △ 6.6 187,836 － 22,561 13.7

(G) 483,949 － 177,835 58.1 306,114 － 156,276 104.3

659,349 － 165,400 33.5 493,949 － 178,835 56.8

129.1 － △ 1.3 － 130.4 － 1.0 －

114.5 － △ 0.3 － 114.8 － 1.7 －

備考：１  人件費は，給与・手当・法定福利費及び退職給与金である。

　  　２  その他諸費用は，賃借料，租税公課及び材料費等である。

(単位　金額：千円，比率：％)

項        目

平　　成　　15　　年　　度 平　　成　　14　　年　　度

対前年度
増 減 率

構成
比率

対前年度
増　  減

構成
比率

対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

金   額

営 業 外 収 益

費 用

営 業 費 用

金   額

収 益

営 業 収 益

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

経 常 損 益 (C=A-B)

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
( △ 未 処 理 欠 損 金 )(F+G)

営 業 収 支 比 率 (a/b × 100)

経 常 収 支 比 率 (A/B × 100)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
( △ 繰 越 欠 損 金 ）
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⑷ 給水収益と給水原価 

給水量１㎥当たりの給水収益を給水原価と対比すると，第５表のとおりである。 

当年度の１㎥当たりの給水収益は４２円４４銭で，前年度に比べ３銭（０．１％）減少している。 

また，当年度の１㎥当たりの給水原価は３８円１５銭で，前年度に比べ１２銭（０．３％）増加

している。これは主として，動力費が減少したものの，減価償却費が増加したことによる。この結

果，１㎥当たりの給水収益と給水原価との差引は４円２９銭の黒字となったが，黒字額は前年度に

比べ１５銭減少している。そのため，給水原価に対する給水収益の比率も１１１．２％と，前年度

に比べ０．５ポイント低下している。 

 

第  ５  表    　１㎥ 当 た り 給 水 収 益 と 給 水 原 価 の 比 較  

(単位　金額：円，比率：％）

(A) 42.44 － △ 0.03 △ 0.1 42.47 － 0.06 0.1

(B) 38.15 100.0 0.12 0.3 38.03 100.0 △ 0.74 △ 1.9

6.39 16.7 0.29 4.8 6.10 16.0 △ 0.28 △ 4.4

3.56 9.3 △ 0.46 △ 11.4 4.02 10.6 △ 0.06 △ 1.5

12.72 33.3 0.99 8.4 11.73 30.8 0.06 0.5

4.65 12.2 △ 0.32 △ 6.4 4.97 13.1 △ 0.18 △ 3.5

10.82 28.4 △ 0.39 △ 3.5 11.21 29.5 △ 0.28 △ 2.4

4.29 － △ 0.15 △ 3.4 4.44 － 0.80 22.0

111.2 － △ 0.5 － 111.7 － 2.3 －

備考：1  １㎥当たり給水収益＝給水収益/(基本水量＋超過水量）

　　　2　１㎥当たり給水原価＝費用/(基本水量＋超過水量）

　　　　（但し，費用には受託工事費，特別損失を含まない。）

　　　3　人件費は，給料，手当，法定福利費及び退職給与金である。

　　　4　その他は，関連経費負担金，委託料，修繕費等である。

１㎥当たり給水収益

構 成
比 率

対前年度
増　  減

対前年度
増 減 率

金 額
構 成
比 率

対前年度
増　　減

対前年度
増 減 率

金 額
項     目

平　成　15　年　度 平　成　14　年　度

A／B×100

１㎥当たり給水原価

内
 
 
訳

人 件 費

動 力 費

減 価 償 却 費

支 払 利 息 及
企 業 債 取 扱 諸 費

そ の 他

差 引 （ Ａ － Ｂ ）
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４ 財 政 状 態 

平成１５年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第６表のとおりである。 

以下，主な項目について述べる。 

⑴ 資     産 

資産総額は１５８億２，１１７万円で，前年度末に比べ４億６，１５９万円（３．０％）増加し

ている。 

ア 固 定 資 産 

固定資産は１４１億８，６４０万円で，前年度末に比べ２億５，９４０万円（１．９％）増加

している。 

(ｱ) 有形固定資産 

有形固定資産は９５億６，６４４万円で，前年度末に比べ３億６，７６４万円（４．０％）

増加している。 

「建物」は３億５２１万円で，前年度末に比べ１，２１３万円（４．１％）増加している。

これは，減価償却により１，１５５万円減少したものの，甲東ポンプ場騒音対策工事等により

２，３６８万円増加したことによる。 

「構築物」は７２億６，４９５万円で，前年度末に比べ３億１，５４０万円（４．５％）増

加している。これは，減価償却及び除却により１億５，１０２万円減少したものの，送水管の

布設替等により４億６，６４３万円増加したことによる。  

「機械及装置」は１２億３，２７９万円で，前年度末に比べ３，１５６万円（２．６％）増

加している。これは，減価償却及び除却により１億３，９２０万円減少したものの，導水管継

手補強工事等により１億７，０７６万円増加したことによる。 

「建設仮勘定」は７，８９７万円で，前年度末に比べ９８０万円（１４．２％）増加してい

る。これは，構築物などの本勘定への振替により６億６，５７０万円減少したものの，取浄配

水施設改良工事など建設改良費の計上により６億７，５５１万円増加したことによる。 

(ｲ) 無形固定資産 

無形固定資産は４５億２，３７０万円で，前年度末に比べ１億１，１４２万円（２．４％）

減少している。これは主として，「水利権」が減価償却により減少したことによる。 

(ｳ) 投     資 

投資は９，６２５万円で，前年度末に比べ３１８万円（３．４％）増加している。これは，

社団法人滋賀県造林公社への「長期貸付金」が増加したことによる。 

イ 流 動 資 産 

流動資産は１６億３，４７７万円で，前年度末に比べ２億２１９万円（１４．１％）増加して

いる。これは主として，「現金預金」が増加したことによる。 
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⑵ 負     債 

負債総額は３億５，４３７万円で，前年度末に比べ２億３，９２５万円（４０．３％）減少し

ている。 

ア 固 定 負 債 

固定負債は１億２，３０７万円で，前年度末に比べ７，５４４万円（１５８．４％）増加して

いる。これは主として，「修繕引当金」を，包括外部監査の指摘に伴い７，０４４万円引き当てた

ことによる。 

イ 流 動 負 債 

流動負債は２億３，１２９万円で，前年度末に比べ３億１，４７０万円（５７．６％）減少し

ている。これは主として，未払工事費等の「未払金」が減少したことによる。 

⑶ 資     本 

資本総額は１５４億６，６８０万円で，前年度末に比べ７億８５万円（４．７％）増加している。 

ア 資 本 金 

資本金は４９億６，９４０万円で，前年度末に比べ２億２，１９６万円（４．７％）増加して

いる。 

「自己資本金」は１１億６，１６１万円で，前年度末に比べ９００万円（０．８％）増加して

いる。これは，当年度，減債積立金を取り崩し，自己資本金に組み入れたことによる。 

「借入資本金」は３８億７７８万円で，前年度末に比べ２億１，２９６万円（５．９％）増加

している。これは，企業債を１億９，６０３万円償還したものの，新たに４億９００万円発行し

たことによる。 

イ 剰  余  金 

剰余金は１０４億９，７３９万円で，前年度末に比べ４億７，８８９万円（４．８％）増加し

ている。 

(ｱ) 資 本 剰 余 金 

資本剰余金は９８億２，８０４万円で，前年度末に比べ３億１，２４９万円（３．３％）増

加している。これは，第２次改築事業に係る「国庫補助金」及び撤退企業から受け入れた「減

量負担金」が増加したこと等による。 

(ｲ) 利 益 剰 余 金 

利益剰余金は，前年度未処分利益剰余金４億９，３９４万円から積み立てた減債積立金 

１，０００万円と，それを差し引いた前年度繰越利益剰余金４億８，３９４万円及び当年度純

利益１億７，５４０万円とを合わせて６億６，９３４万円となっている。 
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15,821,174 100.0 15,359,575 100.0 461,599 3.0

Ⅰ 14,186,402 89.7 13,927,002 90.7 259,400 1.9

1 9,566,440 60.5 9,198,795 59.9 367,645 4.0

(1) 677,653 4.3 677,653 4.4 0 0.0

(2) 305,218 1.9 293,082 1.9 12,136 4.1

(3) 7,264,953 45.9 6,949,549 45.2 315,404 4.5

(4) 1,232,796 7.8 1,201,230 7.8 31,566 2.6

(5) 2,007 0.0 883 0.0 1,124 127.3

(6) 4,833 0.0 7,226 0.0 △ 2,393 △ 33.1

(7) 78,979 0.5 69,171 0.5 9,808 14.2

２ 4,523,708 28.6 4,635,135 30.2 △ 111,427 △ 2.4

(1) 4,512,328 28.5 4,623,533 30.1 △ 111,205 △ 2.4

(2) 11,380 0.1 11,602 0.1 △ 222 △ 1.9

３ 96,255 0.6 93,072 0.6 3,183 3.4

(1) 420 0.0 420 0.0 0 0.0

(2) 95,835 0.6 92,652 0.6 3,183 3.4

Ⅱ 1,634,772 10.3 1,432,573 9.3 202,199 14.1

１ 1,275,149 8.1 1,077,081 7.0 198,068 18.4

２ 198,382 1.3 192,112 1.3 6,270 3.3

３ 160,740 1.0 163,380 1.1 △ 2,640 △ 1.6

４ 500 0.0 － － 500 皆増

15,821,174 100.0 15,359,575 100.0 461,599 3.0

354,370 2.2 593,627 3.9 △ 239,257 △ 40.3

Ⅰ 123,078 0.8 47,633 0.3 75,445 158.4

1 39,800 0.3 34,800 0.2 5,000 14.4

２ 83,278 0.5 12,833 0.1 70,445 548.9

Ⅱ 231,292 1.5 545,994 3.6 △ 314,702 △ 57.6

１ 197,974 1.3 513,074 3.3 △ 315,100 △ 61.4

２ 31,682 0.2 31,884 0.2 △ 202 △ 0.6

３ 1,136 0.0 1,035 0.0 101 9.8

４ 500 0.0 － － 500 皆増

15,466,804 97.8 14,765,948 96.1 700,856 4.7

Ⅰ 4,969,408 31.4 4,747,444 30.9 221,964 4.7

１ 1,161,619 7.3 1,152,619 7.5 9,000 0.8

２ 3,807,789 24.1 3,594,825 23.4 212,964 5.9

Ⅱ 10,497,395 66.4 10,018,504 65.2 478,891 4.8

１ 9,828,046 62.1 9,515,555 62.0 312,491 3.3

(1) 59,580 0.4 59,580 0.4 0 0.0

(2) 3,011,910 19.0 2,938,768 19.1 73,142 2.5

(3) 471,682 3.0 471,682 3.1 0 0.0

(4) 1,677,847 10.6 1,674,435 10.9 3,412 0.2

(5) 3,760,272 23.8 3,524,336 22.9 235,936 6.7

(6) 846,755 5.4 846,755 5.5 0 0.0

２ 669,349 4.2 502,949 3.3 166,400 33.1

(1) 10,000 0.1 9,000 0.1 1,000 11.1

(2) 659,349 4.2 493,949 3.2 165,400 33.5

(175,400) － (187,836) － (△12,436) (△ 6.6)

減 債 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

（ う ち 当 年 度 純 利 益 ）

備考：有形固定資産の減価償却累計額は，6,034,816千円である。

そ の 他 資 本 剰 余 金

減 量 負 担 金

利 益 剰 余 金

工 事 負 担 金

前 受 金

預 り 金

資 本

資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額

国 庫 補 助 金

他 会 計 繰 入 金

修 繕 引 当 金

流 動 負 債

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

未 払 金

長 期 貸 付 金

負 債

負 債 及 び 資 本

固 定 負 債

流 動 資 産

保 管 有 価 証 券

前 払 金

現 金 預 金

未 収 金

車 両 運 搬 具

施 設 利 用 権

投 資

建 物

工 具 器 具 及 備 品

土 地

構成
比率

出 資 金

退 職 給 与 引 当 金

構 築 物

機 械 及 装 置

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

水 利 権

有 形 固 定 資 産

対前年度
増 減 率金　　額

（Ａ）

科        目

(単位  金額:千円，比率:％）

構成
比率

金　　額
（Ｂ）

第　６　表　　　工　業　用　水　道　事　業　会　計　比　較　貸　借　対　照　表

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

資 産

固 定 資 産

平成15年度末 平成14年度末

預 り 保 証 有 価 証 券
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⑷ キャッシュ・フローの状況 

当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第７表のとおりである。 

営業活動において，当期純利益及び減価償却費などにより，３億４，７６１万円のキャッシュを

生み出し，財務活動において，企業債の償還及び新規発行，国庫補助金の受入などにより，差引 

５億５，８７７万円のキャッシュを調達した。一方，投資活動において，主として建設改良に充て

るため７億８３１万円のキャッシュを使用した。 

この結果，平成１５年度末の現金預金残高は，前年度末に比べ１億９，８０６万円増加し， 

１２億７，５１４万円となっている。 

 

（単位　金額：千円）

平成15年度 平成14年度 対前年度増減

Ⅰ 347,615 647,928 △ 300,313

当 期 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） 175,400 187,836

減 価 償 却 費 404,997 377,282

資 産 減 耗 費 （ 現 金 支 出 を 除 く ） 10,605 6,022

未 収 金 の 増 減 △ 6,270 44,182

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 2,140 △ 132,272

退 職 給 与 引 当 金 の 増 減 5,000 5,000

修 繕 引 当 金 の 増 減 70,445 －

未 払 金 の 増 減 △ 315,101 160,162

そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 398 △ 283

Ⅱ △ 708,317 △ 649,315 △ 59,002

建 設 改 良 費 △ 708,402 △ 649,400

雑収入（滋賀県造林公社貸付金の返還） 85 85

Ⅲ 558,770 △ 7,906 566,676

企 業 債 409,000 252,000

工 事 負 担 金 3,413 473

国 庫 補 助 金 73,568 50,372

減 量 負 担 金 247,733 47,057

企 業 債 償 還 金 △ 196,035 △ 385,579

消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 21,092 27,771

Ⅳ 198,068 △ 9,293 207,361

Ⅴ 1,077,081 1,086,374 △ 9,293

Ⅵ 1,275,149 1,077,081 198,068

備考：１　本表は間接法により作成している。

　　　２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

　　　３　未収金の増減，貯蔵品の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれ
　　　　ぞれの資産の減少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

現 金 預 金 期 首 残 高

現 金 預 金 期 末 残 高

項目

第　７　表　　　キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
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５ ま  と  め 

業務面では，厳しい経済情勢を反映し，契約会社数は前年度末に比べ３社減少している。また，工

場数についても，前年度末に比べ４工場の減少となっている。 

経営面では，１億７千万円の純利益を計上したが，利益額は前年度に比べ１千万円減少している。

これは主として，動力費等の物件費及び支払利息が減少したものの，給水収益が減少し，減価償却費

が増加したことによる。この結果，前年度繰越利益剰余金４億８千万円を加えた当年度未処分利益剰

余金は６億５千万円となり，当年度末の流動資産から流動負債を差し引いた資金在高は，前年度末に

比べ５億１千万円増加し，１４億円となっている。 

契約会社の撤退等による給水収益の減少傾向は依然として続いており，経年劣化による設備更新で

ある第２次改築事業に伴う減価償却費の増加など，今後も事業を取り巻く環境は厳しいことから，引

き続き，事務事業の改善や経費の節減などの見直しを行い，経営の効率化・安定化に努めるとともに，

関係機関と一体となって，新規需要の開拓に積極的に取り組まれるよう希望する。 

 

参考資料　 経 　営 　分 　析 　表

平成15年度 平成14年度 平成13年度

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 89.67 90.67 91.00

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 73.69 72.73 72.37

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 91.00 94.02 93.40

(4) 流 動 比 率 706.80 262.38 350.61

(5) 現 金 預 金 比 率 551.32 197.27 281.36

(6) 負 債 比 率 35.70 37.49 38.17

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 1.13 1.24 1.11

(8) 自 己 資 本 利 益 率 1.54 1.70 1.53

(9) 営 業 利 益 対 営 業 収 益 比 率 22.56 23.30 22.71

そ　　の　　他

(10) 総 資 本 回 転 率 0.08 0.08 0.09

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.11 0.12 0.12

(12) 企業債償還額対償還財源比率 33.78 32.84 28.77

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，143ページ参照。  
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平成１５年度神戸市下水道事業基金運用状況審査意見 

 

 

第１ 審 査 の 対 象        

平成１５年度神戸市下水道事業基金（貸付制度）運用状況 

 

第２ 審 査 の 方 法        

平成１５年度基金運用状況書類について，実地審査及び責任者に対する質問の方法により，目的

に沿った運用をしているか，計数は正確か，会計処理は適正か等を審査した。 

 

第３ 審 査 の 期 間        

平成１６年５月１４日～８月１０日 

 

第４ 審 査 の 結 果        

下水道事業基金のうち定額の資金を運用するための基金に係る部分について，基金運用は目的に

応じ確実に行われており，その計数は収入役及び建設局が所管する帳簿と正確に一致し，会計処理

は適正に行われていると認められた。 

 

第５ 基金の運用状況 

この基金は，下水道事業の健全な運営に資するとともに，下水道の普及を促進するため設置され

ているものであり，水洗化費用貸付制度はこの基金により運営されている。 

平成１５年度の基金の運用状況をみると，第１表のとおりである。 

基金の在高は８億５，０００万円で，当年度３，０６１万円の貸付を行い，３，４１９万円の返

還を受けた結果，年度末基金在高の内訳は，現金・預金７億９２２万円，貸付金１億 

４，０７７万円となっている。 

なお，水洗化貸付金の制度発足以来の収入率は９９．４％であるものの，繰越分を含む当年度調

定額に対する収入率は２６．３％と，前年度に比べ２．６ポイント低下し，未収金額は９，５８８

万円となっている。より一層収入率の向上に努力するとともに，回収が不能もしくは困難な債権に

ついては，不納欠損処分も含めて適切な処理を検討されたい。 
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(単位　金額：千円）

平成15年度 705,656 144,344 850,000 30,619 34,192 709,229 140,771 850,000

平成14年度 697,845 152,155 850,000 31,011 38,822 705,656 144,344 850,000

平成13年度 676,916 173,084 850,000 27,143 48,072 697,845 152,155 850,000

備考：１　表上の基金は下水道事業基金のうち，運用基金に係るものである。

　　　２　平成15年度貸付額の中に還付額3千円を含む。

第　１　表　　　下　水　道　事　業　基　金　（　貸　付　制　度　）　の　運　用　状　況

年　度

期　　首　　在　　高 運　用　状　況 期　　末　　在　　高

現金・預金 貸　付　金 計 計貸　付　額 返　還　額 現金・預金 貸　付　金
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資料　　経　営　分　析　方　法

備　　　　考

（構成比率は，構成部分の全体に対する関係を表
すものである。）

（１）固定資産構成比率
固定資産＋繰延勘定
総　資　産

×１００
　固定資産構成比率は，総資産に対する固定資産
の占める割合であり，数値が大であれば，資産が
固定化の傾向にある。

（２）自己資本構成比率
自　己　資　本
総　　資　　本

×１００
　自己資本構成比率は，資本総額に対する自己資
本の占める割合であり，数値が大であるほど経営
の安全性は大きいものといえる。

（財務比率は，貸借対照表における資産と負債又
は資本との相互関係を表すものである。）

（３）固 定 長 期 適 合 率
固　定　資　産
自己資本＋固定負債

×１００
　固定長期適合率は，固定資産の調達が，自己資
本と固定負債の範囲内で行われるべきであるとす
る立場から,少なくとも100％以下が望ましい。

（４）流 動 比 率
流　動　資　産
流　動　負　債

×１００

　流動比率は，１年以内に現金化できる資産と支
払われなければならない負債とを比較するもので
ある。流動性を確保するためには，流動資産が流
動負債の２倍以上あることが望まれるので，理想
比率は200％以上である。

（５）現 金 預 金 比 率
現　金　預　金
流　動　負　債

×１００
　現金預金比率は，流動負債に対する現金預金の
割合を示す比率で，20％以上が理想値とされてい
る。

（６）負 債 比 率
負　　　　　債
自　己　資　本

×１００
　負債比率は，負債を自己資本より超過させない
ことが，健全経営の第一義であるので，100％以
下を理想とする。

（収益率は，収益と費用とを対比して企業の経営
活動の成果を表すもので，その比率は大きいほど
良好である。）

（７）総 資 本 利 益 率
当　年　度　純　利　益
平　均　総　資　本

×１００
　総資本利益率は，企業に投下された資本の総額
と，それによってもたらされた利益とを比較した
ものである。

（８）自 己 資 本 利 益 率
当　年　度　純　利　益
平　均　自　己　資　本

×１００
　自己資本利益率は，投下した自己資本の収益力
を測定するものである。

（９）
営 業 利 益 対
営 業 収 益 比 率

営　業　利　益
営　業　収　益

×１００
　営業利益対営業収益比率は，営業収益に対する
営業利益の割合を示し，高いほど良好である。

（１０）総 資 本 回 転 率
総　　　費　　　用
平　均　総　資　本

　総資本回転率は，企業に投下され運用されてい
る資本の効率を測定するものである。この比率が
大きいほど資本が効率的に使われていることを表
す。

（１１）自 己 資 本 回 転 率
総　    費    　用
平 均 自 己 資 本

　自己資本回転率は，自己資本の働きを総資本か
ら切り離して観察したものである。

（１２）
企 業 債 償 還 額 対
償 還 財 源 比 率

企業債償還額
減価償却費＋当年度純利益

×１００
　企業債償還額対償還財源比率は，企業債償還額
とその主要償還財源である減価償却費及び当年度
純利益の合計額を比較したものである。

（注１）算式は次のとおりである。

固 定 負 債

総 資 本

自 己 資 本

負 債

平 均

（注２）分析比率算出の分母指数の値が負である場合は，「－」表示としている。

算　　　　式

収　　益　　率

財　務　比　率

分　析　項　目

構　成　比　率

　＝　自己資本金＋剰余金

　＝ （期首＋期末）×１／２

そ　　の　　他

　＝　資本＋負債

　＝  貸借対照表上の固定負債＋借入資本金

　＝　固定負債＋流動負債＋借入資本金
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